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規則への適合性 

 「再処理施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則」（以

下「事業指定基準規則」という。）第四十四条では，制御室につ

いて，以下の要求がされている。 

(制御室) 

第四十四条 第二十条第一項の規定により設置される制御室に

は、重大事故が発生した場合においても運転員がとどまるために

必要な設備を設けなければならない。 

（解釈） 

１ 第44条に規定する「運転員がとどまるために必要な設備」と

は、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措

置を講じた設備をいう。 

一 制御室用の電源(空調、照明他)は、代替電源設備からの給

電を可能とすること。 

二 重大事故が発生した場合の制御室の居住性について、以下

に掲げる要件を満たすものをいう。 

①   本規程第28条に規定する重大事故対策のうち、制御室の

運転員の被ばくの観点から結果が最も厳しくなる事故を

想定すること。 

② 運転員はマスクの着用を考慮しても良い。ただし、その場

合は、実施のための体制を整備すること。 

③ 交代要員体制を考慮しても良い。ただし、その場合は、実

施のための体制を整備すること。 

④ 判断基準は、運転員の実効線量が7日間で100mSvを超えな 

いこと。 
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三  制御室の外側が放射性物質により汚染したような状況下

において、制御室への汚染の持込みを防止するため、モニタ

リング及び作業服の着替え等を行うための区画を設けるこ

と。 

 

＜適合のための設計方針＞ 

 重大事故等が発生した場合においても，制御室にとどまる実施

組織要員の実効線量が7日間で100ｍＳｖを超えず，当該重大事故

等に対処するために適切な措置が講じられるよう，次に掲げる実

施組織要員が制御室にとどまるために必要な重大事故等対処施

設を設ける設計とする。 

 

第１項について 

  

重大事故等が発生した場合においても実施組織要員がとどま

るために必要な設備として，代替制御建屋中央制御室換気設備，

代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備，代替電源設備

（第42条  電源設備），補機駆動用燃料補給設備（第42条  電源

設備），制御建屋中央制御室換気設備（設計基準対象の施設と兼

用），使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備（設計基準対

象の施設と兼用），設計基準事故に対処するための電気設備（設

計基準対象の施設と兼用）（第42条 電源設備），計測制御設備（設

計基準対象の施設と兼用），中央制御室の代替照明設備，使用済

燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の代替照明設備，中央制

御室遮蔽（設計基準対象の施設と兼用），制御室遮蔽（設計基準
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対象の施設と兼用），中央制御室（設計基準対象の施設と兼用），

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室（設計基準対象の

施設と兼用），中央制御室の環境測定設備，使用済燃料の受入れ

施設及び貯蔵施設の制御室の環境測定設備，中央制御室の放射線

計測設備，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の放射

線計測設備，中央制御室の代替通信連絡設備（第47条  通信連絡

を行うために必要な設備），使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施

設の制御室の代替通信連絡設備（第47条  通信連絡を行うために

必要な設備），中央制御室の情報把握計装設備（第43条  計装設

備）及び使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の情報把

握計装設備（第43条  計装設備）の重大事故等対処設備を設ける

設計とする。代替制御建屋中央制御室換気設備及び代替使用済燃

料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は,代替電源設備（第42条  電

源設備）から給電可能な設計とする。 

第二十条第一項の規定により設置される中央制御室並びに使

用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室は，制御室にとどま

る実施組織要員のマスクの着用及び交代要員体制を考慮せずと

も,実効線量が各重大事故の有効性評価の対象としている事象の

うち，最も厳しい結果を与える全交流動力電源の喪失を起因とす

る「放射線分解により発生する水素による爆発」と「冷却機能の

喪失による蒸発乾固」の重畳において，実施組織要員の実効線量

が７日間 で lOOｍＳｖを超えない設計とする。 

制御室の外側が放射性物質により汚染したような状況下にお

いて，制御室への汚染の持込みを防止するため，作業服の着替え，

防護具の着装及び脱装，身体汚染検査並びに除染作業ができる区
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画を設ける設計とする。 
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１．概要 

1.1 概要 

各重大事故が発生した場合において，制御室にとどまり必

要な操作及び措置を行う実施組織要員及びＭＯＸ燃料加工施

設から中央制御室に移動する要員がとどまるために必要な重

大事故等対処施設（以下「制御室の重大事故等対処施設」と

いう。）を設置及び保管する。 

制御室の重大事故等対処施設は，居住性を確保するための

設備，汚染の持込みを防止するための設備，通信連絡設備及

び情報把握計装設備で構成する。 

 

1.1.1 居住性を確保するための設備 

居住性を確保するための設備は，制御室の換気設備，制御

室の照明を確保する設備，制御室の遮蔽，制御室，環境測定

設備及び制御室放射線計測設備で構成する。 

 

1.1.1.1 制御室の換気設備 

制御室の換気設備は，代替制御建屋中央制御室換気設備，制

御建屋中央制御室換気設備，代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋

制御室換気設備及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設

備で構成する。  

（ １ ）  代替制御建屋中央制御室換気設備  

代替制御建屋中央制御室換気設備は，代替制御建屋中央制

御室換気設備，代替電源設備（第 42 条  電源設備）及び補機

駆動用燃料補給設備（第 42 条  電源設備）を重大事故等対処
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設備として新たに配備及び設置する。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

i)代替制御建屋中央制御室換気設備 

a)可搬型重大事故等対処設備 

・代替中央制御室送風機 

・制御建屋の可搬型ダクト 

ii)代替電源設備  

a)可搬型重大事故等対処設備 

・制御建屋可搬型発電機（第 42 条 電源設備） 

・制御建屋の可搬型分電盤（第 42 条  電源設備） 

・制御建屋の可搬型電源ケーブル（第 42 条  電源設備） 

iii)補機駆動用燃料補給設備 

a)常設重大事故等対処設備 

・軽油貯蔵タンク（第 42 条 電源設備） 

b)可搬型重大事故等対処設備 

・軽油用タンクローリ（第 42 条  電源設備） 

 

（ ２ ）  制御建屋中央制御室換気設備  

 制御建屋中央制御室換気設備は，制御建屋中央制御室換気設

備，計測制御設備及び設計基準事故に対処するための電気設備

（第 42 条  電源設備）を常設重大事故等対処設備として位置

付ける。 

  主要な設備は，以下のとおりとする。 

i)制御建屋中央制御室換気設備 

a)常設重大事故等対処設備 



1-11 

・中央制御室送風機（設計基準対象の施設と兼用）  

・制御建屋の換気ダクト（設計基準対象の施設と兼用） 

ii)計測制御設備 

a)常設重大事故等対処設備 

・制御建屋安全系監視制御盤（設計基準対象の施設と兼

用） 

iii)設計基準事故に対処するための電気設備 

a)常設重大事故等対処設備 

・非常用電源建屋の 6.9ｋＶ非常用主母線（設計基準対

象の施設と兼用）（第 42 条  電源設備） 

・制御建屋の 6.9ｋＶ非常用母線（設計基準対象の施設

と兼用）（第 42 条  電源設備） 

・制御建屋の 460Ｖ非常用母線（設計基準対象の施設と

兼用）（第 42 条 電源設備） 

 

（ ３ ）  代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備  

代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，代替

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備，代替電源設備

（第 42 条  電源設備）及び補機駆動用燃料補給設備（第 42

条  電源設備）を重大事故等対処設備として新たに配備及び

設置する。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

i)代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備 

a)可搬型重大事故等対処設備 

・代替制御室送風機 
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・使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の可

搬型ダクト 

ii)代替電源設備  

a)可搬型重大事故等対処設備 

・使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の可搬型発電

機（第 42 条  電源設備） 

・使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の可搬型分電

盤（第 42 条  電源設備） 

・使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の可搬型電源

ケーブル（第 42 条  電源設備） 

iii)補機駆動用燃料補給設備 

a)常設重大事故等対処設備 

・軽油貯蔵タンク（第 42 条 電源設備） 

b)可搬型重大事故等対処設備 

・軽油用タンクローリ（第 42 条  電源設備） 

 

（ ４ ）  使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備  

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，使用済燃料

受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備，計測制御設備及び設計基準

事故に対処するための電気設備（第 42 条 電源設備）を常設

重大事故等対処設備として位置付ける。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

i)使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備  

a)常設重大事故等対処設備 

・ 制御室送風機（設計基準対象の施設と兼用）  
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・使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の換気ダクト

（設計基準対象の施設と兼用） 

ii)計測制御設備 

a)常設重大事故等対処設備 

・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋安全系監視制御盤（設計

基準対象の施設と兼用） 

iii)設計基準事故に対処するための電気設備 

a)常設重大事故等対処設備 

・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の 6.9ｋＶ非常用母線（設

計基準対象の施設と兼用）（第 42 条 電源設備） 

・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の 460Ｖ非常用母線（設

計基準対象の施設と兼用）（第 42 条 電源設備） 

 

1.1.1.2 制御室の照明を確保する設備 

制御室の照明を確保する設備は，中央制御室の代替照明設

備並びに使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の代

替照明設備で構成する。 

（ １ ）  中央制御室の代替照明設備 

中央制御室の代替照明設備は，可搬型照明（ＳＡ）を可搬

型重大事故等対処設備として新たに配備する。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

i)中央制御室の代替照明設備 

a)可搬型重大事故等対処設備 

・ 可 搬 型 照 明 （ＳＡ） 

（ ２ ）  使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の代替照明
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設備 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の代替照明設

備は，可搬型照明（ＳＡ）を可搬型重大事故等対処設備として

新たに配備する。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

i)使 用 済 燃 料 の 受 入 れ 施 設 及 び 貯 蔵 施 設 の 制 御 室 の 代 替

照 明 設 備  

a)可 搬 型 重 大 事 故 等 対 処 設 備  

・ 可 搬型 照明（ＳＡ） 

 

1.1.1.3 制御室の遮蔽 

制御室の遮蔽は，中央制御室遮蔽及び制御室遮蔽で構成する。 

（ １ ）  中央制御室遮蔽 

中央制御室遮蔽は，中央制御室遮蔽を常設重大事故等対処

設備として位置付ける。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

i)中央制御室遮蔽 

a)常設重大事故等対処設備 

・中央制御室遮蔽（設計基準対象の施設と兼用） 

 

（ ２ ）  制御室遮蔽 

制御室遮蔽は，制御室遮蔽を常設重大事故等対処設備とし

て位置付ける。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

i)制御室遮蔽 
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a)常設重大事故等対処設備 

・制御室遮蔽（設計基準対象の施設と兼用） 

 

1.1.1.4 制御室 

制御室は，中央制御室並びに使用済燃料の受入れ施設及び貯

蔵施設の制御室で構成する。 

（ １ ）  中央制御室 

中央制御室は，中央制御室を常設重大事故等対処設備として

位置付ける。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

i)中央制御室 

a)常設重大事故等対処設備 

・中央制御室（設計基準対象の施設と兼用） 

 

（ ２ ）  使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室は，使用済燃

料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室を常設重大事故等対処

設備として位置付ける。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

i)使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室 

a)常設重大事故等対処設備 

   ・使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室（設計

基準対象の施設と兼用） 

 

1.1.1.5 環境測定設備 
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  環境測定設備は，中央制御室の環境測定設備並びに使用済

燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の環境測定設備で構

成する。 

 

（ １ ）  中央制御室の環境測定設備 

中央制御室の環境測定設備は，中央制御室の環境測定設備

を可搬型重大事故等対処設備として新たに配備する。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

i)中央制御室の環境測定設備 

a)可搬型重大事故等対処設備 

・可搬型酸素濃度計 

・可搬型二酸化炭素濃度計 

・可搬型窒素酸化物濃度計 

 

（ ２ ）  使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の環境測定

設備 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の環境測定

設備は，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の環

境測定設備を可搬型重大事故等対処設備として新たに配備す

る。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

i)使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の環境測

定設備 

a)可搬型重大事故等対処設備 

・可搬型酸素濃度計 
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・可搬型二酸化炭素濃度計 

・可搬型窒素酸化物濃度計 

【補足説明資料：2-1， 2-6， 2-9， 2-11， 2-12】  

 

1.1.1.6 制御室放射線計測設備 

制御室放射線計測設備は，中央制御室の放射線計測設備並

びに使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の放射線

計測設備で構成する。 

（ １ ）  中央制御室の放射線計測設備 

中央制御室の放射線計測設備は，中央制御室の放射線計測

設備を可搬型重大事故等対処設備として新たに配備する。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

i)中央制御室の放射線計測設備 

a)可搬型重大事故等対処設備 

・ガンマ線用サーベイメータ（ＳＡ）  

・アルファ・ベータ線用サーベイメータ（ＳＡ）  

・可搬型ダストサンプラ（ＳＡ）  

 

（ ２ ）  使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の放射線計

測設備 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の放射線計

測設備は，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の

放射線計測設備を可搬型重大事故等対処設備として新たに配

備する。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 
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i)使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の放射線

計測設備 

a)可搬型重大事故等対処設備 

・ガンマ線用サーベイメータ（ＳＡ）  

・アルファ・ベータ線用サーベイメータ（ＳＡ）  

・可搬型ダストサンプラ（ＳＡ）  
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1.1.2 汚染の持込みを防止するための設備 

 汚染の持込みを防止するための設備は，中央制御室への

汚染の持込みを防止するための設備並びに使用済燃料の受

入れ施設及び貯蔵施設の制御室への汚染の持込みを防止す

るための設備で構成する。 

（ １ ）  中央制御室への汚染の持込みを防止するための設備 

中央制御室への汚染の持込みを防止するための設備は，

中央制御室への汚染の持込みを防止するための設備を可搬

型重大事故等対処設備として新たに配備する。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

i)中央制御室への汚染の持込みを防止するための設備 

a)可搬型重大事故等対処設備 

・ 可 搬 型 照 明 （ＳＡ） 

 

（ ２ ）  使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室への汚染の

持込みを防止するための設備 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室への汚染

の持込みを防止するための設備は，使用済燃料の受入れ施

設及び貯蔵施設の制御室への汚染の持込みを防止するため

の設備を可搬型重大事故等対処設備として新たに配備す

る。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

i)使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室への汚染

の持込みを防止するための設備 

a)可搬型重大事故等対処設備 
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・ 可 搬 型 照 明 （ＳＡ）  
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1.1.3 通信連絡設備及び情報把握計装設備  

通信連絡設備及び情報把握計装設備は，代替通信連絡設備

及び情報把握計装設備で構成する。 

 

1.1.3.1 代替通信連絡設備（第 47 条  通信連絡を行うために

必要な設備） 

代替通信連絡設備は，中央制御室の代替通信連絡設備並びに

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の代替通信連

絡設備で構成する。 

（ １ ）  中央制御室の代替通信連絡設備 

中央制御室の代替通信連絡設備は，中央制御室の代替通信連

絡設備を可搬型重大事故等対処設備として新たに配備する。 

中央制御室の代替通信連絡設備は，再処理事業所の内外の通

信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行うことができる

設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

i)中央制御室の代替通信連絡設備 

a)可搬型重大事故等対処設備 

・可搬型通話装置（第 47 条 通信連絡を行うために必

要な設備） 

・可搬型衛星電話(屋内用）（第 47 条 通信連絡を行う

ために必要な設備） 

・可搬型衛星電話(屋外用）（第 47 条 通信連絡を行う

ために必要な設備） 

・可搬型トランシーバ(屋内用）（第 47 条  通信連絡を
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行うために必要な設備） 

・可搬型トランシーバ(屋外用）（第 47 条  通信連絡を

行うために必要な設備） 

 

（ ２ ）  使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の代替通信

連絡設備 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の代替通信

連絡設備は，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の

代替通信連絡設備を可搬型重大事故等対処設備として新たに

配備する。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の代替通信

連絡設備は，再処理事業所の内外の通信連絡をする必要のある

場所と通信連絡を行うことができる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

i)使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の代替通

信連絡設備 

a)可搬型重大事故等対処設備 

・可搬型衛星電話(屋内用）（第 47 条 通信連絡を行うた

めに必要な設備） 

・可搬型衛星電話(屋外用）（第 47 条 通信連絡を行うた

めに必要な設備） 

・可搬型トランシーバ(屋内用）（第 47 条  通信連絡を行

うために必要な設備） 

・可搬型トランシーバ(屋外用）（第 47 条  通信連絡を行

うために必要な設備） 



1-7 

1.1.3.2 情報把握計装設備（第 43 条  計装設備） 

  情報把握計装設備は，中央制御室の情報把握計装設備並び

に使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の情報把握

計装設備で構成する。 

（ １ ）  中央制御室の情報把握計装設備 

中央制御室の情報把握計装設備は，中央制御室の情報把握

計装設備を可搬型重大事故等対処設備として新たに配備す

る。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

i)中央制御室の情報把握計装設備 

a)可搬型重大事故等対処設備 

・可搬型情報収集装置（第 43 条  計装設備） 

・可搬型情報表示装置（第 43 条  計装設備） 

 

（ ２ ）  使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の情報把握

計装設備 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の情報把握

計装設備は，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室

の情報把握計装設備を可搬型重大事故等対処設備として新た

に配備する。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

i)使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の情報把

握計装設備 

a)可搬型重大事故等対処設備 

・可搬型情報収集装置（第 43 条  計装設備） 
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・可搬型情報表示装置（第 43 条  計装設備） 
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２．設計方針 

2.1 設計方針 

2.1.1 居住性を確保するための設備 

重大事故等が発生した場合において，居住性を確保するた

めの設備は，制御室の換気設備，制御室の照明を確保する設

備，制御室の遮蔽，制御室，環境測定設備及び制御室放射線

計測設備で構成する。 

居住性を確保するための設備は，各重大事故の有効性評価

の対象としている事象のうち，最も厳しい結果を与える全交

流動力電源の喪失を起因とする「放射線分解により発生する

水素による爆発」と「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の重

畳において，実施組織要員のマスクの着用及び交代要員体制

を考慮せず，中央制御室は代替制御建屋中央制御室換気設

備，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室は代替使

用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備による外気取入れ

にて換気を実施している状況下において評価し，制御室にと

どまり必要な操作及び措置を行う実施組織要員及びＭＯＸ燃

料加工施設から中央制御室に移動する要員の実効線量が，７

日間で 100ｍＳｖを超えない設計とする。 

 

2.1.1.1 制御室の換気設備 

制御室の換気設備は，代替制御建屋中央制御室換気設備，制

御建屋中央制御室換気設備，代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋

制御室換気設備及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設

備で構成する。  
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（ １ ）  代替制御建屋中央制御室換気設備 

代替制御建屋中央制御室換気設備は，代替制御建屋中央制

御室換気設備，代替電源設備（第 42 条  電源設備）及び補機

駆動用燃料補給設備（第 42 条  電源設備）を重大事故等対処

設備として新たに配備及び設置する設計とする。 

代替制御建屋中央制御室換気設備は，代替中央制御室送風機

及び制御建屋の可搬型ダクトで構成する。  

代替中央制御室送風機は，重大事故等発生時において，中央

制御室送風機の機能喪失後，外気の遮断が長期にわたり，室内

環境が悪化して二酸化炭素濃度等の許容限界に達する前に制

御建屋内に設置し，中央制御室内の換気が可能な設計とする。 

代替中央制御室送風機は，代替電源設備の制御建屋可搬型発

電機（第 42 条 電源設備）から受電する設計とする。  

制御建屋可搬型発電機（第 42 条  電源設備）は，補器駆動用

燃料補給設備の軽油用タンクローリ（第 42 条  電源設備）から

軽油を補給できる設計とする。また，補器駆動用燃料補給設備

の軽油用タンクローリ（第 42 条  電源設備）は, 補器駆動用燃

料補給設備の軽油貯蔵タンク（第 42 条  電源設備）から軽油を

補給できる設計とする。  

主要な設備は，以下のとおりとする。 

i)代替制御建屋中央制御室換気設備 

a)可搬型重大事故等対処設備 

・代替中央制御室送風機 

・制御建屋の可搬型ダクト 

ii)代替電源設備  



2－3 

a)可搬型重大事故等対処設備 

・制御建屋可搬型発電機（第 42 条 電源設備） 

・制御建屋の可搬型分電盤（第 42 条  電源設備） 

・制御建屋の可搬型電源ケーブル（第 42 条  電源設備） 

iii)補機駆動用燃料補給設備 

a)常設重大事故等対処設備 

・軽油貯蔵タンク（第 42 条 電源設備） 

b)可搬型重大事故等対処設備 

・軽油用タンクローリ（第 42 条  電源設備） 

 

（ ２ ）  制御建屋中央制御室換気設備 

制御建屋中央制御室換気設備は，制御建屋中央制御室換気設

備，設計基準事故に対処するための電気設備（設計基準対象の

施設と兼用）及び計測制御設備（設計基準対象の施設と兼用）

を常設重大事故等対処設備として位置付ける設計とする。 

制御建屋中央制御室換気設備は，中央制御室送風機（設計基

準対象の施設と兼用）及び制御建屋の換気ダクト（設計基準対

象の施設と兼用）で構成する。  

 制御建屋中央制御室換気設備は，重大事故等の発生の起因と

なる安全機能の喪失の要因に応じて対処に有効な設備を使用

することとし，内的事象による安全機能の喪失を要因とした全

交流動力電源の喪失を伴わない重大事故等の発生時には，「第

42 条  電源設備」を使用する設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

i)制御建屋中央制御室換気設備 
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a)常設重大事故等対処設備 

・中央制御室送風機（設計基準対象の施設と兼用）  

・制御建屋の換気ダクト（設計基準対象の施設と兼用） 

ii)電気設備 

a)常設重大事故等対処設備 

・非常用電源建屋の 6.9ｋＶ非常用主母線（設計基準対

象の施設と兼用）（第 42 条  電源設備） 

・制御建屋の 6.9ｋＶ非常用母線（設計基準対象の施設

と兼用）（第 42 条  電源設備） 

・制御建屋の 460 Ｖ非常用母線（設計基準対象の施設と

兼用）（第 42 条 電源設備） 

iii)計測制御設備 

a)常設重大事故等対処設備 

・制御建屋安全系監視制御盤（設計基準対象の施設と兼

用） 

 

（ ３ ）  代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備  

代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，代替

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備，代替電源設備

（第 42 条  電源設備）及び補機駆動用燃料補給設備（第 42 条  

電源設備）を重大事故等対処設備として新たに配備及び設置

する設計とする。 

代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，代替制

御室送風機並びに使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の可

搬型ダクトで構成する。  
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代替制御室送風機は，重大事故等発生時において，制御室送

風機の機能喪失後，外気の遮断が長期にわたり，室内環境が悪

化して二酸化炭素濃度等の許容限界に達する前に使用済燃料

受入れ・貯蔵建屋内に設置し，使用済燃料の受入れ施設及び貯

蔵施設の制御室内の換気が可能な設計とする。  

代替制御室送風機は，代替電源設備の使用済燃料受入れ・貯

蔵建屋可搬型発電機（第 42 条  電源設備）から受電する設計と

する。  

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機（第 42

条  電源設備）は，補器駆動用燃料補給設備の軽油用タンクロ

ーリ（第 42 条 電源設備）から軽油を補給できる設計とする。

また，補器駆動用燃料補給設備の軽油用タンクローリ（第 42 条  

電源設備）は, 補器駆動用燃料補給設備の軽油貯蔵タンク（第

42 条  電源設備）から軽油を補給できる設計とする。  

主要な設備は，以下のとおりとする。 

i)代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備 

a)可搬型重大事故等対処設備 

・代替制御室送風機 

・使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の可搬

型ダクト 

ii)代替電源設備  

a)可搬型重大事故等対処設備 

・使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の可搬型発電

機（第 42 条  電源設備） 

・使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の可搬型分電
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盤（第 42 条  電源設備） 

・使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の可搬型電源

ケーブル（第 42 条  電源設備） 

iii)補機駆動用燃料補給設備 

a)常設重大事故等対処設備 

・軽油貯蔵タンク（第 42 条 電源設備） 

b)可搬型重大事故等対処設備 

・軽油用タンクローリ（第 42 条  電源設備） 

 

（ ４ ）  使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，使用済燃料

受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備設，計基準事故に対処するた

めの電気設備（設計基準対象の施設と兼用）（第 42 条  電源設

備）及び計測制御設備（設計基準対象の施設と兼用）を常設重

大事故等対処設備として位置付ける設計とする。 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，制御室送風

機，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の換気ダクトで構成

する。  

  使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，重大事故等

の発生の起因となる安全機能の喪失の要因に応じて対処に有

効な設備を使用することとし，内的事象による安全機能の喪失

を要因とした全交流動力電源の喪失を伴わない重大事故等の

発生時には，「第 42 条 電源設備」を使用する設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

i)使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備  
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a)常設重大事故等対処設備 

・ 制御室送風機（設計基準対象の施設と兼用）  

・使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の換気ダクト

（設計基準対象の施設と兼用）  

ii)電気設備 

a)常設重大事故等対処設備 

・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の 6.9ｋＶ非常用母線（設

計基準対象の施設と兼用）（第 42 条 電源設備） 

・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の 460 Ｖ非常用母線（設

計基準対象の施設と兼用）（第 42 条 電源設備） 

iii)計測制御設備 

a)常設重大事故等対処設備 

・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋安全系監視制御盤（設計

基準対象の施設と兼用） 

重大事故等時の中央制御室の換気系系統概要図を第 44．１

図に，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の換気

系系統概要図を第 44．２図に，制御室の可搬型重大事故等対

処設備の系統図（単線結線図）を第 44．３図に示す。 

 

2.1.1.2 制御室の照明を確保する設備 

制御室の照明を確保する設備は，中央制御室の代替照明設

備並びに使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の代

替照明設備で構成する。 

（ １ ）  中央制御室の代替照明設備 

中央制御室の代替照明設備は，可搬型照明（ＳＡ）で構成
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する。 

中央制御室の代替照明設備は，可搬型照明（ＳＡ）を可搬

型重大事故等対処設備として新たに配備する。 

可搬型照明（ＳＡ）は， 蓄電池を内蔵しており，かつ，蓄

電池を適宜交換することで全交流動力電源喪失発生から外部か

らの支援が期待できるまでの 7 日間に必要な照度の確保が可能

な設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

i)中央制御室の代替照明設備 

a)可搬型重大事故等対処設備 

・ 可 搬 型 照 明 （ Ｓ Ａ ）  

【補足説明資料：2-1， 2-3， 2-6， 2-9， 2-11， 2-12】  

 

（ ２ ）  使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の代替照明

設備 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の代替照明

設備は，可搬型照明（ＳＡ）で構成する。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の代替照明

設備は，可搬型照明（ＳＡ）を可搬型重大事故等対処設備と

して新たに配備する。 

可搬型照明（ＳＡ）は， 蓄電池を内蔵しており，かつ，蓄

電池を適宜交換することで全交流動力電源喪失発生から外部か

らの支援が期待できるまでの 7 日間に必要な照度の確保が可能

な設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 



2－9 

i)使 用 済 燃 料 の 受 入 れ 施 設 及 び 貯 蔵 施 設 の 制 御 室 の 代 替

照 明 設 備  

a)可 搬 型 重 大 事 故 等 対 処 設 備  

・ 可 搬型照明（ＳＡ）  

 

2.1.1.3 制御室の遮蔽 

制御室の遮蔽は，中央制御室遮蔽及び制御室遮蔽で構成する。 

（ １ ）  中央制御室遮蔽  

中央制御室遮蔽は，中央制御室遮蔽を常設重大事故等対処設

備として位置付ける。 

中央制御室遮蔽は，重大事故等が発生した場合において，代

替制御建屋中央制御室換気設備若しくは制御建屋中央制御室

換気設備の機能とあいまって中央制御室にとどまる実施組織

要員及びＭＯＸ燃料加工施設から中央制御室に移動する要員

の実効線量が７日間で 100ｍＳｖを超えない設計とする。  

主要な設備は，以下のとおりとする。 

i)中央制御室遮蔽 

a)常設重大事故等対処設備 

・中央制御室遮蔽（設計基準対象の施設と兼用） 

 

（ ２ ）  制御室遮蔽 

制御室遮蔽は，制御室遮蔽を常設重大事故等対処設備とし

て位置付ける設計とする。 

制御室遮蔽は，重大事故等が発生した場合において，代替

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備若しくは使用済
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燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備の機能とあいまって使

用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室にとどまる実施組織要員の

実効線量が７日間で 100ｍＳｖを超えない設計とする。  

主要な設備は，以下のとおりとする。 

i)制御室遮蔽 

a)常設重大事故等対処設備 

  ・制御室遮蔽（設計基準対象の施設と兼用） 

【補足説明資料：2-1， 2-3， 2-6， 2-9， 2-11， 2-12】  

 

2.1.1.4 制御室 

制御室は，中央制御室並びに使用済燃料の受入れ施設及び貯

蔵施設の制御室で構成する。  

（ １ ）  中央制御室  

中央制御室は，中央制御室を常設重大事故等対処設備として

位置付ける設計とする。 

中央制御室は，情報把握計装設備の可搬型情報表示装置（第

43 条  計装設備）及び可搬型情報収集装置（第 43 条  計装設

備）を配備できる区画を有する構造とする。  

主要な設備は，以下のとおりとする。 

i)中央制御室 

a)常設重大事故等対処設備 

・中央制御室（設計基準対象の施設と兼用） 

【補足説明資料：2-9， 2-11， 2-12】  

 

（ ２ ）  使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室 
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使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室は，使用済燃

料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室を常設重大事故等対処

設備として位置付ける設計とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室は，情報把握

計装設備の可搬型情報表示装置（第 43 条 計装設備）及び可

搬型情報収集装置（第 43 条 計装設備）を配備できる区画を

有する構造とする。  

主要な設備は，以下のとおりとする。 

i) 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室 

a)常設重大事故等対処設備 

   ・使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室（設計

基準対象の施設と兼用） 

 

2.1.1.5 環境測定設備 

  環境測定設備は，中央制御室の環境測定設備並びに使用済

燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の環境測定設備で構

成する。 

（ １ ）  中央制御室の環境測定設備 

中央制御室の環境測定設備は，中央制御室の環境測定設備

を可搬型重大事故等対処設備として新たに配備する。 

可搬型酸素濃度計，可搬型二酸化炭素濃度計及び可搬型窒素

酸化物濃度計は，重大事故等が発生した場合においても中央制

御室内の酸素，二酸化炭素濃度及び窒素酸化物濃度が活動に支

障がない範囲にあることを把握できる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 
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i)中央制御室の環境測定設備 

a)可搬型重大事故等対処設備 

・可搬型酸素濃度計 

・可搬型二酸化炭素濃度計 

・可搬型窒素酸化物濃度計 

【補足説明資料：2-1， 2-6， 2-9， 2-11， 2-12】  

 

（ ２ ）  使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の環境測定

設備 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の環境測定

設備は，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の環

境測定設備を可搬型重大事故等対処設備として新たに配備す

る設計とする。 

可搬型酸素濃度計，可搬型二酸化炭素濃度計及び可搬型窒

素酸化物濃度計は，重大事故等が発生した場合においても，

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室内の酸素，二

酸化炭素濃度及び窒素酸化物濃度が活動に支障がない範囲に

あることを把握できる設計とする。 

i)使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の環境測

定設備 

a)可搬型重大事故等対処設備 

・可搬型酸素濃度計 

・可搬型二酸化炭素濃度計 

・可搬型窒素酸化物濃度計 

【補足説明資料：2-1， 2-6， 2-9， 2-11， 2-12】  
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2.1.1.6 制御室放射線計測設備 

制御室放射線計測設備は，中央制御室の放射線計測設備並

びに使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の放射線

計測設備で構成する。 

（ １ ）  中央制御室の放射線計測設備 

中央制御室の放射線計測設備は，ガンマ線用サーベイメー

タ（ＳＡ），アルファ・ベータ線用サーベイメータ（ＳＡ）及

び可搬型ダストサンプラ（ＳＡ）で構成する。 

中央制御室の放射線計測設備は，ガンマ線用サーベイメー

タ（ＳＡ），アルファ・ベータ線用サーベイメータ（ＳＡ）及

び可搬型ダストサンプラ（ＳＡ）を可搬型重大事故等対処設

備として新たに配備する。 

中央制御室の放射線計測設備は，重大事故等が発生した場

合において，中央制御室内の線量当量率及び空気中の放射性

物質濃度が活動に支障がない範囲にあることを把握できる設

計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

i)中央制御室の放射線計測設備 

a)可搬型重大事故等対処設備 

・ガンマ線用サーベイメータ（ＳＡ）  

・アルファ・ベータ線用サーベイメータ（ＳＡ）  

・可搬型ダストサンプラ（ＳＡ）  

 

（ ２ ）  使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の放射線計
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測設備 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室放射線計測

設備は，ガンマ線用サーベイメータ（ＳＡ），アルファ・ベー

タ線用サーベイメータ（ＳＡ）及び可搬型ダストサンプラ

（ＳＡ）で構成する。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の放射線計

測設備は，ガンマ線用サーベイメータ（ＳＡ），アルファ・ベ

ータ線用サーベイメータ（ＳＡ）及び可搬型ダストサンプラ

（ＳＡ）を可搬型重大事故等対処設備として新たに配備する

設計とする。 

ガンマ線用サーベイメータ（ＳＡ），アルファ・ベータ線用

サーベイメータ（ＳＡ）及び可搬型ダストサンプラ（ＳＡ）

は，重大事故等が発生した場合において，使用済燃料の受入

れ施設及び貯蔵施設の制御室内の線量当量率及び空気中の放

射性物質濃度が活動に支障がない範囲にあることを把握でき

る設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

i)使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の放射線

計測設備 

a)可搬型重大事故等対処設備 

・ガンマ線用サーベイメータ（ＳＡ）  

・アルファ・ベータ線用サーベイメータ（ＳＡ）  

・可搬型ダストサンプラ（ＳＡ） 

【補足説明資料：2-1， 2-5， 2-7， 2-9， 2-12】  
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2.1.2 汚染の持ち込みを防止するための設備 

汚染の持ち込みを防止するための設備は，中央制御室へ

の汚染の持ち込みを防止するための設備並びに使用済燃料

の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室への汚染の持ち込みを

防止するための設備で構成する。 

（ １ ）  中央制御室への汚染の持ち込みを防止するための設備 

中央制御室への汚染の持ち込みを防止するための設備

は，可搬型照明（ＳＡ）を可搬型重大事故等対処設備とし

て新たに配備する設計とする。 

重大事故等が発生し，中央制御室の外側が放射性物質に

より汚染したような状況下において，中央制御室の外側か

ら中央制御室に放射性物質による汚染を持ち込むことを防

止するため，出入管理建屋から中央制御室に連絡する通路

上及び制御建屋の外から中央制御室に連絡する通路上に作

業服の着替え，防護具の着装及び脱装，身体汚染検査並び

に除染作業ができる区画を設ける設計とする。 

中央制御室への汚染の持ち込みを防止するための区画配

置概要図を第 44．４図から第 44．６図に示す。 

汚染が確認された場合に除染を行うことができる区画

は，身体汚染検査を行う区画に隣接して設置する設計とす

る。また， 全交流動力電源喪失時においても,作業服の着替

え，防護具の着装及び脱装，身体汚染検査並びに必要に応

じた除染作業ができる区画は，可 搬 型 照 明 （ Ｓ Ａ ） により

照明を確保できる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 
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i) 中央制御室への汚染の持ち込みを防止するための設備 

a)可搬型重大事故等対処設備 

・ 可 搬 型 照 明 （ Ｓ Ａ ）  

 

（ ２ ）  使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室への汚染の

持ち込みを防止するための設備 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室への汚染

の持ち込みを防止するための設備は，可搬型照明（ＳＡ）

を可搬型重大事故等対処設備として新たに配備する。 

重大事故等が発生し，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵

施設の制御室の外側が放射性物質により汚染したような状

況下において，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制

御室の外側から使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵建屋施設

の制御室に放射性物質による汚染を持ち込むことを防止す

るため，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の外から使用済燃料

の受入れ施設及び貯蔵建屋施設の制御室に連絡する通路上

に作業服の着替え，防護具の着装及び脱装，身体汚染検査

並びに除染作業ができる区画を設ける設計とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室への汚染

の持ち込みを防止するための区画配置概要図を第 44．７図，

第 44．８図に示す。 

汚染が確認された場合に除染を行うことができる区画

は，身体汚染検査を行う区画に隣接して設置する設計とす

る。また， 全交流動力電源喪失時においても,作業服の着替

え，防護具の着装及び脱装，身体汚染検査並びに必要に応
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じた除染作業ができる区画は，可 搬 型 照 明 （ Ｓ Ａ ） により

照明を確保できる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

i) 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室への汚

染の持ち込みを防止するための設備 

a)可搬型重大事故等対処設備 

・ 可 搬 型 照 明 （ Ｓ Ａ ）  

【補足説明資料：2-9， 2-11， 2-12】  
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2.1.3 通信連絡設備及び情報把握計装設備  

通信連絡設備及び情報把握計装設備は，代替通信連絡設備

（第 47 条  通信連絡を行うために必要な設備）及び情報把握

計装設備（第 43 条  計装設備）で構成する。 

 

2.1.3.1 代替通信連絡設備（第 47 条  通信連絡を行うために必

要な設備） 

代替通信連絡設備は，中央制御室の代替通信連絡設備並びに

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の代替通信連

絡設備を可搬型重大事故等対処設備で構成する。 

（ １ ）  中央制御室の代替通信連絡設備（第 47 条  通信連絡を行う

ために必要な設備） 

中央制御室の代替通信連絡設備は，可搬型通話装置（第 47 条  

通信連絡を行うために必要な設備），可搬型衛星電話（屋内用）

（第 47 条  通信連絡を行うために必要な設備），可搬型衛星電

話（屋外用）（第 47 条 通信連絡を行うために必要な設備）及

び可搬型トランシーバ（第 47 条  通信連絡を行うために必要な

設備）で構成する。 

中央制御室の代替通信連絡設備は，可搬型通話装置（第 47 条  

通信連絡を行うために必要な設備），可搬型衛星電話（屋内用）

（第 47 条  通信連絡を行うために必要な設備），可搬型衛星電

話（屋外用）（第 47 条 通信連絡を行うために必要な設備）可

搬型トランシーバ（屋内用）（第 47 条  通信連絡を行うために

必要な設備）及び可搬型トランシーバ（屋内用）（第 47 条  通

信連絡を行うために必要な設備）を可搬型重大事故等対処設備
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として新たに配備する設計とする。 

中央制御室の代替通信連絡設備は，再処理事業所の内外の通

信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行うことができる

設計とする。 

可搬型通話装置（第 47 条  通信連絡を行うために必要な設

備），可搬型衛星電話（屋内用）（第 47 条  通信連絡を行うため

に必要な設備），可搬型衛星電話（屋外用）（第 47 条  通信連絡

を行うために必要な設備）可搬型トランシーバ（屋内用）（第

47 条  通信連絡を行うために必要な設備）及び可搬型トランシ

ーバ（屋内用）（第 47 条  通信連絡を行うために必要な設備）

は，充電池又は乾電池を電源としており，かつ，充電池又は乾

電池を適宜交換することで全交流動力電源喪失発生から外部

からの支援が期待できるまでの７日間の使用が可能な設計と

する。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

a)中央制御室の代替通信連絡設備 

i)可搬型重大事故等対処設備 

・可搬型通話装置（第 47 条 通信連絡を行うために必要

な設備） 

・可搬型衛星電話(屋内用）（第 47 条 通信連絡を行うた

めに必要な設備） 

・可搬型衛星電話(屋外用）（第 47 条 通信連絡を行うた

めに必要な設備） 

・可搬型トランシーバ(屋内用）（第 47 条  通信連絡を行

うために必要な設備） 
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・可搬型トランシーバ(屋外用）（第 47 条  通信連絡を行

うために必要な設備） 

 

（ ２ ）  使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の代替通信

連絡設備 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の代替通信

連絡設備は，可搬型衛星電話（屋内用）（第 47 条  通信連絡を

行うために必要な設備），可搬型衛星電話（屋外用）（第 47 条  

通信連絡を行うために必要な設備）及び可搬型トランシーバ

（第 47 条  通信連絡を行うために必要な設備）で構成する。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の代替通信

連絡設備は，可搬型衛星電話（屋内用）（第 47 条  通信連絡を

行うために必要な設備），可搬型衛星電話（屋外用）（第 47 条  

通信連絡を行うために必要な設備）可搬型トランシーバ（屋内

用）（第 47 条  通信連絡を行うために必要な設備）及び可搬型

トランシーバ（屋内用）（第 47 条  通信連絡を行うために必要

な設備）を可搬型重大事故等対処設備として新たに配備する設

計とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の代替通信

連絡設備は，再処理事業所の内外の通信連絡をする必要のある

場所と通信連絡を行うことができる設計とする。 

可搬型衛星電話（屋内用）（第 47 条 通信連絡を行うために

必要な設備），可搬型衛星電話（屋外用）（第 47 条  通信連絡を

行うために必要な設備），可搬型トランシーバ（屋内用）（第 47

条  通信連絡を行うために必要な設備）及び可搬型トランシー
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バ（屋内用）（第 47 条  通信連絡を行うために必要な設備）は，

充電池又は乾電池を電源としており，かつ，充電池又は乾電池

を適宜交換することで全交流動力電源喪失発生から外部から

の支援が期待できるまでの７日間の使用が可能な設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

a)使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の代替通

信連絡設備 

i)可搬型重大事故等対処設備 

・可搬型衛星電話(屋内用）（第 47 条 通信連絡を行うた

めに必要な設備） 

・可搬型衛星電話(屋外用）（第 47 条 通信連絡を行うた

めに必要な設備） 

・可搬型トランシーバ(屋内用）（第 47 条  通信連絡を行

うために必要な設備） 

・可搬型トランシーバ(屋外用）（第 47 条  通信連絡を行

うために必要な設備） 

【補足説明資料：2-5， 2-7， 2-9， 2-11， 2-12】  

 

2.1.3.2 情報把握計装設備（第 43 条  計装設備） 

  情報把握計装設備は，中央制御室の情報把握計装設備並び

に使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の情報把握

計装設備で構成する。 

（ １ ）  中央制御室の情報把握計装設備 

中央制御室の情報把握計装設備は，可搬型情報収集装置

（第 43 条  計装設備）及び可搬型情報表示装置（第 43 条  
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計装設備）で構成する。 

中央制御室の情報把握計装設備は，可搬型情報収集装置

（第 43 条  計装設備）及び可搬型情報表示装置（第 43 条  

計装設備）を可搬型重大事故等対処設備として新たに配備す

る設計とする。 

中央制御室の情報把握計装設備は，中央制御室の外に出る

ことなく監視が必要なパラメータを把握できる設計とする。 

可搬型情報収集装置（第 43 条  計装設備）及び可搬型情報表

示装置（第 43 条  計装設備）は，全交流動力電源喪失時におい

ても制御建屋の外に設置する制御建屋可搬型発電機（第 42 条  

電源設備）からの給電が可能な設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

a)中央制御室の情報把握計装設備 

i)可搬型重大事故等対処設備 

・可搬型情報収集装置（第 43 条  計装設備） 

・可搬型情報表示装置（第 43 条  計装設備） 

 

（ ２ ）  使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の情報把握

計装設備 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の情報把握

計装設備は，可搬型情報収集装置（第 43 条  計装設備）及び

可搬型情報表示装置（第 43 条  計装設備）で構成する。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の情報把握

計装設備は，可搬型情報収集装置（第 43 条  計装設備）及び

可搬型情報表示装置（第 43 条  計装設備）を可搬型重大事故
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等対処設備として新たに配備する設計とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の情報把握

計装設備は，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室

の外に出ることなく監視が必要なパラメータを把握できる設

計とする。 

可搬型情報収集装置（第 43 条  計装設備）及び可搬型情報表

示装置（第 43 条  計装設備）は，全交流動力電源喪失時におい

ても制御建屋の外に設置する制御建屋可搬型発電機（第 42 条  

電源設備）及び使用済燃料受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電

機（第 42 条  電源設備）からの給電が可能な設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

a)使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の情報把

握計装設備 

i)可搬型重大事故等対処設備 

・可搬型情報収集装置（第 43 条  計装設備） 

・可搬型情報表示装置（第 43 条  計装設備） 

【補足説明資料：2-5， 2-7， 2-9， 2-11， 2-12】  
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2.2 多様性，位置的分散

基本方針については，「第33条 重大事故等対処設備」の「2.1 

多様性，位置的分散，悪影響防止等（第三十三条第１項第六号，

第２項，第３項第二号，第四号，第六号）」に示す。

2.2.1 居住性を確保するための設備 

2.2.1.1 制御室の換気設備 

代替中央制御室送風機及び代替制御室送風機は，設計基準

事故に対処するための電気設備に対して，多様性を有する制

御建屋可搬型発電機（第 42 条  電源設備）または使用済燃料

の受入れ施設及び貯蔵施設の可搬型発電機（第 42 条  電源設

備）からの給電により駆動できる設計とする。

代替中央制御室送風機は制御建屋又は外部保管エリアに，

代替制御室送風機は使用済み燃料受入れ・貯蔵建屋又は外部

保管エリアに，それぞれバックアップも含めて分散して保管

する。 

可搬型照明（ＳＡ）は，制御建屋又は使用済み燃料受入

れ・貯蔵建屋若しくは外部保管エリアに，それぞれバックア

ップも含めて分散して保管する。 

可搬型酸素濃度計，可搬型二酸化炭素濃度計及び可搬型窒

素酸化物濃度計は，制御建屋又は使用済み燃料受入れ・貯蔵

建屋若しくは外部保管エリアに，それぞれバックアップも含

めて分散して保管する。 

可搬型サーベイメータ（ＳＡ），可搬型アルファ・ベータ線

用サーベイメータ（ＳＡ）及び可搬型ダストサンプラ（Ｓ

Ａ）は，制御建屋又は使用済み燃料受入れ・貯蔵建屋若しく
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は外部保管エリアに，それぞれバックアップも含めて分散し

て保管する。 

代替電源設備（第 42 条 電源設備）の多様性及び位置的分

散については，「第 42 条 電源設備」に記載する。

補器駆動用燃料補給設備（第 42 条 電源設備）の多様性及

び位置的分散については，「第 42 条 電源設備」に記載す

る。 

中央制御室の代替通信連絡設備（第 47 条 通信連絡を行う

ために必要な設備）及び使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施

設の制御室の代替通信連絡設備（第 47 条 通信連絡を行う

ために必要な設備）の多様性及び位置的分散については，

「第 47 条  通信連絡を行うために必要な設備」に記載す

る。

中央制御室の情報把握計装設備（第 43 条 計装設備）及び

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の情報把握計

装設備（第 43 条  計装設備）の多様性及び位置的分散につい

ては，「第 43 条 計装設備」に記載する。
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2.3 悪影響防止

基本方針については，「第 33 条  重大事故等対処設備」の「2.1 

多様性，位置的分散，悪影響防止等（第三十三条第１項第六号，

第２項，第３項第二号，第四号，第六号）」に示す。 

2.3.1 居住性を確保するための設備 

中央制御室の居住性の確保のために使用する中央制御室遮蔽

は，制御建屋と一体のコンクリート構造物とし，倒壊等により他

の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の居住性の確

保のために使用する制御室遮蔽は，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋

と一体のコンクリート構造物とし，倒壊等により他の設備に悪影

響を及ぼさない設計とする。 

代替中央制御室送風機及び代替制御室送風機は，他の設備から

独立した系統構成で使用することで，他の設備に悪影響を及ぼさ

ない設計とする。 

中央制御室送風機及び制御室送風機は，設計基準対象施設とし

て使用する場合と同じ系統構成で重大事故等対処設備として使

用することで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

可搬型照明（ＳＡ）は，他の設備から独立して使用することで，

他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

可搬型酸素濃度計，可搬型二酸化炭素濃度計及び可搬型窒素酸

化物濃度計は，他の設備から独立して使用が可能なことで，他の

設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

ガンマ線用サーベイメータ（ＳＡ），アルファ・ベータ線用サ

ーベイメータ（ＳＡ）及び可搬型ダストサンプラは，他の設備か
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ら独立して使用が可能なことで，他の設備に悪影響を及ぼさない

設計とする。 

制御建屋可搬型発電機（第 42 条  電源設備）並びに使用済燃

料の受入れ施設及び貯蔵施設の可搬型発電機（第 42 条  電源設

備）の悪影響防止については，「第 42 条 電源設備」に記載する。

中央制御室の代替通信連絡設備（第 47 条 通信連絡を行うた

めに必要な設備）及び使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制

御室の代替通信連絡設備（第 47 条  通信連絡を行うために必要

な設備）の悪影響防止については，「第 47 条 通信連絡を行うた

めに必要な設備」に記載する。

中央制御室の情報把握計装設備（第 43 条 計装設備）及び使

用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の情報把握計装設

備（第 43 条  計装設備）の悪影響防止については，「第 43 条 計

装設備」に記載する。
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2.4 個数及び容量等

基本方針については，「第 33 条 重大事故等対処設備」の

「２．２ 個数及び容量等（第三十三条第１項第一号）」に示

す。 

2.4.1 居住性を確保するための設備

代替中央制御室送風機は，想定される重大事故時に運転員が

とどまるために必要な風量を確保するため，必要な台数として

１台に加え，予備として故障時及び点検保守による待機除外時

のバックアップを２台，合計３台を確保する。なお，制御建屋

内の代替中央制御室送風機については，バックアップも含めて

分散して保管する。 

代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備の代替制御

室送風機は，想定される重大事故時に運転員がとどまるために

必要な風量を確保するため，必要な台数として１台に加え，予

備として故障時及び点検保守による待機除外時のバックアップ

を２台，合計３台を確保する。なお，使用済み燃料受入れ・貯

蔵建屋内の代替制御室送風機については，バックアップも含め

て分散して保管する。 

中央制御室の可搬型照明（ＳＡ）は，想定される重大事故等

時に，運転員が中央制御室内で操作可能な照度を確保するため

に必要な容量を有するものを 74 台及び出入管理区画に必要な照

度を有するものを 2 台使用する。保有数は，中央制御室用とし

て 1 セット 74 台，故障時及び保守点検による待機除外時のバッ

クアップ用として，111 台の合計 185 台を制御建屋及び屋外保

管エリアに保管する設計とする。なお，制御建屋内の可搬型照
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明（ＳＡ）については，バックアップも含めて分散して保管す

る。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の可搬型照明

（ＳＡ）は，想定される重大事故等時に，運転員が使用済み燃

料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室内で操作可能な照度を確

保するために必要な容量を有するものを 15 台及び出入管理区画

に必要な照度を有するものを 2 台使用する。保有数は，使用済

み燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室用として 1 セット 15

台，故障時及び保守点検による待機除外時のバックアップ用と

して，23 台の合計 38 台を使用済み燃料受入れ・貯蔵建屋及び

屋外保管エリアに保管する設計とする。なお，使用済み燃料受

入れ・貯蔵建屋内の可搬型照明（ＳＡ）については，バックア

ップも含めて分散して保管する。 

可搬型酸素濃度計，可搬型二酸化炭素濃度計及び可搬型窒素

酸化物濃度計は，中央制御室内並びに使用済燃料の受入れ施設

及び貯蔵施設の制御室の酸素濃度，二酸化炭素濃度及び窒素酸

化物濃度が活動に支障がない範囲内にあることの測定が可能な

ものを，それぞれ１個を１セットとし，１セット使用する。中

央制御室用の保有数は，重大事故等時に必要な１セットに加え

て故障時及び保守点検時による待機除外時のバックアップ用と

して２セットを加えた合計３セットをバックアップも含めて分

散して保管する設計とする。使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵

施設の制御室の保有数は，重大事故等時に必要な１セットに加

えて故障時及び保守点検時による待機除外時のバックアップ用

として２セットを加えた合計３セットをバックアップも含めて
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分散して保管する設計とする。

可搬型サーベイメータ（ＳＡ），可搬型アルファ・ベータ線用

サーベイメータ（ＳＡ）及び可搬型ダストサンプラ（ＳＡ）

は，中央制御室内並びに使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設

の制御室の実効線量が活動に支障がない範囲内にあることの測

定が可能なものを，それぞれ１個を１セットとし，１セット使

用する。中央制御室用の保有数は，重大事故等時に必要な１セ

ットに加えて故障時及び保守点検時による待機除外時のバック

アップ用として２セットを加えた合計３セットをバックアップ

も含めて分散して保管する設計とする。使用済燃料の受入れ施

設及び貯蔵施設の制御室の保有数は，重大事故等時に必要な１

セットに加えて故障時及び保守点検時による待機除外時のバッ

クアップ用として２セットを加えた合計３セットをバックアッ

プも含めて分散して保管する設計とする。

代替電源設備及び補機駆動用燃料補給設備の個数及び容量等

については，「第 42 条 電源設備」に記載する。 

中央制御室の代替通信連絡設備（第 47 条 通信連絡を行うた

めに必要な設備）及び使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の

制御室の代替通信連絡設備（第 47 条 通信連絡を行うために必

要な設備）の個数及び容量等については，「第 47 条 通信連絡

を行うために必要な設備」に記載する。

中央制御室の情報把握計装設備（第 43 条 計装設備）及び使

用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の情報把握計装設

備（第 43 条  計装設備）の個数及び容量等については，「第 43

条 計装設備」に記載する。
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2.5 環境条件等

基本方針については，「第 33 条 重大事故等対処設備」の「2.3 

環境条件等（第三十三条第１項第二号，第七号，第３項第三号，

第四号）」に示す。 

代替中央制御室送風機，制御建屋の可搬型ダクト，中央制御室

送風機（設計基準対象の施設と兼用），制御建屋の換気ダクト（設

計基準対象の施設と兼用），中央制御室遮蔽（設計基準対象の施

設と兼用），中央制御室（設計基準対象の施設と兼用），可搬型酸

素濃度計，可搬型二酸化炭素濃度計，可搬型窒素酸化物濃度計，

ガンマ線用サーベイメータ（ＳＡ），アルファ・ベータ線用サー

ベイメータ（ＳＡ），可搬型ダストサンプラ（ＳＡ），可搬型照明

（ＳＡ）は，制御建屋に設置し，想定される重大事故等時におけ

る環境条件を考慮した設計とする。 

代替制御室送風機，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の

可搬型ダクト，制御室送風機（設計基準対象の施設と兼用），使

用済燃料受入れ・貯蔵建屋の換気ダクト（設計基準対象の施設と

兼用），制御室遮蔽（設計基準対象の施設と兼用），制御室（設計

基準対象の施設と兼用），可搬型酸素濃度計，可搬型二酸化炭素

濃度計，可搬型窒素酸化物濃度計，ガンマ線用サーベイメータ

（ＳＡ），アルファ・ベータ線用サーベイメータ（ＳＡ），可搬型

ダストサンプラ（ＳＡ），可搬型照明（ＳＡ)は，使用済燃料受入

れ・貯蔵建屋に設置し，想定される重大事故等時における環境条

件を考慮した設計とする。 

代替中央制御室送風機，代替制御室送風機，可搬型酸素濃度計，

可搬型二酸化炭素濃度計，可搬型窒素酸化物濃度計，ガンマ線用
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サーベイメータ（ＳＡ），アルファ・ベータ線用サーベイメータ

（ＳＡ），可搬型ダストサンプラ（ＳＡ），可搬型照明（ＳＡ）の

操作は，想定される重大事故等時において，設置場所で可能な設

計とする。 

中央制御室送風機（設計基準対象の施設と兼用）の操作は，想

定される重大事故等時において，中央制御室で可能な設計とす

る。 

制御室送風機（設計基準対象の施設と兼用）の操作は，想定さ

れる重大事故等時において，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵

施設の制御室で可能な設計とする。 

代替電源設備（第 42 条 電源設備）の環境条件等については，

「第 42 条 電源設備」に記載する。

補器駆動用燃料補給設備（第 42 条 電源設備）の環境条件等

については，「第 42 条 電源設備」に記載する。

設計基準事故に対処するための電気設備（第 42 条  電源設備）

の環境条件等については，「第 42 条 電源設備」に記載する。 

中央制御室の代替通信連絡設備（第 47 条  通信連絡を行うた

めに必要な設備）及び使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の

制御室の代替通信連絡設備（第 47 条  通信連絡設備）の環境条

件等については，「第 47 条 通信連絡を行うために必要な設備」

に記載する。

中央制御室の情報把握計装設備（第 43 条 計装設備）及び使

用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の情報把握計装設

備（第 43 条  計装設備）の環境条件等については，「第 43 条 計

装設備」に記載する。
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2.6 操作性の確保

基本方針については，「第33条 重大事故等対処設備」の「２．

４ 操作性及び試験・検査性（第三十三条第１項第三号，第四

号，第五号，第３項第一号，第五号）」に示す。

中央制御室遮蔽（設計基準対象の施設と兼用）は，制御建屋

と一体構造とし，重大事故等時において，特段の操作を必要と

せず直ちに使用できる設計とする。 

制御室遮蔽（設計基準対象の施設と兼用）は，使用済燃料受

入れ・貯蔵建屋と一体構造とし，重大事故等時において，特段

の操作を必要とせず直ちに使用できる設計とする 

代替中央制御室送風機，制御建屋の可搬型ダクト，代替制御

室送風機，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の可搬型ダク

ト，可搬型酸素濃度計，可搬型二酸化炭素濃度計，可搬型窒素

酸化物濃度計，ガンマ線用サーベイメータ（ＳＡ），アルファ・

ベータ線用サーベイメータ（ＳＡ）及び可搬型ダストサンプラ

（ＳＡ）は，通常時に使用する設備ではなく，重大事故等時に

おいて，他の系統と切り替えることなく使用できる設計とする。 

可搬型照明（ＳＡ）は，通常時に使用する設備ではなく，想

定される重大事故等時において，他の系統と切り替えることな

く使用できる設計とする。 

可搬型照明（ＳＡ），可搬型酸素濃度計，可搬型二酸化炭素

濃度計，可搬型窒素酸化物濃度計，ガンマ線用サーベイメータ

（ＳＡ），アルファ・ベータ線用サーベイメータ（ＳＡ）及び可

搬型ダストサンプラ（ＳＡ）は，付属のスイッチにより設置場

所で操作が可能な設計とする。 
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代替中央制御室送風機，制御建屋の可搬型ダクト，代替制御

室送風機，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の可搬型ダク

ト，可搬型照明（ＳＡ），可搬型酸素濃度計，可搬型二酸化炭素

濃度計，可搬型窒素酸化物濃度計，ガンマ線用サーベイメータ

（ＳＡ），アルファ・ベータ線用サーベイメータ（ＳＡ）及び可

搬型ダストサンプラ（ＳＡ）は，人力による持ち運びが可能な

設計とする。 

中央制御室送風機（設計基準対象の施設と兼用），制御建屋

の換気ダクト（設計基準対象の施設と兼用），制御室送風機（設

計基準対象の施設と兼用）及び使用済燃料の受入れ施設及び貯

蔵施設の換気ダクト（設計基準対象の施設と兼用）は，想定さ

れる重大事故等時において，設計基準事故対処設備として使用

する場合と同じ系統構成で重大事故等対処設備として使用し，

弁操作等により速やかに切り替えられる設計とする。 

中央制御室送風機（設計基準対象の施設と兼用）及び制御室

送風機（設計基準対象の施設と兼用）は，中央制御室（設計基

準対象の施設と兼用）及び使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施

設の制御室（設計基準対象の施設と兼用）の操作スイッチによ

り操作が可能な設計とする。 

代替電源設備（第 42 条  電源設備）及び補機駆動用燃料補

給設備の操作性の確保については，「第 42 条 電源設備」に記

載する。

中央制御室の代替通信連絡設備（第 47 条 通信連絡設備）

及び使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の代替通

信連絡設備（第 47 条  通信連絡設備）の操作性の確保につい
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ては，「第 47 条 通信連絡設備」に記載する。

中央制御室の情報把握計装設備（第 43 条 情報把握計装設

備）及び使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の情報

把握計装設備（第 43 条  情報把握計装設備）の操作性の確保

については，「第 43 条 情報把握計装設備」に記載する。

制御建屋のアクセスルートを第１図から第10図に，溢水及び

火災ハザードマップを第11図から第20図に示す。また，使用済

燃料受入れ・貯蔵建屋のアクセスルートを第21図から第24図に，

溢水及び火災ハザードマップを第25図から第32図に示す。 
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2.7 試験・検査

基本方針については，「第33条 重大事故等対処設備」の「２．

４ 操作性及び試験・検査性（第三十三条第１項第三号，第四

号，第五号，第３項第一号，第五号）」に示す。

中央制御室遮蔽（設計基準対象の施設と兼用）及び制御室遮

蔽（設計基準対象の施設と兼用）は，再処理工場の運転中又は

停止中に外観の確認が可能な設計とする。 

代替中央制御室送風機，代替制御室送風機，可搬型照明（SA），

可搬型酸素濃度計，可搬型二酸化炭素濃度計，可搬型窒素酸化

物濃度計，ガンマ線用サーベイメータ（ＳＡ），アルファ・ベー

タ線用サーベイメータ（ＳＡ）及び可搬型ダストサンプラ（Ｓ

Ａ）は，再処理工場の運転中又は停止中に機能・性能及び外観

の確認並びに消耗品の交換が可能な設計とする。 

代替中央制御室送風機，中央制御室送風機（設計基準対象の

施設と兼用），代替制御室送風機及び制御室送風機（設計基準対

象の施設と兼用）は，再処理工場の運転中又は停止中に機能・

性能及び外観の確認が可能な設計とする。 

代替中央制御室送風機，中央制御室送風機（設計基準対象の

施設と兼用），代替制御室送風機，制御室送風機（設計基準対象

の施設と兼用）は，再処理工場の停止中に分解が可能な設計と

する。 

制御建屋の可搬型ダクト，制御建屋の換気ダクト（設計基準

対象の施設と兼用），代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換

気設備の使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の可搬型ダク

ト，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の換気ダクト（設計基準対象



2-37

の施設と兼用）は，再処理工場の運転中又は停止中に外観の確

認が可能な設計とする。 

代替電源設備及び補機駆動用燃料補給設備の個数及び容量

等については，「第 42 条 電源設備」に記載する。

中央制御室の代替通信連絡設備（第 47 条 通信連絡を行う

ために必要な設備）及び使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設

の制御室の代替通信連絡設備（第 47 条  通信連絡を行うため

に必要な設備）の試験・検査については，「第 47 条  通信連絡

を行うために必要な設備」に記載する。 

中央制御室の情報把握計装設備（第43条  計装設備）及び使

用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の情報把握計装

設備（第43条  計装設備）の試験・検査については，「第43条  

計装設備」に記載する。
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３．主要設備及び仕様

制御室（重大事故等時）の主要設備及び仕様を第 44．1 表に

示す。
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第 44．１表 制御室（重大事故等時）の設備仕様（1/6）

1.1  居住性を確保するための設備 

1.1.1  制御室の換気設備 

1.1.1.1  代替制御建屋中央制御室換気設備

a)代替制御建屋中央制御室換気設備

i)可搬型重大事故等対処設備

a-1) 代替中央制御室送風機

a-2) 制御建屋の可搬型ダクト

b)代替電源設備（第 42 条  電源設備）

c)補機駆動用燃料補給設備（第 42 条 電源設備）

1.1.1.2  制御建屋中央制御室換気設備 

a)制御建屋中央制御室換気設備

i)常設重大事故等対処設備

a-1)中央制御室送風機

a-2)制御建屋の換気ダクト

b)計測制御設備

c)代替所内電気設備（第 42 条 電源設備） 

1.1.1.3  代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備

a)代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備

i)可搬型重大事故等対処設備

a-1)代替制御室送風機

a-2)使用済燃料受入れ施設及び貯蔵施設の可搬型ダクト

b)代替電源設備（第 42 条  電源設備） 

c)補機駆動用燃料補給設備（第 42 条 電源設備） 
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第 44．１表 制御室（重大事故等時）の設備仕様（2/6）

1.1.1.4  使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備

a) 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備

i)常設重大事故等対処設備

a-1)制御室送風機

a-2)使用済燃料受入れ施設及び貯蔵施設の換気ダクト

b) 計測制御設備 

c)代替所内電気設備（第 42 条 電源設備） 

1.1.2 制御室の照明を確保する設備

1.1.2.1 中央制御室の代替照明設備 

a)中央制御室の代替照明設備

i)可搬型重大事故等対処設備

a-1)可搬型照明（ＳＡ） 

1.1.2.2 使用済燃料受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の代替照

明設備 

a)使用済燃料受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の代替照明

設備

i)可搬型重大事故等対処設備

b-1)可搬型照明（ＳＡ）
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第 44．１表 制御室（重大事故等時）の設備仕様（3/6）

1.1.3 制御室の遮蔽 

1.1.3.1 中央制御室遮蔽

a)中央制御室遮蔽

i)常設重大事故等対処設備

a-1)中央制御室遮蔽（設計基準対象の施設と兼用）

1.1.3.2 制御室遮蔽 

a)制御室遮蔽

i)常設重大事故等対処設備

b-1)制御室遮蔽（設計基準対象の施設と兼用）

1.1.4 制御室 

1.1.4.1 中央制御室

a)中央制御室（設計基準対象の施設と兼用）

i)常設重大事故等対処設備

a-1)中央制御室（設計基準対象の施設と兼用） 

1.1.4.2 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室

a) 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室（設計基準

対象の施設と兼用）

i)常設重大事故等対処設備 

a-1) 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室（設計

基準対象の施設と兼用）
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第 44．１表 制御室（重大事故等時）の設備仕様（4/6）

1.1.5 環境測定設備 

1.1.5.1 中央制御室の環境測定設備

a)中央制御室の環境測定設備

i)可搬型重大事故等対処設備

a-1)可搬型酸素濃度計 

a-2)可搬型二酸化炭素濃度計

a-3)可搬型窒素酸化物濃度計

1.1.5.2 使用済燃料受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の環境測

定設備 

a)使用済燃料受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の環境

測定設備

i)可搬型重大事故等対処設備

a-1)可搬型酸素濃度計 

a-2)可搬型二酸化炭素濃度計

a-3)可搬型窒素酸化物濃度計

1.1.6 制御室放射線計測設備 

1.1.6.1 中央制御室の放射線計測設備

a)  中央制御室の放射線計測設備

i)可搬型重大事故等対処設備 

a-1)ガンマ線用サーベイメータ

a-2)アルファ・ベータ線用サーベイメータ

a-3)可搬型ダストサンプラ 
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第 44．１表 制御室（重大事故等時）の設備仕様（5/6）

1.1.6.2 使用済燃料受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の放射線

計測設備 

a)使用済燃料受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の放射線

計測設備 

i)可搬型重大事故等対処設備 

a-1)ガンマ線用サーベイメータ 

a-2)アルファ・ベータ線用サーベイメータ

a-3)可搬型ダストサンプラ 

【補足説明資料：2-1， 2-9】

1.2 汚染の持ち込みを防止するための設備 

1.2.1 中央制御室への汚染の持ち込みを防止するための設備

a) 中央制御室への汚染の持ち込みを防止するための設備

i)可搬型重大事故等対処設備

a-1)可搬型照明（ＳＡ） 

1.2.2 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室への汚染

の持ち込みを防止するための設備 

a) 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室への汚染

の持ち込みを防止するための設備

i)可搬型重大事故等対処設備 

a-1)可搬型照明（ＳＡ）
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第 44．１表 制御室（重大事故等時）の設備仕様（6/6）

1.3 通信連絡設備及び情報把握計装設備 

1.3.1 代替通信連絡設備（第47条  通信連絡を行うために必要

な設備） 

1.3.1.1 中央制御室の代替通信連絡設備（第 47 条  通信連絡を

行うために必要な設備）

a)中央制御室の代替通信連絡設備（第 47 条 通信連絡を行う

ために必要な設備） 

1.3.1.2 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の代替

通信連絡設備（第 47 条  通信連絡設備） 

b)使用済燃料受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の代替通信

連絡設備（第 47 条  通信連絡を行うために必要な設備）

【補足説明資料：2-1， 2-6， 2-9】

1.3.2 情報把握計装設備（第 43 条計装設備）

1.3.2.1 中央制御室の情報把握計装設備 

a)中央制御室の情報把握計装設備（第 43 条計装設備） 

1.3.2.2 使用済燃料受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の情報把

握計装設備 

b)使用済燃料受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の情報把

握計装設備（第 43 条計装設備）

【補足説明資料：2-9】
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第 44．１図 中央制御室（重大事故等時）系統概要図（1/2）



第 44．１図 中央制御室（重大事故等時）系統概要図（2/2）
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第 44．２図 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室（重大事故等時）系統概要図(1/2) 



第 44．２図 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室（重大事故等時）系統概要図(2/2) 



第 44．３図 可搬型重大事故等対処設備の系統図（単線結線図）（1/２）



第 44．３図 可搬型重大事故等対処設備の系統図（単線結線図）（２/２）
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第 44． ７ 図  屋 外 か ら 使 ⽤ 済 燃 料 の 受 ⼊ れ 施 設 及 び 貯 蔵 施 設 の 制 御 室 に 連 絡 す る 通 路 上 の 汚 染 の 持 込 み を 防 ⽌ す る た め の

区 画 配 置 概 要 図 （ 使 ⽤ 済 燃 料 受 ⼊ れ ・ 貯 蔵 建 屋  地 上 ２ 階 ）

使 ⽤ 済 燃 料 の 受 ⼊ れ 施 設

及 び 貯 蔵 施 設 の 制 御 室



屋 外 か ら 使 ⽤ 済 燃 料 の 受 ⼊ れ 施 設 及 び 貯 蔵 施 設 の 制 御 室 に 連 絡 す る 通 路 上 の 汚 染 の 持 込 み を 防 ⽌ す る た め の

区 画 配 置 概 要 図 （ 使 ⽤ 済 燃 料 受 ⼊ れ ・ 貯 蔵 建 屋  地 上 １ 階 ）

第 44． ８ 図
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中 央 制 御 室 遮 蔽 設 備  

第１図 重大事故等時の中央制御室遮蔽に係る機器配置図（制御建屋 地上１階）  
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第２図 重大事故等時の中央制御室換気に係る機器配置図（制御建屋 地上１階）  

制 御 建 屋 可 搬 型 発 電 機  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補
2
-
3
-
3
 

第３図 重大事故等時の中央制御室換気に係る機器配置図（制御建屋 地上２階）  

代 替 中 央 制 御 室 送 風 機  
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第４図 重大事故等時の中央制御室換気に係る機器配置図（制御建屋 地上３階）  

代 替 中 央 制 御 室 送 風 機  
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第５図 重大事故等時の中央制御室照明設備に係る配置図（制御建屋 地上１階）  
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第６図 重大事故等時の制御室遮蔽に係る機器配置図（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 地上２階）  

制 御 室 遮 蔽 設 備  

使 用 済 燃 料 の 受 入 れ 施 設 及 び  

貯 蔵 施 設 の 制 御 室  
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第７図 重大事故等時の使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の  

制御室換気に係る機器配置図（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 地上１階）  

使 用 済 燃 料 の 受 入 れ 施 設 及 び 貯 蔵 施 設  
可 搬 型 発 電 機  
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第８図 重大事故等時の使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の  

制御室換気に係る機器配置図（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 地上１階）  

可搬型重大事故等  
対処設備保管場所  

代 替 制 御 室 送 風 機  
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第９図 重大事故等時の使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の  

制御室換気に係る機器配置図（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 地上２階）  

可搬型重大事故等  
対処設備保管場所  

代 替 制 御 室 送 風 機  
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第 10 図 重大事故等時の使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室照明設  

備に係る配置図（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 地上２階）  

可搬型重大事故等  
対処設備保管場所  
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主要設備の試験・検査 

 

１．居住性を確保するための設備 

１．１ 制御室の換気設備 

（１） 代替制御建屋中央制御室換気設備 

ａ．可搬型重大事故等対処設備 

(ａ) 代替中央制御室送風機 

再処理施設の状態 項 目 内 容 

運転中又は停止中 
外観点検 

外観上，異常が無いことを確認

する。 
動作確認 運転状態を確認する。 

(ｂ) 可搬型ダクト 

再処理施設の状態 項 目 内 容 

運転中 外観点検 
外観上，異常が無いことを確認

する。 

(ｃ) 制御建屋可搬型発電機 

再処理施設の状態 項 目 内 容 

運転中 

外観点検 
外観上、異常がないことを確認

する。 

起動試験 
運転状態の確認。（電圧値、異

音・異臭等） 

停止中 
分解点検 

単体作動確認 

絶縁特性を確認 

電圧・電流確認 

 

（２） 制御建屋中央制御室換気設備 

(a) 中央制御室送風機 

再処理施設の状態 項 目 内 容 

運転中又は停止中 
外観点検 

外観上，異常が無いことを確認

する。 
動作確認 運転状態を確認する。 
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（３） 代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備 

ａ．可搬型重大事故等対処設備 

(ａ) 代替制御室送風機 

再処理施設の状態 項 目 内 容 

運転中又は停止中 
外観点検 

外観上，異常が無いことを確認

する。 

動作確認 運転状態を確認する。 

(ｂ) 可搬型ダクト 

再処理施設の状態 項 目 内 容 

運転中 外観点検 
外観上，異常が無いことを確認

する。 

(ｃ) 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の可搬型発電機 

再処理施設の状態 項 目 内 容 

運転中 

外観点検 
外観上、異常がないことを確認

する。 

起動試験 
運転状態の確認。（電圧値、異

音・異臭等） 

停止中 
分解点検 

単体作動確認 

絶縁特性を確認 

電圧・電流確認 

 

（４） 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備 

(a) 制御室送風機 

再処理施設の状態 項 目 内 容 

運転中又は停止中 
外観点検 

外観上，異常が無いことを確認

する。 
動作確認 運転状態を確認する。 
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1.2 制御室の照明を確保する設備 

（１） 中央制御室の代替照明設備 

ａ．可搬型重大事故等対処設備 

(ａ) 可搬型照明 (ＳＡ)の試験検査 

再処理施設の状態 項 目 内 容 

運転中又は停止中 

外観点検 
外観上，異常が無いことを確認

する。 

動作確認 点灯することを確認する。 

（２） 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の代替照明設備 

ａ．可搬型重大事故等対処設備 

(ａ) 可搬型照明 （ＳＡ）の試験検査 

再処理施設の状態 項 目 内 容 

運転中又は停止中 

外観点検 
外観上，異常が無いことを確認

する。 

動作確認 点灯することを確認する。 
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1.3 制御室の遮蔽 

(１) 中央制御室遮蔽 

 (ａ) 中央制御室遮蔽の試験検査 

再処理施設の状態 項 目 内 容 

運転中又は停止中 外観点検 
外観上，異常が無いことを確認

する。 

 

(２) 制御室遮蔽 

 (ａ)  制御室遮蔽の試験検査 

再処理施設の状態 項 目 内 容 

運転中又は停止中 外観点検 
外観上，異常が無いことを確認

する。 
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1.4 環境測定設備 

（１） 中央制御室の環境測定設備 

ａ．可搬型重大事故等対処設備 

 (ａ) 可搬型酸素濃度計の試験検査 

再処理施設の状態 項 目 内 容 

運転中又は停止中 

外観点検 
外観上，異常が無いことを確認

する。 

動作確認 
機能・性能（特性確認等）を確認

する。 

校正 校正ガスを用い校正する。 

 (ｂ) 可搬型二酸化炭素濃度計の試験検査 

再処理施設の状態 項 目 内 容 

運転中又は停止中 

外観点検 
外観上，異常が無いことを確認

する。 

動作確認 
機能・性能（特性確認等）を確認

する。 

校正 校正ガスを用い校正する。 

 (ｃ) 可搬型窒素酸化物濃度計の試験検査 

再処理施設の状態 項 目 内 容 

運転中又は停止中 

外観点検 
外観上，異常が無いことを確認

する。 

動作確認 
機能・性能（特性確認等）を確認

する。 

校正 校正ガスを用い校正する。 

 

 



補 2-5-6 

 

（２） 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の環境測定設備 

ａ．可搬型重大事故等対処設備 

 (ａ) 可搬型酸素濃度計の試験検査 

再処理施設の状態 項 目 内 容 

運転中又は停止中 

外観点検 
外観上，異常が無いことを確認

する。 

動作確認 
機能・性能（特性確認等）を確認

する。 

校正 校正ガスを用い校正する。 

 (ｂ) 可搬型二酸化炭素濃度計の試験検査 

再処理施設の状態 項 目 内 容 

運転中又は停止中 

外観点検 
外観上，異常が無いことを確認

する。 

動作確認 
機能・性能（特性確認等）を確認

する。 

校正 校正ガスを用い校正する。 

 (ｃ) 可搬型窒素酸化物濃度計の試験検査 

再処理施設の状態 項 目 内 容 

運転中又は停止中 

外観点検 
外観上，異常が無いことを確認

する。 

動作確認 
機能・性能（特性確認等）を確認

する。 

校正 校正ガスを用い校正する。 
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1.5 制御室放射線計測設備 

（１） 中央制御室の放射線計測設備 

 (ａ) ガンマ線用サーベイ メータ 

再処理施設の状態 項 目 内 容 

運転中又は停止中 

外観点検 
外観上，異常が無いことを確認

する。 

動作確認 
機能・性能（特性確認等）を確認

する。 

校正 校正線源を用い校正する。 

(ｂ) アルファ・ベータ線用サーベイ メータ 

再処理施設の状態 項 目 内 容 

運転中又は停止中 

外観点検 
外観上，異常が無いことを確認

する。 

動作確認 
機能・性能（特性確認等）を確認

する。 

校正 校正線源を用い校正する。 

 (ｃ) 可搬型ダスト サンプラ 

再処理施設の状態 項 目 内 容 

運転中又は停止中 

外観点検 
外観上，異常が無いことを確認

する。 

動作確認 
機能・性能（特性確認等）を確認

する。 

校正 標準器を用い校正する（流量）。 
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（２）使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の放射線計測設備 

 (ａ) ガンマ線用サーベイ メータ 

再処理施設の状態 項 目 内 容 

運転中又は停止中 

外観点検 
外観上，異常が無いことを確認

する。 

動作確認 
機能・性能（特性確認等）を確認

する。 

校正 校正線源を用い校正する。 

(ｂ) アルファ・ベータ線用サーベイ メータ 

再処理施設の状態 項 目 内 容 

運転中又は停止中 

外観点検 
外観上，異常が無いことを確認

する。 

動作確認 
機能・性能（特性確認等）を確認

する。 

校正 校正線源を用い校正する。 

 (ｃ) 可搬型ダスト サンプラ 

再処理施設の状態 項 目 内 容 

運転中又は停止中 

外観点検 
外観上，異常が無いことを確認

する。 

動作確認 
機能・性能（特性確認等）を確認

する。 

校正 標準器を用い校正する（流量）。 

 

 

 

 



補 2-5-9 

 

２．汚染の持込みを防止するための設備 

（１） 中央制御室への汚染の持込みを防止するための設備 

ａ．可搬型重大事故等対処設備 

(ａ) 可搬型照明 （ＳＡ）の試験検査 

再処理施設の状態 項 目 内 容 

運転中又は停止中 

外観点検 
外観上，異常が無いことを確認

する。 

動作確認 点灯することを確認する。 

（２） 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室への汚染の持込みを防止

するための設備 

ａ．可搬型重大事故等対処設備 

(ａ) 可搬型照明 （ＳＡ）の試験検査 

再処理施設の状態 項 目 内 容 

運転中又は停止中 

外観点検 
外観上，異常が無いことを確認

する。 

動作確認 点灯することを確認する。 
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３．通信連絡設備及び情報把握計装設備 

中央制御室の情報把握計装設備（第43条 計装設備）及び使用済燃料の

受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の情報把握計装設備（第43条 計装設備）

の試験・検査については，「第43条 計装設備」に記載する。 

 



 

 

令和 2 年 3 月 13 日 R7 

 

 

 

 

 

補足説明資料２-７ 
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補足説明資料２－７  

制御建屋並びに使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に保管する主要な可

搬型重大事故等対処設備及び資機材の保管品名等並びに保管場

所概要 

 

１．重大事故等対処設備の多様性，位置的分散 

基本方針については，「第33条 重大事故等対処設備」の「2.1 

多様性，位置的分散，悪影響防止等（第三十三条第１項第六号，

第２項，第３項第二号，第四号，第六号）」に示す。 

（ １ ）  居住性を確保するための設備の位置的分散  

居住性を確保するための設備は，制御室の換気設備，制

御室の照明を確保する設備，制御室の遮蔽，制御室，環境

測定設備及び制御室放射線計測設備で構成する。 

代替中央制御室送風機及び代替制御室送風機は，設計基準

事故対処設備である中央制御室送風機及び制御室送風機と

共通要因によって同時に機能を損なわないよう，設置方式，

風量，系統及び給電元を異なるものとすることで，中央制御

室送風機及び制御室送風機に対して多様性を有する設計と

する。また，代替中央制御室送風機及び代替制御室送風機は，

対処に必要な個数を中央制御室送風機及び制御室送風機と

は異なる制御建屋並びに使用済燃料受入れ貯蔵建屋内に，故

障時バックアップの個数を外部保管エリアにも保管するこ

とから，位置的分散を図っている。 

制御室の照明を確保する設備である可搬型重大事故等対
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処設備の可搬型照明（ＳＡ）は，対処に必要な個数を中央制

御室並びに使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室

に，故障時バックアップの個数を中央制御室並びに使用済燃

料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室と異なる制御建屋及

び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に保管する。また，故障時バ

ックアップの個数を外部保管エリアに保管することから，位

置的分散を図っている。 

中央制御室及び中央制御室遮蔽並びに使用済燃料受入れ

施設及び貯蔵施設の制御室及び制御室遮蔽は，設計基準事故

対処設備である中央制御室及び中央制御室遮蔽並びに使用

済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室及び制御室遮蔽

を重大事故等対処設備として使用するが，多様性及び位置的

分散を考慮すべき対象の設計基準事故対処設備ではないこ

とから，多様性及び位置的分散を考慮すべき設備ではない。 

環境測定設備である可搬型重大事故等対処設備の可搬型

酸素濃度計，可搬型二酸化炭素濃度計及び可搬型窒素酸化物

濃度計は，対処に必要な個数を中央制御室及び使用済燃料の

受入れ施設及び貯蔵施設の制御室に，故障時バックアップの

個数を中央制御室及び使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施

設の制御室と異なる制御建屋及び使用済燃料受入れ・貯蔵建

屋に保管する。また，故障時バックアップの個数を外部保管

エリアに保管することから，位置的分散を図っている。 

制御室放射線計測設備である可搬型重大事故等対処設備

の可搬型重大事故等対処設備のガンマ線用サーベイ メータ，
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アルファ・ベータ線用サーベイ メータ及び可搬型ダスト サ

ンプラは，対処に必要な個数を中央制御室及び使用済燃料の

受入れ施設及び貯蔵施設の制御室に，故障時バックアップの

個数を中央制御室及び使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施

設の制御室と異なる制御建屋及び使用済燃料受入れ・貯蔵建

屋に保管する。また，故障時バックアップの個数を外部保管

エリアに保管することから，位置的分散を図っている。 

 

（ ２ ）  汚染の持込みを防止するための設備 

汚染の持込みを防止するための設備である可搬型重大事

故等対処設備の可搬型照明（ＳＡ）は，対処に必要な個数を

中央制御室並びに使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の

制御室に，故障時バックアップの個数を中央制御室並びに使

用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室と異なる制御

建屋及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に保管する。また，故

障時バックアップの個数を外部保管エリアに保管すること

から，位置的分散を図っている。 
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２．可搬型重大事故等対処設備及び資機材の保管 

 

 制御建屋に保管する主要な可搬型重大事故等対処設備及

び資機材の保管品名等並びに保管場所の概要について，制

御建屋の保管場所概要を第１図～第５図に，使用済燃料受

入れ・貯蔵建屋の保管場所概要を第６図～第７図に，各保管

場所の保管品名等を第１表及び第２表にそれぞれ示す。 

 



補
2-
7
-
5
 

 

                        

第１図 制御建屋の保管場所概要図（地下２階） 
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第２図 制御建屋の保管場所概要図（地下１階） 
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第３図 制御建屋の保管場所概要図（地上１階） 
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第４図 制御建屋の保管場所概要図（地上２階） 
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第５図 制御建屋の保管場所概要図（地上３階） 
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（ １ )  

第６図 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の保管場所概要図（地上１階）  

（ ２ )  
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（ ３ ）  

（ ４ ）  

第７図 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の保管場所概要図（地上２階）  

（ ５ ）  
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第１表 保管品リスト 

保管場所 分類 保管品名 数量 

地
下
１
階

 

(１ ) 
中央制御室の 
情報把握計装設備 

可搬型情報表示装置 １式 

可搬型情報収集装置 １式 

情報把握監視測定
設備 

可搬型データ表示装置 １式 

(２ ) 
通信連絡設備 可 搬 型 衛 星 電 話 （ 屋 外

用） 
20 台  

可搬型トランシーバ 
（屋外用） 

20 台  

可搬型通話装置(端末) 120 台  

可 搬 型 衛 星 電 話 （ 屋 内
用） 

３台 

可搬型トランシーバ 
（屋内用） 

３台 

地
上
１
階

 

(３ ) 
環境測定設備 

可搬型酸素濃度計 １台 

可 搬 型 二 酸 化 炭 素 濃 度
計 

１台 

可 搬 型 窒 素 酸 化 物 濃 度
計 

１台 

臨界事故の防止に
必要な放射線計測
設備 

ガンマ線用 
サーベイメータ 

１台 

中性子線用 
サーベイメータ 

１台 

(４ ) 
環境監視測定 
設備 

ガンマ線用 
サーベイメータ 

７台 

中性子線用 
サーベイメータ 

１台 

アルファ・ベータ線用 
サーベイメータ 

２台 

可搬型ダストサンプラ ２台 

制御室放射線計測
設備 

ガンマ線用 
サーベイメータ 

１台 

アルファ・ベータ線用 
サーベイメータ 

１台 

可搬型ダストサンプラ １台 
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保管場所 分類 保管品名 数量 

地
上
２
階

 

(５ ) 
飲食物 保存食及び保存飲料 

（実施組織要員１日分） 
１式 

(６ ) 
通信連絡設備 可搬型衛星電話 

（屋内用） 
３台 

可搬型トランシーバ 
（屋内用） 

３台 

(７ ) 
制御建屋中央制御
室換気設備 代替中央制御室送風機 ２台 

可搬型ダクト １式 

可搬型分電盤 １台 

中央制御室の照明
を確保するための
設備 

可搬型照明（ＳＡ） 76 台  

(８ ) 
環境測定設備 

可搬型酸素濃度計 １台 

可搬型二酸化炭素 
濃度計 

１台 

可搬型窒素酸化物 
濃度計 

１台 

地
上
３
階

 
(９ ) 

制御建屋中央制御
室換気設備 代替中央制御室送風機 ２台 

可搬型ダクト １式 

可搬型分電盤 １台 

中央制御室の照明
を確保するための
設備 可搬型照明（ＳＡ） 76 台  

(10) 
通信連絡設備 可搬型衛星電話 

（屋内用） 
６台 

可搬型トランシーバ 
（屋内用） 

１台 
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第２表 保管品リスト 

保管場所  分類  保管品名  数量  

地
上
１
階 

(１ )  使用済燃料の受入
れ・貯蔵建屋制御
室換気設備  

代替制御室送風機 １台 

可搬型ダクト １式 

可搬型分電盤 １台 

使用済燃料の受入
れ施設及び貯蔵施
設の制御室の照明
を確保するための
設備 

可搬型照明（ＳＡ） 17 台  

(２ )  情報把握監視測定
設備 

可搬型データ表示装置 １台 

燃料貯蔵プール等
の冷却等の機能喪
失の対処に必要な
放射線計測設備 

ガンマ線用 
サーベイメータ 

１台 

制御室放射線計測
設備 

ガンマ線用 
サーベイメータ 

１台 

アルファ・ベータ線用 
サーベイメータ 

１台 

可搬型ダストサンプラ １台 

通信連絡設備 可搬型衛生電話（屋外
用） 

１台 

可 搬 型 ト ラ ン シ ー バ
（屋外用） 

１台 

可搬型衛生電話（屋内
用） 

１台 

可 搬 型 ト ラ ン シ ー バ
（屋内用） 

１台 

地
上
２
階 

(３ ) 
環境測定設備 

可搬型酸素濃度計 １台 

可搬型二酸化炭素濃度
計 

１台 

可搬型窒素酸化物濃度
計 

１台 
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(４ ) 
使用済燃料の受入
れ・貯蔵建屋制御
室換気設備  

代替制御室送風機 １台 

可搬型ダクト １式 

可搬型分電盤 １台 

(５ ) 
環境監視測定設備 

ガンマ線用 
サーベイメータ 

１台 

アルファ・ベータ線用 
サーベイメータ 

１台 

可搬型ダストサンプラ １台 
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2-10 制御室について（被ばく評価） 

 

制御室の居住性に係る被ばく評価に当たっては，「実用発電用

原子炉に係る重大事故時の制御室及び緊急時対策所の居住性に

係る被ばく評価に関する審査ガイド」（以下「審査ガイド」とい

う。）の趣旨に基づき評価を行った。（ 添 付 資 料 8 参 照 ）  

ただし，重大事故等の発生時における制御室の運転員は，重

大事故等が発生した場合に対処するために必要な体制へ移行す

るため，実施組織要員と表記する。 

なお，制御室は，中央制御室並びに使用済燃料の受入れ施設

及び貯蔵施設の制御室を対象とし評価する。 

（再処理施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈第

44 条より抜粋） 

 【再処理施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈】

第 44 条（制御室）第 2 項 

重大事故が発生した場合の制御室の居住性について、以下に掲

げる要件を満たすものをいう。 

① 本規程第２８条に規定する重大事故対策のうち、制御室の運

転員の被ばくの観点から結果が最も厳しくなる事故を想定す

ること。 

② 運転員はマスクの着用を考慮しても良い。ただし、その場合

は実施のための体制を整備すること。 

③ 交代要員体制を考慮しても良い。ただし、その場合は実施の

ための体制を整備すること。 

④ 判断基準は、運転員の実効線量が 7 日間で 100mSv を超えな

いこと。 
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１．評価事象 

制御室の居住性評価の対象事象は，有効性評価を実施してい

る各重大事故のうち、制御室の実施組織要員の被ばくの観点か

ら結果が最も厳しくなる事故を想定するため，設計上定める条

件より厳しい内的事象及び設計上定める条件より厳しい外的

事象から，それぞれ最も評価条件の厳しい事象を選定する。 

設計上定める条件より厳しい内的事象の制御室の居住性評

価の対象事象は，想定される重大事故のうち，設計上定める条

件より厳しい内的事象でしか発生することが想定し得ない臨

界事故，溶媒火災及びＴＢＰ爆発のうち，高性能粒子フィルタ

にて捕集されない希ガス及び高性能粒子フィルタにて捕集さ

れがたい有機ヨウ素の放出を伴い，臨界の核分裂により発生す

る中性子線及び二次ガンマ線の強度の観点から被ばく線量の

評価の条件の厳しい臨界事故とする。 

設計上定める条件より厳しい外的事象の制御室の居住性評

価の対象事象は，想定される重大事故のうち，放出される放射

性物質の放出量の観点から被ばく線量の評価の条件の厳しい，

地震を要因として発生が想定される，冷却機能の喪失による蒸

発乾固（以下，「蒸発乾固」という。）及び放射線分解により

発生する水素による爆発（以下，「水素爆発」という。）の同

時発生（以下，「地震を要因として発生が想定される事象の同

時発生」という。）とする。 

また，地震による事象の同時発生時においては，前処理建屋，

分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋及び

高レベル廃液ガラス固化建屋（以下，「事象発生建屋」という。）
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において，同時に発災することを想定する。 

なお，地震を要因として発生が想定される事象の同時発生の

居住性評価の結果は，地震による機能喪失を起点として７日以

内に発生する各機器の蒸発乾固及び水素爆発による被ばく線量

を重ね合わせた実効線量としている。 

 

２．大気中への放出量の評価 

放射性物質のうち放射性エアロゾルについては，有効性評価

と同様に，上記 1.で示した事故シーケンスを想定し，上記 1.

で示した事故シーケンス毎に主排気筒から大気中へ放出され

るまでの放出経路における放射性物質の除去効率を考慮し評

価した。 

ただし，臨界事故の核分裂に伴い発生する放射性希ガス及び

放射性ヨウ素が主排気筒から大気中へ放出されるまでの放出経

路における放射性物質の除去効率は考慮しない。 

以下のａ，ｂ及びｃに各事象の想定を示す。 

 

ａ．臨界事故時の制御室における居住性評価の想定 

臨界事故の拡大防止対策が機能せず，貯槽内において可溶性

中性子吸収材の投入完了まで臨界事故が継続することを想定

する。 

核分裂により生成する放射性希ガス及び放射性ヨウ素並び

に放射性エアロゾルが，核分裂のエネルギによって発生する沸

騰蒸気に同伴し，溶液から貯槽内の気相部へ移行することを想

定する。 
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臨界事故の発生に伴い溶液から貯槽内の気相部へ移行した

放射性物質を，貯留タンクに導き貯留タンクへ閉じ込める。 

臨界事故の発生に伴い溶液から貯槽内の気相部へ移行した

放射性物質のうち，貯槽内に残留する放射性物質が，高性能粒

子フィルタを経由して，主排気筒から大気中へ放出されること

を想定する。 

また，臨界事故が発生した貯槽から核分裂に伴う放射線が放

出されることを想定する。 

 

ｂ．蒸発乾固時の制御室における居住性評価の想定 

蒸発乾固の発生防止対策が機能せず，貯槽内の放射性物質の

崩壊熱により溶液が沸騰することにより，溶液の沸騰蒸気に同

伴し，放射性エアロゾルが溶液から貯槽内の気相部へ移行する

ことを想定する。 

蒸発乾固の発生に伴い溶液から貯槽内の気相部へ移行した

放射性エアロゾルが，凝縮器の下流側に設置する高性能粒子フ

ィルタを経由して，主排気筒から大気中へ放出されることを想

定する。 

 

ｃ．水素爆発時の制御室における居住性評価の想定 

放射線分解により発生した水素が，水素爆発を想定する貯槽

内の気相部へ溜まり，気相部の水素濃度が８ｖｏｌ％に到達し，

水素爆発が発生することを仮定する。 

水素爆発の発生により，放射性エアロゾルが溶液から貯槽内

の気相部へ移行することを想定する。 
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水素爆発の発生に伴い溶液から貯槽内の気相部へ移行した

放射性エアロゾルが，高性能粒子フィルタを経由して，主排気

筒から大気中へ放出されることを想定する。 

 

３．大気拡散の評価 

被ばく評価に用いる相対濃度及び相対線量は，大気拡散の評

価に従い実効放出継続時間を基に計算した結果を年間につい

て小さい方から順に並べた累積出現頻度 97％に当たる値を用

いた。評価においては，平成 25 年４月から平成 26 年３月まで

の１年間における気象データを使用した。 

なお，風向出現頻度及び風速出現頻度については，敷地内

の地上高 146ｍ（標高 205ｍ）における 10 年間（平成 15 年４

月～平成 25 年３月）の資料により不良標本の棄却検定に関す

るＦ分布検定により実施し，特に異常でないことを確認して

いる。 

さらに，当該データの風向出現頻度及び風速出現頻度につ

いて，地上高 146ｍ（標高 205ｍ）における至近の 10 年間（平

成 20 年４月～平成 25 年３月及び平成 26 年４月～平成 31 年

３月）の資料により検定を行った結果，至近の気象データを

考慮しても特に異常な年でないことを確認している。 

 

４．事象発生建屋内の放射性物質からの直接線，スカイシャイン

線等の評価 

上記１．で示した評価事象のうち地震を要因として発生が想

定される事象の同時発生では，事象発生建屋内の放射性物質か
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らの直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線による実施組

織要員の実効線量を，施設の位置，建屋の配置等に基づき評価

した。上記 1.で示した評価事象のうち臨界事故においては，そ

れらの直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線に加えて，核

分裂に伴う中性子線及びガンマ線による実施組織要員の実効

線量を，施設の位置，建屋の配置等に基づき評価した。 

直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線等については，Ａ

ＮＩＳＮコードを用いて評価した。 

 

５．制御室の居住性に係る被ばく評価 

被ばく評価に当たって考慮している被ばく経路（①～③）は

第 1 図に示すとおりである。それぞれの経路における評価方法

及び評価条件は以下に示すとおりである。 

制御室の実施組織要員に係る被ばく評価期間は事象発生後７

日間とした。 

また，重大事故等の発生時における実施組織要員は交代を行

わないものとして評価するため，入退域時の被ばく経路は対象

としていない。 
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５．１ 制御室内での被ばく 

５．１．１ 事象発生建屋からの直接線，スカイシャイン線によ

る被ばく（経路①） 

事故期間中に事象発生建屋内に存在する放射性物質からの

直接ガンマ線，スカイシャインガンマ線等による制御室内での

実施組織要員の外部被ばくは，前述４．の方法で実効線量を評

価した。 

 

５．１．２ 大気中へ放出された放射性物質のガンマ線による被

ばく（経路②） 

大気中へ放出された放射性物質からのガンマ線による制御

室内での外部被ばくは，事故期間中の大気中への放射性物質の

放出量を基に大気拡散効果と制御室の外壁によるガンマ線の

遮蔽効果を踏まえて実施組織要員の実効線量を評価した。 

また，地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線について

も考慮して評価した。（ 添 付 資 料 5,6 参 照 ）  

 

５．１．３ 室内に外気から取り込まれた放射性物質からのガン

マ線による被ばく（経路③） 

事故期間中に大気中へ放出された放射性物質の一部は外気

から制御室内に取り込まれる。制御室内に取り込まれた放射性

物質のガンマ線による外部被ばく及び放射性物質の吸入摂取

による内部被ばくの和として実効線量を評価した。なお，重大

事故等の発生時における実施組織要員は，マスクを着用しない

ものとしている。 
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評価に当たっては，（1）～（3）に示す制御室換気系の効果等

を考慮した。制御室内での対応のタイムチャートを第２図に示

す。 

 

（ 1）  制御室換気運転モード 

制御室の居住性に係る被ばく評価に当たって考慮する，制御

室換気系の運転モードを以下に示す。具体的な系統構成は第３

図及び第４図に示すとおりである。 

１） 臨界事故時 

臨界事故時は，制御室送風機及び制御室排風機により，外

気を取り入れる方式によって制御室の空気調節を行うものと

して，評価する。 

２） 地震を要因として発生が想定される事象の同時発生 

地震を要因として発生が想定される事象の同時発生時は，

評価の結果を厳しくするために，実施組織要員を放射線被ば

くから防護することを考慮せず，可搬型送風機を使用した場

合として評価する。 

 

（ ２ ）  フィルタを通らない空気流入量 

１） 臨界事故時 

制御室への高性能粒子フィルタを通らない空気の流入量は，

空 気 流 入 率 測 定 試 験 結 果 を 踏 ま え て 保 守 的 に 換 気 率 換 算 で

0.03 回／h と仮定して評価した。 

２） 地震を要因として発生が想定される事象の同時発生 

中央制御室においては，可搬型送風機の能力である 5,200 
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ｍ３ ／ｈとし，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室

においては，可搬型送風機の能力である 2,600ｍ３ ／ｈとして

評価する。 

 

（ ３ ）  マスクの考慮 

重大事故等の発生時における実施組織要員は，マスクを着用

しないものとしている。 

 

第１図 重大事故時の制御室居住性評価における想定被ば

く経路 
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  0 日  ７ 日  

事 象  換 気 運 転 状 態  評 価 期 間  

臨 界 事 故  外 気 取 入 運 転 時   

地 震 を 要
因 と し て
発 生 が 想
定 さ れ る
事 象 の 同
時 発 生  

可 搬 型 送 風 機 使 用 時  

 

（ａ）中央制御室 

 

  0 日  ７ 日  

事 象  換 気 運 転 状 態  評 価 期 間  

臨 界 事 故  外 気 取 入 運 転 時   

地 震 を 要
因 と し て
発 生 が 想
定 さ れ る
事 象 の 同
時 発 生  

可 搬 型 送 風 機 使 用 時  

 

（ｂ）使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室 

第２図 制御室内での対応のタイムチャート 
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臨
界
事
故
時 

 

同
時
発
生
時 

 

第３図 中央制御室換気系系統構成 
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臨
界
事
故
時 

 

同
時
発
生
時 

 

第４図 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気系系統構成 
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６．評価結果のまとめ 

１．に示したとおり，再処理施設においては，臨界事故及び

地震を要因として発生が想定される事象の同時発生を想定し，

主排気筒から大気中への放射性物質の放出量を用いて，被ばく

評価を実施した。 

この想定に基づく，中央制御室における７日間の居住性に係

る被ばく評価結果は，第１表に示すとおりである。また，中央

制御室の実施組織要員の実効線量の内訳は第２表に示す通りで

あり，実効線量は最大でも地震を要因として発生が想定される

事象の同時発生時において約１×10－ ３ ｍＳｖである。したがっ

て，評価結果は，「判断基準は，運転員の実効線量が７日間で 100

ｍＳｖを超えないこと」を満足している。 

また，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室におけ

る７日間の居住性に係る被ばく評価結果は，第３表に示すとお

りである。また，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御

室の実施組織要員の実効線量の内訳は第４表に示す通りであり，

実効線量は最大でも臨界事故時 において約３×10－ ３ ｍＳｖで

ある。したがって，評価結果は，「判断基準は，運転員の実効線

量が７日間で 100ｍＳｖを超えないこと」を満足している。 

この評価に係る被ばく経路イメージを第５表に，被ばく評価

の主要評価条件を第６表に示す。 
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第１表 中央制御室の居住性に係る被ばく評価結果 

（ｍＳｖ） 

事象  実効線量の  
評価結果  

臨
界
事
故 

① 前処理建屋  溶解槽における臨界事故  9E-04 

②前処理建屋  エンドピース酸洗浄槽における  
臨界事故  9E-04 

③前処理建屋  ハル洗浄槽における臨界事故  9E-04 

④精製建屋  第５一時貯留処理槽における臨界事故  8E-04 

⑤精製建屋  第７一時貯留処理槽における臨界事故  8E-04 

地震を要因として発 生が想定される事象の同時発生  1E-03 
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第２表 中央制御室における評価結果の内訳(mSv) 

事 象  

（ １ ）  
建 屋 か ら の
放 射 線 に よ
る 被 ば く  

（ ２ ）  
大 気 中 へ 放
出 さ れ た 放
射 性 物 質 に
よ る 被 ば く  

（ ３ ）  
室 内 に 外 気
か ら 取 り 込
ま れ た 放 射
性 物 質 に よ
る 被 ば く  

合 計  

臨

界

事

故 

① 前 処 理 建 屋  
溶 解 槽 に お け る 臨 界 事 故  

2.1E-04 8.9E-07 6.8E-04 9E-04 

② 前 処 理 建 屋  
エ ン ド ピ ー ス 酸 洗 浄 槽 に お け る 臨 界 事 故  

2.1E-04 8.9E-07 6.7E-04 9E-04 

③ 前 処 理 建 屋  
ハ ル 洗 浄 槽 に お け る 臨 界 事 故  

2.1E-04 8.9E-07 6.7E-04 9E-04 

④ 精 製 建 屋  
第 ５ 一 時 貯 留 処 理 槽 に お け る 臨 界 事 故  

3.1E-05 7.4E-07 7.0E-04 8E-04 

⑤ 精 製 建 屋  
第 ７ 一 時 貯 留 処 理 槽 に お け る 臨 界 事 故  3.1E-05 7.4E-07 7.0E-04 8E-04 

地 震 を 要 因 と し て  
発 生 が 想 定 さ れ る 事 象 の 同 時 発 生  6.5E-07 9.4E-10 9.5E-04 1E-03 

 

制 御 室 で の  
被 ば く  

（ １ ） 室 内 に お け る 建 屋 か ら の 放 射 線 に よ る 被 ば く （ 経 路 ① ）  

（ ２ ） 室 内 に お け る 大 気 中 へ 放 出 さ れ た 放 射 性 物 質 に よ る 被 ば く 経 路 ② ）  

（ ３ ） 室 内 に 外 気 か ら 取 り 込 ま れ た 放 射 性 物 質 に よ る 被 ば く （ 経 路 ③ ）  

 
(a)臨界事故の発生時の被ばく経路  

 
(b)  地震を要因として発生が想定される事象の同時発生時の被ばく経路
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第３表 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の 

居住性に係る被ばく評価結果 

（ｍＳｖ） 

事象  実効線量の  
評価結果  

臨
界
事
故 

①  前処理建屋  溶解槽における臨界事故  3E-03 

②前処理建屋  エンドピース酸洗浄槽における  
臨界事故  3E-03 

②  前処理建屋  ハル洗浄槽における臨界事故  3E-03 

③  精製建屋  第５一時貯留処理槽における臨界事故  9E-04 

④  精製建屋  第７一時貯留処理槽における臨界事故  9E-04 

地震を要因として発 生が想定される事象の同時発生  9E-04 
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第４表 使 用 済 燃 料 の 受 入 れ 施 設 及 び 貯 蔵 施 設 の 制 御 室 における評価結果の内訳(mSv) 

事 象  

（ １ ）  
建 屋 か ら の
放 射 線 に よ
る 被 ば く  

（ ２ ）  
大 気 中 へ 放
出 さ れ た 放
射 性 物 質 に
よ る 被 ば く  

（ ３ ）  
室 内 に 外 気
か ら 取 り 込
ま れ た 放 射
性 物 質 に よ
る 被 ば く  

合 計  

臨

界

事

故 

① 前 処 理 建 屋  
溶 解 槽 に お け る 臨 界 事 故  

1.3E-03 9.1E-07 8.4E-04 3E-03 

② 前 処 理 建 屋  
エ ン ド ピ ー ス 酸 洗 浄 槽 に お け る 臨 界 事 故  

1.3E-03 9.1E-07 8.4E-04 3E-03 

③ 前 処 理 建 屋  
ハ ル 洗 浄 槽 に お け る 臨 界 事 故  

1.3E-03 9.1E-07 8.4E-04 3E-03 

④ 精 製 建 屋  
第 ５ 一 時 貯 留 処 理 槽 に お け る 臨 界 事 故  

5.9E-06 7.5E-07 8.7E-04 9E-04 

⑤ 精 製 建 屋  
第 ７ 一 時 貯 留 処 理 槽 に お け る 臨 界 事 故  5.9E-06 7.5E-07 8.7E-04 9E-04 

地 震 を 要 因 と し て  
発 生 が 想 定 さ れ る 事 象 の 同 時 発 生  

4.7E-07 8.9E-10 8.9E-04 9E-04 

 

制 御 室 で の  
被 ば く  

（ １ ） 室 内 に お け る 建 屋 か ら の 放 射 線 に よ る 被 ば く （ 経 路 ① ）  

（ ２ ） 室 内 に お け る 大 気 中 へ 放 出 さ れ た 放 射 性 物 質 に よ る 被 ば く 経 路 ② ）  

（ ３ ） 室 内 に 外 気 か ら 取 り 込 ま れ た 放 射 性 物 質 に よ る 被 ば く （ 経 路 ③ ）  

 

(a)臨界事故の発生時の被ばく経路  

 

(b)  地震を要因として発生が想定される事象の同時発生時の被ばく経路
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第５表 制御室※ の居住性に係る被ばく経路 

制御室での  

被ばく  

（１）室内における建屋からの放射線による被ばく  
（経路①）  

（２）室内における大気中へ放出された放射性物質によ
る被ばく（経路②）  

（３）室内に外気から取り込まれた放射性物質による被
ばく（経路③）  

 
(a)中央制御室の居住性に係る被ばく経路 

 
(b)使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の居住性に係る  

被ばく経路 

※  可搬型設備使用時  
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第６表 制御室の居住性に係る被ばく評価の主要評価条件 

 

項 目  評 価 条 件  選 定 理 由  

放

出

放

射

能

量

評

価

条

件 

評 価 事 象  
・ 臨 界 事 故  
・ 地 震 を 要 因 と し て 発 生 が 想

定 さ れ る 事 象 の 同 時 発 生  

設 計 上 定 め る 条 件 よ り 厳 し
い 条 件 に お け る 内 的 事 象 を
要 因 と し て 発 生 す る 検 討 対
象 事 象 及 び 設 計 上 定 め る 条
件 よ り 厳 し い 条 件 に お け る
外 的 事 象 を 要 因 と し て 発 生
す る 検 討 対 象 事 象 の う ち ，実
効 線 量 の 評 価 の 結 果 が 最 大
と な る 事 象 を 想 定 す る 。（ 添
付 資 料 2参 照 ）  

放 出 開 始  
時 間  

事 象 毎 に 設 定  
事 象 毎 に 設 定  
（ 添 付 資 料 1,7参 照 ）  

放 出 終 了  
時 間  

事 象 毎 に 設 定  
事 象 毎 に 設 定  
（ 添 付 資 料 1,7参 照 ）  

事 故 の  
評 価 期 間  

7 日 間  

審 査 ガ イ ド に 示 す ７ 日 間 に
お け る 実 施 組 織 要 員 の 実 効
線 量 を 評 価 す る 観 点 か ら 設
定  
（ 添 付 資 料 1 参 照 ）  

大

気

拡

散 

評

価

条

件 

放 出 源 及 び  
放 出 源 高 さ  

放 出 源 ： 主 排 気 筒 （ 約 150
ｍ ）  
（ 主 排 気 筒 か ら 大 気 中 へ の 放
射 性 物 質 の 放 出 源 の 有 効 高 さ
は 方 位 に よ り 異 な る 。）  

大 気 中 へ 放 出 さ れ る 放 射 性
物 質 は ，主 排 気 筒 よ り 放 出 す
る た め ，主 排 気 筒 か ら 大 気 中
へ の 放 射 性 物 質 の 放 出 源 高
さ は 主 排 気 筒 高 さ と す る 。  
（ 添 付 資 料 3 参 照 ）  

被

ば

く

評

価

条

件 

制 御 室 フ ィ ル
タ  ユ ニ ッ ト
の 高 性 能 粒 子
フ ィ ル タ の 除

去 効 率  

99.9% 

設 計 上 期 待 で き る 値 を 設 定
す る 。（ 添 付 資 料 1 参 照 ）  

事 故 時 運 転  
モ ー ド へ の  
切 替 時 間  

・ 臨 界 事 故 時 に お い て は 通 常
の 換 気 運 転 と す る 。  

・同 時 発 生 時 に お い て は 、放 射
性 物 質 の 放 出 開 始 前 ま で に
可 搬 型 送 風 機 へ の 切 り 替 え
が 行 わ れ る と 想 定 す る 。  

 

空 気 流 入 率  

【 中 央 制 御 室 】  
臨 界 事 故 時 ： 0.03 回 ／ h 
同 時 発 生 時 ： 5,200ｍ ３ ／ ｈ  

臨 界 事 故 時 ： 空 気 流 入 率 測
定 試 験 結 果 の 結 果 で あ る
0.0232 回 ／ h に 対 し て 保
守 的 に 0.03 回 /h と 設 定
（ 添 付 資 料 4 参 照 ）  

同 時 発 生 時 ： 可 搬 型 送 風 機
の 設 計 値 か ら 設 定 。  

【 使 用 済 燃 料 の 受 入 れ 施 設 及
び 貯 蔵 施 設 の 制 御 室 】  

臨 界 事 故 時 ： １ 回 ／ ｈ  
同 時 発 生 時 ： 2,600ｍ ３ ／ ｈ  

臨 界 事 故 時 ： 中 央 制 御 室 の
空 気 流 入 率 を 参 考 に 、 保
守 的 に １ 回 /h と 設 定  

同 時 発 生 時 ： 可 搬 型 送 風 機
の 設 計 値 か ら 設 定 。  

マ ス ク に よ る  
防 護 係 数  

マ ス ク 着 用 を 考 慮 し な い 。  （ 添 付 資 料 1 参 照 ）  

詳細な評価条件は添付資料 1 参照 
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添付資料 1 

制御室の居住性評価で用いる評価条件について 

 

制御室の居住性評価で用いる詳細の評価条件を以下に示す。 
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第 1 表 制御室の居住性に係る被ばく評価に用いる前処理建屋の溶

解槽における臨界事故の主排気筒から大気中への放射性希

ガス及び放射性ヨウ素の放出量 

 

核種 
放出量 

（Ｂｑ） 

Ｋｒ－83ｍ 6.5E+11 

Ｋｒ－85ｍ 7.9E+11 

Ｋｒ－85 9.5E+06 

Ｋｒ－87 3.9E+12 

Ｋｒ－88 3.2E+12 

Ｋｒ－89 5.0E+09 

Ｘｅ－131ｍ 4.3E+08 

Ｘｅ－133ｍ 1.1E+10 

Ｘｅ－133 1.6E+11 

Ｘｅ－135ｍ 1.4E+12 

Ｘｅ－135 2.1E+12 

Ｘｅ－137 3.5E+10 

Ｘｅ－138 7.1E+12 

Ｉ－129 3.7E+00 

Ｉ－131 1.1E+10 

Ｉ－132 1.1E+12 

Ｉ－133 2.4E+11 

Ｉ－134 3.5E+12 

Ｉ－135 6.8E+11 
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第２表 制御室の居住性に係る被ばく評価に用いる前処理建屋の溶

解槽における臨界事故の主排気筒から大気中への放射性エ

アロゾルの放出量 

 

核種 
放出量 

（Ｂｑ） 

Ｓｒ－90 1.2E+04 

Ｙ－90 1.2E+04 

Ｒｕ－106 1.5E+08 

Ｒｈ－106 5.7E+05 

Ｃｓ－134 2.7E+02 

Ｃｓ－137 1.7E+04 

Ｂａ－137ｍ 1.6E+04 

Ｃｅ－144 3.7E-01 

Ｐｒ－144 3.7E-01 

Ｓｂ－125 7.1E+01 

Ｐｍ－147 4.9E+02 

Ｅｕ－154 8.1E+02 

Ｐｕ－238 1.2E+03 

Ｐｕ－239 1.1E+02 

Ｐｕ－240 1.8E+02 

Ｐｕ－241 2.4E+04 

Ｐｕ－242 7.4E-01 

Ａｍ－241 1.2E+03 

Ａｍ－242 4.0E+00 

Ａｍ－243 1.1E+01 

Ｃｍ－242 3.3E+00 

Ｃｍ－243 9.1E+00 

Ｃｍ－244 8.5E+02 
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第３表 制御室の居住性に係る被ばく評価に用いる前処理建屋のエ

ンドピース酸洗浄槽における臨界事故の主排気筒から大気

中への放射性希ガス及び放射性ヨウ素の放出量 

 

核種 
放出量 

（Ｂｑ） 

Ｋｒ－83ｍ 6.5E+11 

Ｋｒ－85ｍ 7.9E+11 

Ｋｒ－85 9.5E+06 

Ｋｒ－87 3.9E+12 

Ｋｒ－88 3.2E+12 

Ｋｒ－89 5.0E+09 

Ｘｅ－131ｍ 4.3E+08 

Ｘｅ－133ｍ 1.1E+10 

Ｘｅ－133 1.6E+11 

Ｘｅ－135ｍ 1.4E+12 

Ｘｅ－135 2.1E+12 

Ｘｅ－137 3.5E+10 

Ｘｅ－138 7.1E+12 

Ｉ－129 3.7E+00 

Ｉ－131 1.1E+10 

Ｉ－132 1.1E+12 

Ｉ－133 2.4E+11 

Ｉ－134 3.5E+12 

Ｉ－135 6.8E+11 
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第４表 制御室の居住性に係る被ばく評価に用いる前処理建屋のエ

ンドピース酸洗浄槽における臨界事故の主排気筒から大気

中への放射性エアロゾルの放出量 

 

核種 
放出量 

（Ｂｑ） 

Ｓｒ－90 4.1E+03 

Ｙ－90 4.1E+03 

Ｒｕ－106 3.5E+07 

Ｒｈ－106 1.9E+05 

Ｃｓ－134 9.0E+01 

Ｃｓ－137 5.7E+03 

Ｂａ－137ｍ 5.4E+03 

Ｃｅ－144 1.2E-01 

Ｐｒ－144 1.2E-01 

Ｓｂ－125 2.4E+01 

Ｐｍ－147 1.6E+02 

Ｅｕ－154 2.7E+02 

Ｐｕ－238 3.9E+02 

Ｐｕ－239 3.7E+01 

Ｐｕ－240 5.9E+01 

Ｐｕ－241 8.1E+03 

Ｐｕ－242 2.5E-01 

Ａｍ－241 4.1E+02 

Ａｍ－242 1.3E+00 

Ａｍ－243 3.7E+00 

Ｃｍ－242 1.1E+00 

Ｃｍ－243 3.0E+00 

Ｃｍ－244 2.8E+02 
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第５表 制御室の居住性に係る被ばく評価に用いる前処理建屋のハ

ル洗浄槽における臨界事故の主排気筒から大気中への放射

性希ガス及び放射性ヨウ素の放出量 

 

核種 
放出量 

（Ｂｑ） 

Ｋｒ－83ｍ 6.5E+11 

Ｋｒ－85ｍ 7.9E+11 

Ｋｒ－85 9.5E+06 

Ｋｒ－87 3.9E+12 

Ｋｒ－88 3.2E+12 

Ｋｒ－89 5.0E+09 

Ｘｅ－131ｍ 4.3E+08 

Ｘｅ－133ｍ 1.1E+10 

Ｘｅ－133 1.6E+11 

Ｘｅ－135ｍ 1.4E+12 

Ｘｅ－135 2.1E+12 

Ｘｅ－137 3.5E+10 

Ｘｅ－138 7.1E+12 

Ｉ－129 3.7E+00 

Ｉ－131 1.1E+10 

Ｉ－132 1.1E+12 

Ｉ－133 2.4E+11 

Ｉ－134 3.5E+12 

Ｉ－135 6.8E+11 

 

  



補 2-10-添 1-7 

 

第６表 制御室の居住性に係る被ばく評価に用いる前処理建屋のハ

ル洗浄槽における臨界事故の主排気筒から大気中への放射

性エアロゾルの放出量 

 

核種 
放出量 

（Ｂｑ） 

Ｓｒ－90 1.2E+04 

Ｙ－90 1.2E+04 

Ｒｕ－106 9.9E+06 

Ｒｈ－106 5.7E+05 

Ｃｓ－134 2.7E+02 

Ｃｓ－137 1.7E+04 

Ｂａ－137ｍ 1.6E+04 

Ｃｅ－144 3.7E-01 

Ｐｒ－144 3.7E-01 

Ｓｂ－125 7.1E+01 

Ｐｍ－147 4.9E+02 

Ｅｕ－154 8.1E+02 

Ｐｕ－238 1.2E+03 

Ｐｕ－239 1.1E+02 

Ｐｕ－240 1.8E+02 

Ｐｕ－241 2.4E+04 

Ｐｕ－242 7.4E-01 

Ａｍ－241 1.2E+03 

Ａｍ－242 4.0E+00 

Ａｍ－243 1.1E+01 

Ｃｍ－242 3.3E+00 

Ｃｍ－243 9.1E+00 

Ｃｍ－244 8.5E+02 
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第７表 制御室の居住性に係る被ばく評価に用いる精製建屋の第５

一時貯留処理槽における臨界事故の主排気筒から大気中へ

の放射性希ガス及び放射性ヨウ素の放出量 

 

核種 
放出量 

（Ｂｑ） 

Ｋｒ－83ｍ 3.6E+11 

Ｋｒ－85ｍ 3.3E+11 

Ｋｒ－85 4.3E+06 

Ｋｒ－87 1.5E+12 

Ｋｒ－88 1.2E+12 

Ｋｒ－89 1.6E+09 

Ｘｅ－131ｍ 5.4E+08 

Ｘｅ－133ｍ 1.3E+10 

Ｘｅ－133 1.7E+11 

Ｘｅ－135ｍ 2.0E+12 

Ｘｅ－135 2.4E+12 

Ｘｅ－137 3.5E+10 

Ｘｅ－138 5.5E+12 

Ｉ－129 8.5E+00 

Ｉ－131 1.5E+10 

Ｉ－132 1.4E+12 

Ｉ－133 2.5E+11 

Ｉ－134 3.3E+12 

Ｉ－135 6.7E+11 
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第８表 制御室の居住性に係る被ばく評価に用いる精製建屋の第５

一時貯留処理槽における臨界事故の主排気筒から大気中へ

の放射性エアロゾルの放出量 

 

核種 
放出量 

（Ｂｑ） 

Ｓｒ－90 0.0E+00 

Ｙ－90 0.0E+00 

Ｒｕ－106 5.4E+02 

Ｒｈ－106 2.0E+00 

Ｃｓ－134 0.0E+00 

Ｃｓ－137 0.0E+00 

Ｂａ－137ｍ 0.0E+00 

Ｃｅ－144 0.0E+00 

Ｐｒ－144 0.0E+00 

Ｓｂ－125 3.2E-05 

Ｐｍ－147 2.2E-04 

Ｅｕ－154 3.6E-04 

Ｐｕ－238 7.7E+03 

Ｐｕ－239 7.4E+02 

Ｐｕ－240 1.2E+03 

Ｐｕ－241 1.6E+05 

Ｐｕ－242 4.9E+00 

Ａｍ－241 0.0E+00 

Ａｍ－242 0.0E+00 

Ａｍ－243 0.0E+00 

Ｃｍ－242 0.0E+00 

Ｃｍ－243 0.0E+00 

Ｃｍ－244 0.0E+00 
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第９表 制御室の居住性に係る被ばく評価に用いる精製建屋の第７

一時貯留処理槽における臨界事故の主排気筒から大気中へ

の放射性希ガス及び放射性ヨウ素の放出量 

 

核種 
放出量 

（Ｂｑ） 

Ｋｒ－83ｍ 3.6E+11 

Ｋｒ－85ｍ 3.3E+11 

Ｋｒ－85 4.3E+06 

Ｋｒ－87 1.5E+12 

Ｋｒ－88 1.2E+12 

Ｋｒ－89 1.6E+09 

Ｘｅ－131ｍ 5.4E+08 

Ｘｅ－133ｍ 1.3E+10 

Ｘｅ－133 1.7E+11 

Ｘｅ－135ｍ 2.0E+12 

Ｘｅ－135 2.4E+12 

Ｘｅ－137 3.5E+10 

Ｘｅ－138 5.5E+12 

Ｉ－129 8.5E+00 

Ｉ－131 1.5E+10 

Ｉ－132 1.4E+12 

Ｉ－133 2.5E+11 

Ｉ－134 3.3E+12 

Ｉ－135 6.7E+11 

 

  



補 2-10-添 1-11 

 

第 10 表 制御室の居住性に係る被ばく評価に用いる精製建屋の第７

一時貯留処理槽における臨界事故の主排気筒から大気中へ

の放射性エアロゾルの放出量 

 

核種 
放出量 

（Ｂｑ） 

Ｓｒ－90 0.0E+00 

Ｙ－90 0.0E+00 

Ｒｕ－106 5.6E+03 

Ｒｈ－106 5.0E+00 

Ｃｓ－134 0.0E+00 

Ｃｓ－137 0.0E+00 

Ｂａ－137ｍ 0.0E+00 

Ｃｅ－144 0.0E+00 

Ｐｒ－144 0.0E+00 

Ｓｂ－125 7.9E-05 

Ｐｍ－147 5.4E-04 

Ｅｕ－154 9.0E-04 

Ｐｕ－238 1.9E+04 

Ｐｕ－239 1.8E+03 

Ｐｕ－240 2.9E+03 

Ｐｕ－241 4.1E+05 

Ｐｕ－242 1.2E+01 

Ａｍ－241 0.0E+00 

Ａｍ－242 0.0E+00 

Ａｍ－243 0.0E+00 

Ｃｍ－242 0.0E+00 

Ｃｍ－243 0.0E+00 

Ｃｍ－244 0.0E+00 
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第 11 表 制御室の居住性に係る被ばく評価に用いる前処理建屋の溶

解槽における臨界事故の主排気筒から大気中への放射性希

ガス及び放射性ヨウ素の放出率 

 

核種 
放出率 

（Ｂｑ／ｓ） 

放出開始時間 

（ｓ） 

放出終了時間 

（ｓ） 

Ｋｒ－83ｍ 6.5E+11 3600 3601 

Ｋｒ－85ｍ 7.9E+11 3600 3601 

Ｋｒ－85 9.5E+06 3600 3601 

Ｋｒ－87 3.9E+12 3600 3601 

Ｋｒ－88 3.2E+12 3600 3601 

Ｋｒ－89 5.0E+09 3600 3601 

Ｘｅ－131ｍ 4.3E+08 3600 3601 

Ｘｅ－133ｍ 1.1E+10 3600 3601 

Ｘｅ－133 1.6E+11 3600 3601 

Ｘｅ－135ｍ 1.4E+12 3600 3601 

Ｘｅ－135 2.1E+12 3600 3601 

Ｘｅ－137 3.5E+10 3600 3601 

Ｘｅ－138 7.1E+12 3600 3601 

Ｉ－129 3.7E+00 3600 3601 

Ｉ－131 1.1E+10 3600 3601 

Ｉ－132 1.1E+12 3600 3601 

Ｉ－133 2.4E+11 3600 3601 

Ｉ－134 3.5E+12 3600 3601 

Ｉ－135 6.8E+11 3600 3601 
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第 12 表 制御室の居住性に係る被ばく評価に用いる前処理建屋の溶

解槽における臨界事故の主排気筒から大気中への放射性エ

アロゾルの放出率 

 

核種 
放出率 

（Ｂｑ／ｓ） 

放出開始時間 

（ｓ） 

放出終了時間 

（ｓ） 

Ｓｒ－90 1.2E+04 3600 3601 

Ｙ－90 1.2E+04 3600 3601 

Ｒｕ－106 1.5E+08 3600 3601 

Ｒｈ－106 5.7E+05 3600 3601 

Ｃｓ－134 2.7E+02 3600 3601 

Ｃｓ－137 1.7E+04 3600 3601 

Ｂａ－137ｍ 1.6E+04 3600 3601 

Ｃｅ－144 3.7E-01 3600 3601 

Ｐｒ－144 3.7E-01 3600 3601 

Ｓｂ－125 7.1E+01 3600 3601 

Ｐｍ－147 4.9E+02 3600 3601 

Ｅｕ－154 8.1E+02 3600 3601 

Ｐｕ－238 1.2E+03 3600 3601 

Ｐｕ－239 1.1E+02 3600 3601 

Ｐｕ－240 1.8E+02 3600 3601 

Ｐｕ－241 2.4E+04 3600 3601 

Ｐｕ－242 7.4E-01 3600 3601 

Ａｍ－241 1.2E+03 3600 3601 

Ａｍ－242 4.0E+00 3600 3601 

Ａｍ－243 1.1E+01 3600 3601 

Ｃｍ－242 3.3E+00 3600 3601 

Ｃｍ－243 9.1E+00 3600 3601 

Ｃｍ－244 8.5E+02 3600 3601 
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第 13 表 制御室の居住性に係る被ばく評価に用いる前処理建屋のエ

ンドピース酸洗浄槽における臨界事故の主排気筒から大気

中への放射性希ガス及び放射性ヨウ素の放出率 

 

核種 
放出率 

（Ｂｑ／ｓ） 

放出開始時間 

（ｓ） 

放出終了時間 

（ｓ） 

Ｋｒ－83ｍ 6.5E+11 3600 3601 

Ｋｒ－85ｍ 7.9E+11 3600 3601 

Ｋｒ－85 9.5E+06 3600 3601 

Ｋｒ－87 3.9E+12 3600 3601 

Ｋｒ－88 3.2E+12 3600 3601 

Ｋｒ－89 5.0E+09 3600 3601 

Ｘｅ－131ｍ 4.3E+08 3600 3601 

Ｘｅ－133ｍ 1.1E+10 3600 3601 

Ｘｅ－133 1.6E+11 3600 3601 

Ｘｅ－135ｍ 1.4E+12 3600 3601 

Ｘｅ－135 2.1E+12 3600 3601 

Ｘｅ－137 3.5E+10 3600 3601 

Ｘｅ－138 7.1E+12 3600 3601 

Ｉ－129 3.7E+00 3600 3601 

Ｉ－131 1.1E+10 3600 3601 

Ｉ－132 1.1E+12 3600 3601 

Ｉ－133 2.4E+11 3600 3601 

Ｉ－134 3.5E+12 3600 3601 

Ｉ－135 6.8E+11 3600 3601 
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第 14 表 制御室の居住性に係る被ばく評価に用いる前処理建屋のエ

ンドピース酸洗浄槽における臨界事故の主排気筒から大気

中への放射性エアロゾルの放出率 

 

核種 
放出率 

（Ｂｑ／ｓ） 

放出開始時間 

（ｓ） 

放出終了時間 

（ｓ） 

Ｓｒ－90 4.1E+03 3600 3601 

Ｙ－90 4.1E+03 3600 3601 

Ｒｕ－106 3.5E+07 3600 3601 

Ｒｈ－106 1.9E+05 3600 3601 

Ｃｓ－134 9.0E+01 3600 3601 

Ｃｓ－137 5.7E+03 3600 3601 

Ｂａ－137ｍ 5.4E+03 3600 3601 

Ｃｅ－144 1.2E-01 3600 3601 

Ｐｒ－144 1.2E-01 3600 3601 

Ｓｂ－125 2.4E+01 3600 3601 

Ｐｍ－147 1.6E+02 3600 3601 

Ｅｕ－154 2.7E+02 3600 3601 

Ｐｕ－238 3.9E+02 3600 3601 

Ｐｕ－239 3.7E+01 3600 3601 

Ｐｕ－240 5.9E+01 3600 3601 

Ｐｕ－241 8.1E+03 3600 3601 

Ｐｕ－242 2.5E-01 3600 3601 

Ａｍ－241 4.1E+02 3600 3601 

Ａｍ－242 1.3E+00 3600 3601 

Ａｍ－243 3.7E+00 3600 3601 

Ｃｍ－242 1.1E+00 3600 3601 

Ｃｍ－243 3.0E+00 3600 3601 

Ｃｍ－244 2.8E+02 3600 3601 
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第 15 表 制御室の居住性に係る被ばく評価に用いる前処理建屋のハ

ル洗浄槽における臨界事故の主排気筒から大気中への放射

性希ガス及び放射性ヨウ素の放出率 

 

核種 
放出率 

（Ｂｑ／ｓ） 

放出開始時間 

（ｓ） 

放出終了時間 

（ｓ） 

Ｋｒ－83ｍ 6.5E+11 3600 3601 

Ｋｒ－85ｍ 7.9E+11 3600 3601 

Ｋｒ－85 9.5E+06 3600 3601 

Ｋｒ－87 3.9E+12 3600 3601 

Ｋｒ－88 3.2E+12 3600 3601 

Ｋｒ－89 5.0E+09 3600 3601 

Ｘｅ－131ｍ 4.3E+08 3600 3601 

Ｘｅ－133ｍ 1.1E+10 3600 3601 

Ｘｅ－133 1.6E+11 3600 3601 

Ｘｅ－135ｍ 1.4E+12 3600 3601 

Ｘｅ－135 2.1E+12 3600 3601 

Ｘｅ－137 3.5E+10 3600 3601 

Ｘｅ－138 7.1E+12 3600 3601 

Ｉ－129 3.7E+00 3600 3601 

Ｉ－131 1.1E+10 3600 3601 

Ｉ－132 1.1E+12 3600 3601 

Ｉ－133 2.4E+11 3600 3601 

Ｉ－134 3.5E+12 3600 3601 

Ｉ－135 6.8E+11 3600 3601 
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第 16 表 制御室の居住性に係る被ばく評価に用いる前処理建屋のハ

ル洗浄槽における臨界事故の主排気筒から大気中への放射

性エアロゾルの放出率 

 

核種 
放出率 

（Ｂｑ／ｓ） 

放出開始時間 

（ｓ） 

放出終了時間 

（ｓ） 

Ｓｒ－90 1.2E+04 3600 3601 

Ｙ－90 1.2E+04 3600 3601 

Ｒｕ－106 9.9E+06 3600 3601 

Ｒｈ－106 5.7E+05 3600 3601 

Ｃｓ－134 2.7E+02 3600 3601 

Ｃｓ－137 1.7E+04 3600 3601 

Ｂａ－137ｍ 1.6E+04 3600 3601 

Ｃｅ－144 3.7E-01 3600 3601 

Ｐｒ－144 3.7E-01 3600 3601 

Ｓｂ－125 7.1E+01 3600 3601 

Ｐｍ－147 4.9E+02 3600 3601 

Ｅｕ－154 8.1E+02 3600 3601 

Ｐｕ－238 1.2E+03 3600 3601 

Ｐｕ－239 1.1E+02 3600 3601 

Ｐｕ－240 1.8E+02 3600 3601 

Ｐｕ－241 2.4E+04 3600 3601 

Ｐｕ－242 7.4E-01 3600 3601 

Ａｍ－241 1.2E+03 3600 3601 

Ａｍ－242 4.0E+00 3600 3601 

Ａｍ－243 1.1E+01 3600 3601 

Ｃｍ－242 3.3E+00 3600 3601 

Ｃｍ－243 9.1E+00 3600 3601 

Ｃｍ－244 8.5E+02 3600 3601 
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第 17 表 制御室の居住性に係る被ばく評価に用いる精製建屋の第５

一時貯留処理槽における臨界事故の主排気筒から大気中へ

の放射性希ガス及び放射性ヨウ素の放出率 

 

核種 
放出率 

（Ｂｑ／ｓ） 

放出開始時間 

（ｓ） 

放出終了時間 

（ｓ） 

Ｋｒ－83ｍ 3.6E+11 3600 3601 

Ｋｒ－85ｍ 3.3E+11 3600 3601 

Ｋｒ－85 4.3E+06 3600 3601 

Ｋｒ－87 1.5E+12 3600 3601 

Ｋｒ－88 1.2E+12 3600 3601 

Ｋｒ－89 1.6E+09 3600 3601 

Ｘｅ－131ｍ 5.4E+08 3600 3601 

Ｘｅ－133ｍ 1.3E+10 3600 3601 

Ｘｅ－133 1.7E+11 3600 3601 

Ｘｅ－135ｍ 2.0E+12 3600 3601 

Ｘｅ－135 2.4E+12 3600 3601 

Ｘｅ－137 3.5E+10 3600 3601 

Ｘｅ－138 5.5E+12 3600 3601 

Ｉ－129 8.5E+00 3600 3601 

Ｉ－131 1.5E+10 3600 3601 

Ｉ－132 1.4E+12 3600 3601 

Ｉ－133 2.5E+11 3600 3601 

Ｉ－134 3.3E+12 3600 3601 

Ｉ－135 6.7E+11 3600 3601 
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第 18 表 制御室の居住性に係る被ばく評価に用いる精製建屋の第５

一時貯留処理槽における臨界事故の主排気筒から大気中へ

の放射性エアロゾルの放出率 

 

核種 
放出率 

（Ｂｑ／ｓ） 

放出開始時間 

（ｓ） 

放出終了時間 

（ｓ） 

Ｓｒ－90 0.0E+00 3600 3601 

Ｙ－90 0.0E+00 3600 3601 

Ｒｕ－106 5.4E+02 3600 3601 

Ｒｈ－106 2.0E+00 3600 3601 

Ｃｓ－134 0.0E+00 3600 3601 

Ｃｓ－137 0.0E+00 3600 3601 

Ｂａ－137ｍ 0.0E+00 3600 3601 

Ｃｅ－144 0.0E+00 3600 3601 

Ｐｒ－144 0.0E+00 3600 3601 

Ｓｂ－125 3.2E-05 3600 3601 

Ｐｍ－147 2.2E-04 3600 3601 

Ｅｕ－154 3.6E-04 3600 3601 

Ｐｕ－238 7.7E+03 3600 3601 

Ｐｕ－239 7.4E+02 3600 3601 

Ｐｕ－240 1.2E+03 3600 3601 

Ｐｕ－241 1.6E+05 3600 3601 

Ｐｕ－242 4.9E+00 3600 3601 

Ａｍ－241 0.0E+00 3600 3601 

Ａｍ－242 0.0E+00 3600 3601 

Ａｍ－243 0.0E+00 3600 3601 

Ｃｍ－242 0.0E+00 3600 3601 

Ｃｍ－243 0.0E+00 3600 3601 

Ｃｍ－244 0.0E+00 3600 3601 
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第 19 表 制御室の居住性に係る被ばく評価に用いる精製建屋の第７

一時貯留処理槽における臨界事故の主排気筒から大気中へ

の放射性希ガス及び放射性ヨウ素の放出率 

 

核種 
放出率 

（Ｂｑ／ｓ） 

放出開始時間 

（ｓ） 

放出終了時間 

（ｓ） 

Ｋｒ－83ｍ 3.6E+11 3600 3601 

Ｋｒ－85ｍ 3.3E+11 3600 3601 

Ｋｒ－85 4.3E+06 3600 3601 

Ｋｒ－87 1.5E+12 3600 3601 

Ｋｒ－88 1.2E+12 3600 3601 

Ｋｒ－89 1.6E+09 3600 3601 

Ｘｅ－131ｍ 5.4E+08 3600 3601 

Ｘｅ－133ｍ 1.3E+10 3600 3601 

Ｘｅ－133 1.7E+11 3600 3601 

Ｘｅ－135ｍ 2.0E+12 3600 3601 

Ｘｅ－135 2.4E+12 3600 3601 

Ｘｅ－137 3.5E+10 3600 3601 

Ｘｅ－138 5.5E+12 3600 3601 

Ｉ－129 8.5E+00 3600 3601 

Ｉ－131 1.5E+10 3600 3601 

Ｉ－132 1.4E+12 3600 3601 

Ｉ－133 2.5E+11 3600 3601 

Ｉ－134 3.3E+12 3600 3601 

Ｉ－135 6.7E+11 3600 3601 
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第 20 表 制御室の居住性に係る被ばく評価に用いる精製建屋の第７

一時貯留処理槽における臨界事故の主排気筒から大気中へ

の放射性エアロゾルの放出率 

 

核種 
放出率 

（Ｂｑ／ｓ） 

放出開始時間 

（ｓ） 

放出終了時間 

（ｓ） 

Ｓｒ－90 0.0E+00 3600 3601 

Ｙ－90 0.0E+00 3600 3601 

Ｒｕ－106 5.6E+03 3600 3601 

Ｒｈ－106 5.0E+00 3600 3601 

Ｃｓ－134 0.0E+00 3600 3601 

Ｃｓ－137 0.0E+00 3600 3601 

Ｂａ－137ｍ 0.0E+00 3600 3601 

Ｃｅ－144 0.0E+00 3600 3601 

Ｐｒ－144 0.0E+00 3600 3601 

Ｓｂ－125 7.9E-05 3600 3601 

Ｐｍ－147 5.4E-04 3600 3601 

Ｅｕ－154 9.0E-04 3600 3601 

Ｐｕ－238 1.9E+04 3600 3601 

Ｐｕ－239 1.8E+03 3600 3601 

Ｐｕ－240 2.9E+03 3600 3601 

Ｐｕ－241 4.1E+05 3600 3601 

Ｐｕ－242 1.2E+01 3600 3601 

Ａｍ－241 0.0E+00 3600 3601 

Ａｍ－242 0.0E+00 3600 3601 

Ａｍ－243 0.0E+00 3600 3601 

Ｃｍ－242 0.0E+00 3600 3601 

Ｃｍ－243 0.0E+00 3600 3601 

Ｃｍ－244 0.0E+00 3600 3601 
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第 21 表 制御室の居住性に係る被ばく評価における地震を要因とし

て発生が想定される事象の同時発生時の分離建屋の冷却機

能の喪失による蒸発乾固の主排気筒から大気中への放射性

エアロゾルの放出量 

 

核種 
放出量 

（Ｂｑ） 

Ｓｒ－90 8.9E+04 

Ｙ－90 8.9E+04 

Ｒｕ－106 4.3E+08 

Ｒｈ－106 4.3E+08 

Ｃｓ－134 2.1E+03 

Ｃｓ－137 1.3E+05 

Ｂａ－137ｍ 1.2E+05 

Ｃｅ－144 2.7E+00 

Ｐｒ－144 2.7E+00 

Ｓｂ－125 7.2E+02 

Ｐｍ－147 4.9E+03 

Ｅｕ－154 8.1E+03 

Ｐｕ－238 2.2E+01 

Ｐｕ－239 2.1E+00 

Ｐｕ－240 3.3E+00 

Ｐｕ－241 4.5E+02 

Ｐｕ－242 1.4E-02 

Ａｍ－241 9.0E+03 

Ａｍ－242 2.9E+01 

Ａｍ－243 8.1E+01 

Ｃｍ－242 2.4E+01 

Ｃｍ－243 6.7E+01 

Ｃｍ－244 6.3E+03 
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第 22 表 制御室の居住性に係る被ばく評価における地震を要因とし

て発生が想定される事象の同時発生時の精製建屋の冷却機

能の喪失による蒸発乾固の主排気筒から大気中への放射性

エアロゾルの放出量 

 

核種 
放出量 

（Ｂｑ） 

Ｓｒ－90 0.0E+00 

Ｙ－90 0.0E+00 

Ｒｕ－106 2.8E+03 

Ｒｈ－106 2.8E+03 

Ｃｓ－134 0.0E+00 

Ｃｓ－137 0.0E+00 

Ｂａ－137ｍ 0.0E+00 

Ｃｅ－144 0.0E+00 

Ｐｒ－144 0.0E+00 

Ｓｂ－125 4.5E-04 

Ｐｍ－147 3.1E-03 

Ｅｕ－154 5.1E-03 

Ｐｕ－238 1.1E+05 

Ｐｕ－239 1.0E+04 

Ｐｕ－240 1.7E+04 

Ｐｕ－241 2.3E+06 

Ｐｕ－242 7.0E+01 

Ａｍ－241 0.0E+00 

Ａｍ－242 0.0E+00 

Ａｍ－243 0.0E+00 

Ｃｍ－242 0.0E+00 

Ｃｍ－243 0.0E+00 

Ｃｍ－244 0.0E+00 
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第 23 表 制御室の居住性に係る被ばく評価における地震を要因とし

て発生が想定される事象の同時発生時のウラン・プルトニウ

ム混合脱硝建屋の冷却機能の喪失による蒸発乾固の主排気

筒から大気中への放射性エアロゾルの放出量 

 

核種 
放出量 

（Ｂｑ） 

Ｓｒ－90 1.9E-04 

Ｙ－90 1.9E-04 

Ｒｕ－106 8.2E+00 

Ｒｈ－106 8.2E+00 

Ｃｓ－134 2.6E-06 

Ｃｓ－137 1.6E-04 

Ｂａ－137ｍ 1.5E-04 

Ｃｅ－144 3.3E-08 

Ｐｒ－144 3.3E-08 

Ｓｂ－125 2.1E-04 

Ｐｍ－147 1.5E-03 

Ｅｕ－154 2.4E-03 

Ｐｕ－238 5.5E+03 

Ｐｕ－239 5.3E+02 

Ｐｕ－240 8.4E+02 

Ｐｕ－241 1.2E+05 

Ｐｕ－242 3.5E+00 

Ａｍ－241 1.2E+02 

Ａｍ－242 0.0E+00 

Ａｍ－243 0.0E+00 

Ｃｍ－242 0.0E+00 

Ｃｍ－243 0.0E+00 

Ｃｍ－244 0.0E+00 
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第 24 表 制御室の居住性に係る被ばく評価における地震を要因とし

て発生が想定される事象の同時発生時の高レベル廃液ガラ

ス固化建屋の冷却機能の喪失による蒸発乾固の主排気筒か

ら大気中への放射性エアロゾルの放出量 

 

核種 
放出量 

（Ｂｑ） 

Ｓｒ－90 8.4E+05 

Ｙ－90 8.4E+05 

Ｒｕ－106 4.1E+09 

Ｒｈ－106 4.1E+09 

Ｃｓ－134 2.0E+04 

Ｃｓ－137 1.2E+06 

Ｂａ－137ｍ 1.2E+06 

Ｃｅ－144 2.6E+01 

Ｐｒ－144 2.6E+01 

Ｓｂ－125 7.0E+03 

Ｐｍ－147 4.8E+04 

Ｅｕ－154 8.0E+04 

Ｐｕ－238 2.0E+02 

Ｐｕ－239 2.0E+01 

Ｐｕ－240 3.1E+01 

Ｐｕ－241 4.3E+03 

Ｐｕ－242 1.3E-01 

Ａｍ－241 8.5E+04 

Ａｍ－242 2.8E+02 

Ａｍ－243 7.7E+02 

Ｃｍ－242 2.3E+02 

Ｃｍ－243 6.4E+02 

Ｃｍ－244 5.9E+04 
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第 25 表 制御室の居住性に係る被ばく評価における地震を要因とし

て発生が想定される事象の同時発生時の前処理建屋の放射

線分解により発生する水素による爆発の主排気筒から大気

中への放射性エアロゾルの放出量 

 

核種 
放出量 

（Ｂｑ） 

Ｓｒ－90 9.3E+06 

Ｙ－90 9.3E+06 

Ｒｕ－106 3.4E+03 

Ｒｈ－106 3.4E+03 

Ｃｓ－134 2.1E+05 

Ｃｓ－137 1.3E+07 

Ｂａ－137ｍ 1.2E+07 

Ｃｅ－144 2.8E+02 

Ｐｒ－144 2.8E+02 

Ｓｂ－125 5.3E+04 

Ｐｍ－147 3.7E+05 

Ｅｕ－154 6.1E+05 

Ｐｕ－238 8.9E+05 

Ｐｕ－239 8.5E+04 

Ｐｕ－240 1.4E+05 

Ｐｕ－241 1.9E+07 

Ｐｕ－242 5.7E+02 

Ａｍ－241 9.3E+05 

Ａｍ－242 3.0E+03 

Ａｍ－243 8.4E+03 

Ｃｍ－242 2.5E+03 

Ｃｍ－243 6.9E+03 

Ｃｍ－244 6.5E+05 
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第 26 表 制御室の居住性に係る被ばく評価における地震を要因とし

て発生が想定される事象の同時発生時の分離建屋の放射線

分解により発生する水素による爆発の主排気筒から大気中

への放射性エアロゾルの放出量 

 

核種 
放出量 

（Ｂｑ） 

Ｓｒ－90 2.7E+07 

Ｙ－90 2.7E+07 

Ｒｕ－106 1.2E+04 

Ｒｈ－106 1.2E+04 

Ｃｓ－134 6.1E+05 

Ｃｓ－137 3.9E+07 

Ｂａ－137ｍ 3.7E+07 

Ｃｅ－144 8.1E+02 

Ｐｒ－144 8.1E+02 

Ｓｂ－125 2.0E+05 

Ｐｍ－147 1.4E+06 

Ｅｕ－154 2.3E+06 

Ｐｕ－238 5.4E+05 

Ｐｕ－239 5.1E+04 

Ｐｕ－240 8.2E+04 

Ｐｕ－241 1.1E+07 

Ｐｕ－242 3.4E+02 

Ａｍ－241 2.7E+06 

Ａｍ－242 8.8E+03 

Ａｍ－243 2.4E+04 

Ｃｍ－242 7.3E+03 

Ｃｍ－243 2.0E+04 

Ｃｍ－244 1.9E+06 
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第 27 表 制御室の居住性に係る被ばく評価における地震を要因とし

て発生が想定される事象の同時発生時の精製建屋の放射線

分解により発生する水素による爆発の主排気筒から大気中

への放射性エアロゾルの放出量 

 

核種 
放出量 

（Ｂｑ） 

Ｓｒ－90 0.0E+00 

Ｙ－90 0.0E+00 

Ｒｕ－106 7.9E-02 

Ｒｈ－106 7.9E-02 

Ｃｓ－134 0.0E+00 

Ｃｓ－137 0.0E+00 

Ｂａ－137ｍ 0.0E+00 

Ｃｅ－144 0.0E+00 

Ｐｒ－144 0.0E+00 

Ｓｂ－125 1.2E-01 

Ｐｍ－147 8.6E-01 

Ｅｕ－154 1.4E+00 

Ｐｕ－238 6.6E+06 

Ｐｕ－239 6.3E+05 

Ｐｕ－240 1.0E+06 

Ｐｕ－241 1.4E+08 

Ｐｕ－242 4.2E+03 

Ａｍ－241 0.0E+00 

Ａｍ－242 0.0E+00 

Ａｍ－243 0.0E+00 

Ｃｍ－242 0.0E+00 

Ｃｍ－243 0.0E+00 

Ｃｍ－244 0.0E+00 
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第 28 表 制御室の居住性に係る被ばく評価における地震を要因とし

て発生が想定される事象の同時発生時のウラン・プルトニウ

ム混合脱硝建屋の放射線分解により発生する水素による爆

発の主排気筒から大気中への放射性エアロゾルの放出量 

 

核種 
放出量 

（Ｂｑ） 

Ｓｒ－90 5.5E-02 

Ｙ－90 5.5E-02 

Ｒｕ－106 2.3E-04 

Ｒｈ－106 2.3E-04 

Ｃｓ－134 7.3E-04 

Ｃｓ－137 4.6E-02 

Ｂａ－137ｍ 4.4E-02 

Ｃｅ－144 9.4E-06 

Ｐｒ－144 9.4E-06 

Ｓｂ－125 6.0E-02 

Ｐｍ－147 4.1E-01 

Ｅｕ－154 6.8E-01 

Ｐｕ－238 1.6E+06 

Ｐｕ－239 1.5E+05 

Ｐｕ－240 2.4E+05 

Ｐｕ－241 3.3E+07 

Ｐｕ－242 1.0E+03 

Ａｍ－241 3.4E+04 

Ａｍ－242 0.0E+00 

Ａｍ－243 0.0E+00 

Ｃｍ－242 0.0E+00 

Ｃｍ－243 0.0E+00 

Ｃｍ－244 0.0E+00 
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第 29 表 制御室の居住性に係る被ばく評価における地震を要因とし

て発生が想定される事象の同時発生時の高レベル廃液ガラ

ス固化建屋の放射線分解により発生する水素による爆発の

主排気筒から大気中への放射性エアロゾルの放出量 

 

核種 
放出量 

（Ｂｑ） 

Ｓｒ－90 2.5E+08 

Ｙ－90 2.5E+08 

Ｒｕ－106 1.2E+05 

Ｒｈ－106 1.2E+05 

Ｃｓ－134 5.8E+06 

Ｃｓ－137 3.7E+08 

Ｂａ－137ｍ 3.5E+08 

Ｃｅ－144 7.5E+03 

Ｐｒ－144 7.5E+03 

Ｓｂ－125 2.1E+06 

Ｐｍ－147 1.4E+07 

Ｅｕ－154 2.3E+07 

Ｐｕ－238 6.0E+04 

Ｐｕ－239 5.8E+03 

Ｐｕ－240 9.2E+03 

Ｐｕ－241 1.3E+06 

Ｐｕ－242 3.9E+01 

Ａｍ－241 2.5E+07 

Ａｍ－242 8.2E+04 

Ａｍ－243 2.3E+05 

Ｃｍ－242 6.8E+04 

Ｃｍ－243 1.9E+05 

Ｃｍ－244 1.7E+07 

 

  



補 2-10-添 1-31 

 

第 30 表 制御室の居住性に係る被ばく評価における地震を要因とし

て発生が想定される事象の同時発生時の分離建屋の冷却機

能の喪失による蒸発乾固の主排気筒から大気中への放射性

エアロゾルの放出率 

 

核種 
放出率 

（Ｂｑ／ｓ） 

放出開始時間 

（ｓ） 

放出終了時間 

（ｓ） 

Ｓｒ－90 2.3E+00 54360 93300 

Ｙ－90 2.3E+00 54360 93300 

Ｒｕ－106 1.1E+04 54360 93300 

Ｒｈ－106 1.1E+04 54360 93300 

Ｃｓ－134 5.3E-02 54360 93300 

Ｃｓ－137 3.4E+00 54360 93300 

Ｂａ－137ｍ 3.2E+00 54360 93300 

Ｃｅ－144 6.9E-05 54360 93300 

Ｐｒ－144 6.9E-05 54360 93300 

Ｓｂ－125 1.8E-02 54360 93300 

Ｐｍ－147 1.3E-01 54360 93300 

Ｅｕ－154 2.1E-01 54360 93300 

Ｐｕ－238 5.5E-04 54360 93300 

Ｐｕ－239 5.3E-05 54360 93300 

Ｐｕ－240 8.4E-05 54360 93300 

Ｐｕ－241 1.2E-02 54360 93300 

Ｐｕ－242 3.5E-07 54360 93300 

Ａｍ－241 2.3E-01 54360 93300 

Ａｍ－242 7.6E-04 54360 93300 

Ａｍ－243 2.1E-03 54360 93300 

Ｃｍ－242 6.3E-04 54360 93300 

Ｃｍ－243 1.7E-03 54360 93300 

Ｃｍ－244 1.6E-01 54360 93300 
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第 31 表 制御室の居住性に係る被ばく評価における地震を要因とし

て発生が想定される事象の同時発生時の精製建屋の冷却機

能の喪失による蒸発乾固の主排気筒から大気中への放射性

エアロゾルの放出率 

 

核種 
放出率 

（Ｂｑ／ｓ） 

放出開始時間 

（ｓ） 

放出終了時間 

（ｓ） 

Ｓｒ－90 0.0E+00 41361 110400 

Ｙ－90 0.0E+00 41361 110400 

Ｒｕ－106 4.1E-02 41361 110400 

Ｒｈ－106 4.1E-02 41361 110400 

Ｃｓ－134 0.0E+00 41361 110400 

Ｃｓ－137 0.0E+00 41361 110400 

Ｂａ－137ｍ 0.0E+00 41361 110400 

Ｃｅ－144 0.0E+00 41361 110400 

Ｐｒ－144 0.0E+00 41361 110400 

Ｓｂ－125 6.5E-09 41361 110400 

Ｐｍ－147 4.4E-08 41361 110400 

Ｅｕ－154 7.3E-08 41361 110400 

Ｐｕ－238 1.6E+00 41361 110400 

Ｐｕ－239 1.5E-01 41361 110400 

Ｐｕ－240 2.4E-01 41361 110400 

Ｐｕ－241 3.3E+01 41361 110400 

Ｐｕ－242 1.0E-03 41361 110400 

Ａｍ－241 0.0E+00 41361 110400 

Ａｍ－242 0.0E+00 41361 110400 

Ａｍ－243 0.0E+00 41361 110400 

Ｃｍ－242 0.0E+00 41361 110400 

Ｃｍ－243 0.0E+00 41361 110400 

Ｃｍ－244 0.0E+00 41361 110400 

 

  



補 2-10-添 1-33 

 

第 32 表 制御室の居住性に係る被ばく評価における地震を要因とし

て発生が想定される事象の同時発生時のウラン・プルトニ

ウム混合脱硝建屋の冷却機能の喪失による蒸発乾固の主排

気筒から大気中への放射性エアロゾルの放出率 

 

核種 
放出率 

（Ｂｑ／ｓ） 

放出開始時間 

（ｓ） 

放出終了時間 

（ｓ） 

Ｓｒ－90 7.4E-09 68717 94800 

Ｙ－90 7.4E-09 68717 94800 

Ｒｕ－106 3.1E-04 68717 94800 

Ｒｈ－106 3.1E-04 68717 94800 

Ｃｓ－134 9.8E-11 68717 94800 

Ｃｓ－137 6.2E-09 68717 94800 

Ｂａ－137ｍ 5.9E-09 68717 94800 

Ｃｅ－144 1.3E-12 68717 94800 

Ｐｒ－144 1.3E-12 68717 94800 

Ｓｂ－125 8.1E-09 68717 94800 

Ｐｍ－147 5.6E-08 68717 94800 

Ｅｕ－154 9.2E-08 68717 94800 

Ｐｕ－238 2.1E-01 68717 94800 

Ｐｕ－239 2.0E-02 68717 94800 

Ｐｕ－240 3.2E-02 68717 94800 

Ｐｕ－241 4.4E+00 68717 94800 

Ｐｕ－242 1.3E-04 68717 94800 

Ａｍ－241 4.6E-03 68717 94800 

Ａｍ－242 0.0E+00 68717 94800 

Ａｍ－243 0.0E+00 68717 94800 

Ｃｍ－242 0.0E+00 68717 94800 

Ｃｍ－243 0.0E+00 68717 94800 

Ｃｍ－244 0.0E+00 68717 94800 
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第 33 表 制御室の居住性に係る被ばく評価における地震を要因とし

て発生が想定される事象の同時発生時の高レベル廃液ガラ

ス固化建屋の冷却機能の喪失による蒸発乾固の主排気筒か

ら大気中への放射性エアロゾルの放出率 

 

核種 
放出率 

（Ｂｑ／ｓ） 

放出開始時間 

（ｓ） 

放出終了時間 

（ｓ） 

Ｓｒ－90 2.0E+01 83116 124500 

Ｙ－90 2.0E+01 83116 124500 

Ｒｕ－106 9.9E+04 83116 124500 

Ｒｈ－106 9.9E+04 83116 124500 

Ｃｓ－134 4.7E-01 83116 124500 

Ｃｓ－137 3.0E+01 83116 124500 

Ｂａ－137ｍ 2.8E+01 83116 124500 

Ｃｅ－144 6.2E-04 83116 124500 

Ｐｒ－144 6.2E-04 83116 124500 

Ｓｂ－125 1.7E-01 83116 124500 

Ｐｍ－147 1.2E+00 83116 124500 

Ｅｕ－154 1.9E+00 83116 124500 

Ｐｕ－238 4.9E-03 83116 124500 

Ｐｕ－239 4.7E-04 83116 124500 

Ｐｕ－240 7.5E-04 83116 124500 

Ｐｕ－241 1.0E-01 83116 124500 

Ｐｕ－242 3.2E-06 83116 124500 

Ａｍ－241 2.1E+00 83116 124500 

Ａｍ－242 6.8E-03 83116 124500 

Ａｍ－243 1.9E-02 83116 124500 

Ｃｍ－242 5.6E-03 83116 124500 

Ｃｍ－243 1.5E-02 83116 124500 

Ｃｍ－244 1.4E+00 83116 124500 
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第 34 表 制御室の居住性に係る被ばく評価における地震を要因とし

て発生が想定される事象の同時発生時の前処理建屋の放射

線分解により発生する水素による爆発の主排気筒から大気

中への放射性エアロゾルの放出率 

 

核種 
放出率 

（Ｂｑ／ｓ） 

放出開始時間 

（ｓ） 

放出終了時間 

（ｓ） 

Ｓｒ－90 9.3E+06 273600 273601 

Ｙ－90 9.3E+06 273600 273601 

Ｒｕ－106 3.4E+03 273600 273601 

Ｒｈ－106 3.4E+03 273600 273601 

Ｃｓ－134 2.1E+05 273600 273601 

Ｃｓ－137 1.3E+07 273600 273601 

Ｂａ－137ｍ 1.2E+07 273600 273601 

Ｃｅ－144 2.8E+02 273600 273601 

Ｐｒ－144 2.8E+02 273600 273601 

Ｓｂ－125 5.3E+04 273600 273601 

Ｐｍ－147 3.7E+05 273600 273601 

Ｅｕ－154 6.1E+05 273600 273601 

Ｐｕ－238 8.9E+05 273600 273601 

Ｐｕ－239 8.5E+04 273600 273601 

Ｐｕ－240 1.4E+05 273600 273601 

Ｐｕ－241 1.9E+07 273600 273601 

Ｐｕ－242 5.7E+02 273600 273601 

Ａｍ－241 9.3E+05 273600 273601 

Ａｍ－242 3.0E+03 273600 273601 

Ａｍ－243 8.4E+03 273600 273601 

Ｃｍ－242 2.5E+03 273600 273601 

Ｃｍ－243 6.9E+03 273600 273601 

Ｃｍ－244 6.5E+05 273600 273601 
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第 35 表 制御室の居住性に係る被ばく評価における地震を要因とし

て発生が想定される事象の同時発生時の分離建屋の放射線

分解により発生する水素による爆発の主排気筒から大気中

への放射性エアロゾルの放出率 

 

核種 
放出率 

（Ｂｑ／ｓ） 

放出開始時間 

（ｓ） 

放出終了時間 

（ｓ） 

Ｓｒ－90 2.7E+07 50400 50401 

Ｙ－90 2.7E+07 50400 50401 

Ｒｕ－106 1.2E+04 50400 50401 

Ｒｈ－106 1.2E+04 50400 50401 

Ｃｓ－134 6.1E+05 50400 50401 

Ｃｓ－137 3.9E+07 50400 50401 

Ｂａ－137ｍ 3.7E+07 50400 50401 

Ｃｅ－144 8.1E+02 50400 50401 

Ｐｒ－144 8.1E+02 50400 50401 

Ｓｂ－125 2.0E+05 50400 50401 

Ｐｍ－147 1.4E+06 50400 50401 

Ｅｕ－154 2.3E+06 50400 50401 

Ｐｕ－238 5.4E+05 50400 50401 

Ｐｕ－239 5.1E+04 50400 50401 

Ｐｕ－240 8.2E+04 50400 50401 

Ｐｕ－241 1.1E+07 50400 50401 

Ｐｕ－242 3.4E+02 50400 50401 

Ａｍ－241 2.7E+06 50400 50401 

Ａｍ－242 8.8E+03 50400 50401 

Ａｍ－243 2.4E+04 50400 50401 

Ｃｍ－242 7.3E+03 50400 50401 

Ｃｍ－243 2.0E+04 50400 50401 

Ｃｍ－244 1.9E+06 50400 50401 
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第 36 表 制御室の居住性に係る被ばく評価における地震を要因とし

て発生が想定される事象の同時発生時の精製建屋の放射線

分解により発生する水素による爆発の主排気筒から大気中

への放射性エアロゾルの放出率 

 

核種 
放出率 

（Ｂｑ／ｓ） 

放出開始時間 

（ｓ） 

放出終了時間 

（ｓ） 

Ｓｒ－90 0.0E+00 61200 61201 

Ｙ－90 0.0E+00 61200 61201 

Ｒｕ－106 7.9E-02 61200 61201 

Ｒｈ－106 7.9E-02 61200 61201 

Ｃｓ－134 0.0E+00 61200 61201 

Ｃｓ－137 0.0E+00 61200 61201 

Ｂａ－137ｍ 0.0E+00 61200 61201 

Ｃｅ－144 0.0E+00 61200 61201 

Ｐｒ－144 0.0E+00 61200 61201 

Ｓｂ－125 1.2E-01 61200 61201 

Ｐｍ－147 8.6E-01 61200 61201 

Ｅｕ－154 1.4E+00 61200 61201 

Ｐｕ－238 6.6E+06 61200 61201 

Ｐｕ－239 6.3E+05 61200 61201 

Ｐｕ－240 1.0E+06 61200 61201 

Ｐｕ－241 1.4E+08 61200 61201 

Ｐｕ－242 4.2E+03 61200 61201 

Ａｍ－241 0.0E+00 61200 61201 

Ａｍ－242 0.0E+00 61200 61201 

Ａｍ－243 0.0E+00 61200 61201 

Ｃｍ－242 0.0E+00 61200 61201 

Ｃｍ－243 0.0E+00 61200 61201 

Ｃｍ－244 0.0E+00 61200 61201 
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第 37 表 制御室の居住性に係る被ばく評価における地震を要因とし

て発生が想定される事象の同時発生時のウラン・プルトニウ

ム混合脱硝建屋の放射線分解により発生する水素による爆

発の主排気筒から大気中への放射性エアロゾルの放出率 

 

核種 
放出率 

（Ｂｑ／ｓ） 

放出開始時間 

（ｓ） 

放出終了時間 

（ｓ） 

Ｓｒ－90 5.5E-02 75600 75601 

Ｙ－90 5.5E-02 75600 75601 

Ｒｕ－106 2.3E-04 75600 75601 

Ｒｈ－106 2.3E-04 75600 75601 

Ｃｓ－134 7.3E-04 75600 75601 

Ｃｓ－137 4.6E-02 75600 75601 

Ｂａ－137ｍ 4.4E-02 75600 75601 

Ｃｅ－144 9.4E-06 75600 75601 

Ｐｒ－144 9.4E-06 75600 75601 

Ｓｂ－125 6.0E-02 75600 75601 

Ｐｍ－147 4.1E-01 75600 75601 

Ｅｕ－154 6.8E-01 75600 75601 

Ｐｕ－238 1.6E+06 75600 75601 

Ｐｕ－239 1.5E+05 75600 75601 

Ｐｕ－240 2.4E+05 75600 75601 

Ｐｕ－241 3.3E+07 75600 75601 

Ｐｕ－242 1.0E+03 75600 75601 

Ａｍ－241 3.4E+04 75600 75601 

Ａｍ－242 0.0E+00 75600 75601 

Ａｍ－243 0.0E+00 75600 75601 

Ｃｍ－242 0.0E+00 75600 75601 

Ｃｍ－243 0.0E+00 75600 75601 

Ｃｍ－244 0.0E+00 75600 75601 
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第 38 表 制御室の居住性に係る被ばく評価における地震を要因とし

て発生が想定される事象の同時発生時の高レベル廃液ガラ

ス固化建屋の放射線分解により発生する水素による爆発の

主排気筒から大気中への放射性エアロゾルの放出率 

 

核種 
放出率 

（Ｂｑ／ｓ） 

放出開始時間 

（ｓ） 

放出終了時間 

（ｓ） 

Ｓｒ－90 2.5E+08 86400 86401 

Ｙ－90 2.5E+08 86400 86401 

Ｒｕ－106 1.2E+05 86400 86401 

Ｒｈ－106 1.2E+05 86400 86401 

Ｃｓ－134 5.8E+06 86400 86401 

Ｃｓ－137 3.7E+08 86400 86401 

Ｂａ－137ｍ 3.5E+08 86400 86401 

Ｃｅ－144 7.5E+03 86400 86401 

Ｐｒ－144 7.5E+03 86400 86401 

Ｓｂ－125 2.1E+06 86400 86401 

Ｐｍ－147 1.4E+07 86400 86401 

Ｅｕ－154 2.3E+07 86400 86401 

Ｐｕ－238 6.0E+04 86400 86401 

Ｐｕ－239 5.8E+03 86400 86401 

Ｐｕ－240 9.2E+03 86400 86401 

Ｐｕ－241 1.3E+06 86400 86401 

Ｐｕ－242 3.9E+01 86400 86401 

Ａｍ－241 2.5E+07 86400 86401 

Ａｍ－242 8.2E+04 86400 86401 

Ａｍ－243 2.3E+05 86400 86401 

Ｃｍ－242 6.8E+04 86400 86401 

Ｃｍ－243 1.9E+05 86400 86401 

Ｃｍ－244 1.7E+07 86400 86401 
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第 39 表 制御室の居住性に係る被ばく評価における臨界事故時の主要な評価条件の居住性評価審査ガイドとの関係 

 

評 価 条 件 

使用条件 

選 定 理 由 居住性評価審査ガイドでの記載 
中央制御室 

使用済燃料の受入れ施設 

及び貯蔵施設の制御室 

事故時における外気取り

込み 
考慮する。 

主排気筒から大気中へ放出された

放射性物質は，外気との連絡口及

び外気との連絡口以外の経路から

室内へ流入することを想定する。 

４．２（２）ｅ．原子炉制御室／緊急時制

御室／緊急時対策所の建屋の表面空気中か

ら，次の二つの経路で放射性物質が外気か

ら取り込まれることを仮定する。 

一 原子炉制御室／緊急時制御室／緊急時

対策所の非常用換気空調設備によって室内

に取り入れること（外気取入） 

二 原子炉制御室／緊急時制御室／緊急時

対策所内に直接流入すること（空気流入） 

平常運転時の運転モード

の運転継続時間 
７日間 

より厳しい結果となるように，事

故時の運転モードは考慮せず，平

常運転時の運転モードが７日間継

続するものとする。 

４．２（２）ｅ．原子炉制御室／緊急時制

御室／緊急時対策所内への外気取入による

放射性物質の取り込みについては，非常用

換気空調設備の設計及び運転条件に従って

計算する。 
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評 価 条 件 

使用条件 

選 定 理 由 居住性評価審査ガイドでの記載 
中央制御室 

使用済燃料の受入れ施設 

及び貯蔵施設の制御室 

平常運転時における外気

との連絡口から換気設備

の高性能粒子フィルタを

経由する外気取入量 

5,100ｍ
３
/ｈ 5,000ｍ

３
/ｈ 設計上期待できる値を設定する。 同上 

バウンダリ体積 18,720ｍ３ 2,640ｍ３ 
室内及び空調機器の体積をバウン

ダリ体積として設定する。 

４．２（２）ｅ．原子炉制御室／緊急時制

御室／緊急時対策所内に取り込まれる放射

性物質の空気流入量は，空気流入率及び原

子炉制御室／緊急時制御室／緊急時対策所

バウンダリ体積（容積）を用いて計算す

る。 

換気設備の高性能粒子フ

ィルタの除去効率 
99.9% 設計上期待できる値を設定する。 

４．２（１）ａ．ヨウ素類及びエアロゾル

のフィルタ効率は，使用条件での設計値を

基に設定する。なお，フィルタ効率の設定

に際し，ヨウ素類の性状を適切に考慮する。 

換気設備のヨウ素フィル

タによる除去効率 
考慮しない。 

より厳しい結果となるようにヨウ

素の形態は有機ヨウ素とし，フィ

ルタによる除去を考慮しない。 

同上 
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評 価 条 件 

使用条件 

選 定 理 由 居住性評価審査ガイドでの記載 
中央制御室 

使用済燃料の受入れ施設 

及び貯蔵施設の制御室 

高性能粒子フィルタを経

由せずに流入する放射性

物質を含む空気の流入量 

バウンダリ体

積の換気率換

算で 

0.03 回／ｈ 

バウンダリ体積の換気

率換算で 

１回／ｈ 

居住性評価手法内規の「別添資料 

原子力発電所の中央制御室の空気

流入率測定試験手法」に準拠し実

施した試験結果（0.0232 回／ｈ）

から，より厳しい結果となるよう

に設定する。 

４．２（１）ｂ．既設の場合では，空気流

入率は，空気流入率測定試験結果を基に設

定する。 

制御室の遮蔽 
厚さ１ｍの 

コンクリート 

より厳しい結果となるように建屋

内の区画及び構築物を考慮せず設

定する。 

４．２（３）ａ．原子炉制御室／緊急時制

御室／緊急時対策所内にいる運転員又は対

策要員に対しては，原子炉制御室／緊急時

制御室／緊急時対策所の建屋によって放射

線が遮へいされる低減効果を考慮する。 

被ばく評価期間 臨界による核分裂の発生から７日間 

再処理施設の位置，構造及び設備

の基準に関する規則の解釈の第４

４条（制御室）の「④ 判断基準

は，実施組織要員の実効線量が７

日間で１００mSv を超えないこ

と。」に基づき設定する。 

居住性評価審査ガイドに記載なし 
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評 価 条 件 

使用条件 

選 定 理 由 居住性評価審査ガイドでの記載 
中央制御室 

使用済燃料の受入れ施設 

及び貯蔵施設の制御室 

室内にとどまる実施組織

要員の滞在期間 
７日間 

同一の実施組織要員が室内に評価

期間中とどまることとする。 
居住性評価審査ガイドに記載なし 

マスクによる除染係数 考慮しない。 
より厳しい結果となるようにマス

ク着用は考慮しない。 

４．２（３）ｃ．原子炉制御室／緊急時制

御室／緊急時対策所内でマスク着用を考慮

する。その場合は，マスク着用を考慮しな

い場合の評価結果も提出を求める。 

全核分裂数 1.6×1018 
第 34 条における対策の有効性評

価と同じとする。 

４．１（２）原子炉制御室の居住性に係る

被ばく評価では，格納容器破損防止対策の

有効性評価 （参 2）で想定する格納容器破損

モードのうち，原子炉制御室の運転員又は

対策要員の被ばくの観点から結果が最も厳

しくなる事故収束に成功した事故シーケン

ス（この場合，格納容器破損防止対策が有

効に働くため，格納容器は健全である）の

ソースターム解析を基に，大気中への放射

性物質放出量及び原子炉施設内の放射性物

質存在量分布を設定する。 
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評 価 条 件 

使用条件 

選 定 理 由 居住性評価審査ガイドでの記載 
中央制御室 

使用済燃料の受入れ施設 

及び貯蔵施設の制御室 

臨界事故の主排気筒から

大気中への放射性物質の

放出開始時間 

3,600 秒 

臨界事故の対策として，廃ガス処

理設備から１時間にわたって気体

を貯留するため，その期間は外部

への放出はなく，１時間後に廃ガ

ス処理設備を復旧した場合にはじ

めて放出に至るため，臨界の発生

から１時間後を放出開始時間とす

る。 

同上 

臨界事故の主排気筒から

大気中への放射性物質の

放出終了時間 

3,601 秒 

実際には廃ガス処理設備から小さ

い流量で放出されていくモードに

なることが考えられるが，同設備

の放射性物質が完全に放出される

までの時間は機器内の換気率に依

存すること，また放射能濃度も定

まらないことから，保守的に１秒

で放出されるものとする。 

同上 
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評 価 条 件 

使用条件 

選 定 理 由 居住性評価審査ガイドでの記載 
中央制御室 

使用済燃料の受入れ施設 

及び貯蔵施設の制御室 

臨界事故の主排気筒から

大気中への放射性物質の

放出率 

第 11表から 

第 20 表参照 

７日間の主排気筒から大気中への

放射性物質の放出量を臨界事故の

継続時間で除して設定する。 

同上 

臨界事故の線源 体積線源 

より厳しい結果となるように臨界

事故の発生する建屋の制御室から

最も近い壁の内側に一点で接する

体積線源とする。 

４．３（５）ａ．原子炉建屋内の放射性物

質は，自由空間容積に均一に分布するもの

として，事故後 7日間の積算線源強度を計

算する。 

臨界事故が発生する機器

から放出され建屋内に残

留する放射性物質を線源

とする場合の臨界事故の

発生する建屋の遮蔽 

厚さ１ｍの 

コンクリート 

線源が１ｍのコンクリートの建屋

外壁に全面囲まれていることとす

る。 

４．３（５）ａ．原子炉建屋内の放射性物

質からのスカイシャインガンマ線及び直接

ガンマ線による外部被ばく線量は，積算線

源強度，施設の位置，遮へい構造及び地形

条件から計算する。 

臨界事故が発生する機器

内の核分裂を線源とする

場合の臨界事故の発生す

る建屋の遮蔽 

厚さ１ｍのコンクリートおよび 

最低限見込める厚さの遮蔽壁 

建屋外壁及び建屋外壁からセル壁

間に最低限見込める厚さの遮蔽壁

に線源が全面囲まれていることと

する。 

同上 
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評 価 条 件 

使用条件 

選 定 理 由 居住性評価審査ガイドでの記載 
中央制御室 

使用済燃料の受入れ施設 

及び貯蔵施設の制御室 

呼吸率 3.33×10－４ ｍ３／ｓ 

「発電用軽水型原子炉施設の安

全評価に関する審査指針」に基

づき，成人の活動時の呼吸率と

する。 

－ 
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第 40 表 制御室の居住性に係る被ばく評価における臨界事故時の大気拡散の評価条件の居住性評価審査ガイドとの関係 

 

評 価 条 件 

使用条件 

選 定 理 由 居住性評価審査ガイドでの記載 
中央制御室 

使用済燃料の受入れ施設 

及び貯蔵施設の制御室 

大気拡散評価モデル ガウスプルームモデル 
居住性評価審査ガイドに示

されたとおり設定する。 

４．２（２）ａ．放射性物質の空気中濃度は，

放出源高さ及び気象条件に応じて，空間濃度

分布が水平方向及び鉛直方向ともに正規分

布になると仮定したガウスプルームモデル

を適用して計算する。 

気象資料 

再処理施設の敷地内における地上高 146ｍ

（標高 205ｍ）における平成 25 年４月から

平成 26 年３月までの１年間の観測資料 

居住性評価審査ガイドに示

されたとおり，１年間観測し

て得られた気象資料を使用

する。 

４．２（２）ａ．風向，風速大気安定度及び

降雨の観測項目を，現地において少なくとも

１年間観測して得られた気象資料を大気拡

散式に用いる。 

主排気筒から大気中への

放射性物質の実効放出継

続時間 

１時間 

主排気筒から大気中への放

射性物質の放出が 24 時間以

上継続する事象は 24 時間，

それ以外の事象は１時間と

する。 

４．２（２）ｃ．相対濃度は，短時間放出又

は長時間放出に応じて，毎時刻の気象項目と

実効的な放出継続時間を基に評価点ごとに

計算する。 
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評 価 条 件 

使用条件 

選 定 理 由 居住性評価審査ガイドでの記載 
中央制御室 

使用済燃料の受入れ施設 

及び貯蔵施設の制御室 

主排気筒から大気中への

放射性物質の放出源及び

放出源高さ 

約 150ｍ 

（主排気筒から大気中への放射性物質の放出

源の有効高さは方位により異なる。） 

大気中へ放出される放射性

物質は，主排気筒より放出す

るため，主排気筒から大気中

への放射性物質の放出源高

さは主排気筒高さとする。 

４．３（４）ｂ．放出源高さは，４．１（２）

ａ．で選定した事故シーケンスに応じた放出

口からの放出を仮定する。４．１（２）ａ．

で選定した事故シーケンスのソースターム

解析結果を基に，放出エネルギーを考慮して

もよい。 

累積出現頻度 97％ 
居住性評価審査ガイドに示

されたとおり設定する。 

４．２（２）ｃ．評価点の相対濃度又は相対

線量は，毎時刻の相対濃度又は相対線量を年

間について小さい方から累積した場合，その

累積出現頻度が 97%に当たる値とする。 

建屋の影響 考慮しない。 

再処理施設からの大気中へ

の放射性物質の放出は主排

気筒からであり，「放出点の

高さが建屋の高さの2.5倍に

満たない場合」に該当しない

ため，建屋による巻き込みの

影響を受けない。 

４．２（２）ａ．原子炉建屋の建屋後流での

巻き込みが生じる場合の条件については，放

出点と巻き込みが生じる建屋及び評価点と

の位置関係について，次に示す条件すべてに

該当した場合，放出点から放出された放射性

物質は建屋の風下側で巻き込みの影響を受

け拡散し，評価点に到達するものとする。 

一 放出点の高さが建屋の高さの2.5 倍に満

たない場合 
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評 価 条 件 

使用条件 

選 定 理 由 居住性評価審査ガイドでの記載 
中央制御室 

使用済燃料の受入れ施設 

及び貯蔵施設の制御室 

巻き込みを生じる代表建

屋 
なし 同上 同上 

放射性物質濃度の評価点 
制御建屋の 

外気取入口 

使用済燃料の受入れ施設 

及び貯蔵施設の制御室の 

外気取入口 

非常時に外気の取入れを行

う場合であるため、居住性評

価手法内規を参考に，制御室

の外気取込口を評価点とす

る。 

 

居住性評価審査ガイドに記載なし 

着目方位 
ＥＮＥ又はＮＥ 

（風上方位） 

ＳＳＥ又はＳＥ 

（風上方位） 

居住性評価手法内規を参考

に，建屋による巻き込みの影

響を考慮しないため１方位

とし，放射性物質の濃度の評

価点から見て，大気中への放

射性物質の放出源である主

排気筒が存在する方位とす

る。 

居住性評価審査ガイドに記載なし 

建屋投影面積 考慮しない。 

建屋による巻き込みの影響

を考慮しないため設定しな

い。 

４．２（２）ｂ．風向に垂直な代表建屋の投

影面積を求め，放射性物質の濃度を求めるた

めに大気拡散式の入力とする。 
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評 価 条 件 

使用条件 

選 定 理 由 居住性評価審査ガイドでの記載 
中央制御室 

使用済燃料の受入れ施設 

及び貯蔵施設の制御室 

評価距離 100ｍ 

主排気筒から大気中への放

射性物質の放出源から評価

点までの距離は，より厳しい

結果となるよう水平距離を

設定する。 

４．２（２）ａ．ガウスプルームモデルを適

用して計算する場合には，水平及び垂直方向

の拡散パラメータは，風下距離及び大気安定

度に応じて，気象指針における相関式を用い

て計算する。 
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第 41表 制御室の居住性に係る被ばく評価における臨界事故時の相対濃度及び相対線

量の評価結果 

 

評価点 放出点 

大気中への 

放射性物質の実効放出 

継続時間 

相対濃度χ／Ｑ 

（ｓ／ｍ３） 

相対線量Ｄ／Ｑ 

(Ｇｙ／Ｂｑ) 

中央制御室 主排気筒 １時間 9.9×10
－７

 4.7×10
－20

 

使用済燃料の受入れ施設 

及び貯蔵施設の制御室 
主排気筒 １時間 9.3×10

－７
 4.9×10

－20
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第 42 表 制御室の居住性に係る被ばく評価における地震を要因として発生が想定される事象の同時発生時の主要な評価条件の居住性評価審査

ガイドとの関係 

 

評 価 条 件 

使用条件 

選 定 理 由 居住性評価審査ガイドでの記載 
中央制御室 

使用済燃料の受入れ施設 

及び貯蔵施設の制御室 

事故時における外気取り

込み 
考慮する。 

主排気筒から大気中へ放出された

放射性物質は，外気との連絡口及

び外気との連絡口以外の経路から

室内へ流入することを想定する。 

４．２（２）ｅ．原子炉制御室／緊急時制

御室／緊急時対策所の建屋の表面空気中か

ら，次の二つの経路で放射性物質が外気か

ら取り込まれることを仮定する。 

一 原子炉制御室／緊急時制御室／緊急時

対策所の非常用換気空調設備によって室内

に取り入れること（外気取入） 

二 原子炉制御室／緊急時制御室／緊急時

対策所内に直接流入すること（空気流入） 

可搬型送風機の運転継続

時間 
７日間 

連続運転を想定する。実際には，

地震発生による全交流動力電源の

喪失から運転開始までの換気不可

能な時間があるが，放射性物質の

放出開始時間は運転開始以降とな

るため評価結果への影響はない。 

４．２（２）ｅ．原子炉制御室／緊急時制

御室／緊急時対策所内への外気取入による

放射性物質の取り込みについては，非常用

換気空調設備の設計及び運転条件に従って

計算する。 
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評 価 条 件 

使用条件 

選 定 理 由 居住性評価審査ガイドでの記載 
中央制御室 

使用済燃料の受入れ施設 

及び貯蔵施設の制御室 

可搬型送風機の外気取入

量 

下記「高性能粒子フィルタを経由せずに流

入する放射性物質を含む空気の流入量」と

して考慮する。 

下記「高性能粒子フィルタを経由

せずに流入する放射性物質を含む

空気の流入量」参照。 

同上 

バウンダリ体積 18,729.7ｍ３ 2,644.2ｍ３ 
室内及び空調機器の体積をバウン

ダリ体積として設定する。 

４．２（２）ｅ．原子炉制御室／緊急時制

御室／緊急時対策所内に取り込まれる放射

性物質の空気流入量は，空気流入率及び原

子炉制御室／緊急時制御室／緊急時対策所

バウンダリ体積（容積）を用いて計算す

る。 

換気設備の高性能粒子フ

ィルタの除去効率 
考慮しない。 

可搬型送風機は高性能粒子フィル

タを持たない。 

４．２（１）ａ．ヨウ素類及びエアロゾル

のフィルタ効率は，使用条件での設計値を

基に設定する。なお，フィルタ効率の設定

に際し，ヨウ素類の性状を適切に考慮す

る。 

換気設備のヨウ素フィル

タによる除去効率 
考慮しない。 

より厳しい結果となるようにヨウ

素の形態は有機ヨウ素とし，フィ

ルタによる除去を考慮しない。 

同上 



補 2-10-添 1-54 

 

評 価 条 件 

使用条件 

選 定 理 由 居住性評価審査ガイドでの記載 
中央制御室 

使用済燃料の受入れ施設 

及び貯蔵施設の制御室 

高性能粒子フィルタを経

由せずに流入する放射性

物質を含む空気の流入量 

5,200ｍ
３
/ｈ 2,600ｍ

３
/ｈ 

可搬型送風機は高性能粒子フ

ィルタを持たないため，可搬

型送風機の設計上期待できる

容量とする。 

４．２（１）ｂ．既設の場合では，空気流

入率は，空気流入率測定試験結果を基に設

定する。 

制御室の遮蔽 
厚さ１ｍの 

コンクリート 

より厳しい結果となるように建屋

内の区画及び構築物を考慮せず設

定する。 

４．２（３）ａ．原子炉制御室／緊急時制

御室／緊急時対策所内にいる運転員又は対

策要員に対しては，原子炉制御室／緊急時

制御室／緊急時対策所の建屋によって放射

線が遮へいされる低減効果を考慮する。 

被ばく評価期間 
地震発生による全交流動力電源の喪失から

７日間 

再処理施設の位置，構造及び設備

の基準に関する規則の解釈の第４

４条（制御室）の「④ 判断基準

は，実施組織要員の実効線量が７

日間で１００mSv を超えないこ

と。」に基づき設定する。 

居住性評価審査ガイドに記載なし 

室内にとどまる実施組織

要員の滞在期間 
７日間 

同一の実施組織要員が室内に評価

期間中とどまることとする。 
居住性評価審査ガイドに記載なし 
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評 価 条 件 

使用条件 

選 定 理 由 居住性評価審査ガイドでの記載 
中央制御室 

使用済燃料の受入れ施設 

及び貯蔵施設の制御室 

マスクによる除染係数 考慮しない。 
より厳しい結果となるようにマス

ク着用は考慮しない。 

４．２（３）ｃ．原子炉制御室／緊急時制

御室／緊急時対策所内でマスク着用を考慮

する。その場合は，マスク着用を考慮しな

い場合の評価結果も提出を求める。 

冷却機能の喪失による蒸

発乾固における主排気筒

から大気中への放射性物

質の放出開始時間 

第 30表から 

第 33 表参照 

冷却機能の喪失から機器に内蔵す

る溶液が沸騰に至ることで主排気

筒から大気中への放射性物質の放

出が開始するものとし設定する。 

４．１（２）原子炉制御室の居住性に係る

被ばく評価では，格納容器破損防止対策の

有効性評価 （参 2）で想定する格納容器破損 

モードのうち，原子炉制御室の運転員又は

対策要員の被ばくの観点から結果が最も厳

しくなる事故収束に成功した事故シーケン

ス（この場合，格納容器破損防止対策が有

効に働くため，格納容器は健全である）の

ソースターム解析を基に，大気中への放射

性物質放出量及び原子炉施設内の放射性物

質存在量分布を設定する。 
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評 価 条 件 

使用条件 

選 定 理 由 居住性評価審査ガイドでの記載 
中央制御室 

使用済燃料の受入れ施設 

及び貯蔵施設の制御室 

冷却機能の喪失による蒸

発乾固における主排気筒

から大気中への放射性物

質の放出終了時間 

同上 

冷却機能の喪失から機器に内蔵す

る溶液が沸騰に至ることで主排気

筒から大気中への放射性物質の放

出が開始され，対策である冷却コ

イルへの通水が開始するまで主排

気筒から大気中への放射性物質の

放出が継続するものとし設定す

る。 

同上 

放射線分解により発生す

る水素による爆発におけ

る主排気筒から大気中へ

の放射性物質の放出開始

時間 

第 34表から 

第 38 表参照 

水素掃気機能の喪失から機器内の

水素濃度が未然防止濃度に到達し

た後に直ちに着火及び水素 爆発

に至ることで主排気筒から大気中

へ放射性物質が放出するものとし

設定する。 

同上 

放射線分解により発生す

る水素による爆発におけ

る主排気筒から大気中へ

の放射性物質の放出終了

時間 

同上 

放射線分解により発生する水素に

よる爆発による主排気筒から大気

中への放射性物質の放出は瞬時に

行われるものとし設定する。 

同上 
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評 価 条 件 

使用条件 

選 定 理 由 居住性評価審査ガイドでの記載 
中央制御室 

使用済燃料の受入れ施設 

及び貯蔵施設の制御室 

冷却機能の喪失による蒸

発乾固による主排気筒か

ら大気中への放射性物質

の放出率 

第 30表から 

第 33 表参照 

主排気筒から大気中への放射性物

質の放出率は，冷却機能の喪失に

よる蒸発乾固時の主排気筒から大

気中への放射性物質の放出量を，

主排気筒から大気中への放射性物

質の放出終了時間と主排気筒から

大気中への放射性物質の放出開始

時間の差である主排気筒から大気

中への放射性物質の放出継続時間

で除して設定する。 

同上 
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評 価 条 件 

使用条件 

選 定 理 由 居住性評価審査ガイドでの記載 
中央制御室 

使用済燃料の受入れ施設 

及び貯蔵施設の制御室 

放射線分解により発生す

る水素による爆発の主排

気筒から大気中への放射

性物質の放出率 

第 34表から 

第 38 表参照 

主排気筒から大気中への放射性物

質の放出率は，放射線分解により

発生する水素による 爆発 時の主

排気筒から大気中への放射性物質

の放出量を，主排気筒から大気中

への放射性物質の放出終了時間と

主排気筒から大気中への放射性物

質の放出開始時間の差である主排

気筒から大気中への放射性物質の

放出継続時間で除して設定する。 

同上 

地震を要員として発生が

想定される事象の同時発

生における線源 

体積線源 

より厳しい結果となるように地震

を要員として発生が想定される事

象の同時発生の発生する建屋の制

御室から最も近い壁の内側に一点

で接している体積線源とする。 

４．３（５）ａ．原子炉建屋内の放射性物

質は，自由空間容積に均一に分布するもの

として，事故後 7日間の積算線源強度を計

算する。 
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評 価 条 件 

使用条件 

選 定 理 由 居住性評価審査ガイドでの記載 
中央制御室 

使用済燃料の受入れ施設 

及び貯蔵施設の制御室 

地震を要員として発生が

想定される事象の同時発

生が発生する機器から放

出され建屋内に残留する

放射性物質を線源とする

場合の地震を要員として

発生が想定される事象の

同時発生の発生する建屋

の遮蔽 

厚さ１ｍのコンクリート 

線源が１ｍのコンクリートの建屋

外壁に全面囲まれていることとす

る。 

４．３（５）ａ．原子炉建屋内の放射性物

質からのスカイシャインガンマ線及び直接

ガンマ線による外部被ばく線量は，積算線

源強度，施設の位置，遮へい構造及び地形

条件から計算する。 

呼吸率 3.33×10－４ ｍ３／ｓ 

「発電用軽水型原子炉施設の安全

評価に関する審査指針」に基づ

き，成人の活動時の呼吸率とす

る。 

－ 
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第 43 表 制御室の居住性に係る被ばく評価における地震を要因として発生が想定される事象の同時発生時の大気拡散の評価条件の居住性評価

審査ガイドとの関係  

評 価 条 件 

使用条件 

選 定 理 由 居住性評価審査ガイドでの記載 
中央制御室 

使用済燃料の受入れ施設 

及び貯蔵施設の制御室 

大気拡散評価モデル ガウスプルームモデル 

居住性評価審査ガイ

ドに示されたとおり

設定する。 

４．２（２）ａ．放射性物質の空気中濃度は，放出源

高さ及び気象条件に応じて，空間濃度分布が水平方向

及び鉛直方向ともに正規分布になると仮定したガウ

スプルームモデルを適用して計算する。 

気象資料 

再処理施設の敷地内における地上高 146

ｍ（標高 205ｍ）における平成 25年４

月から平成 26年３月までの１年間の観

測資料 

居住性評価審査ガイ

ドに示されたとおり，

１年間観測して得ら

れた気象資料を使用

する。 

４．２（２）ａ．風向，風速大気安定度及び降雨の観

測項目を，現地において少なくとも１年間観測して得

られた気象資料を大気拡散式に用いる。 

冷却機能喪失による

蒸発乾固の主排気筒

から大気中への放射

性物質の実効放出継

続時間 

１時間 

主排気筒から大気中

への放射性物質の放

出が 24 時間以上継続

する事象は 24 時間，

それ以外の事象は１

時間とする。 

４．２（２）ｃ．相対濃度は，短時間放出又は長時間

放出に応じて，毎時刻の気象項目と実効的な放出継続

時間を基に評価点ごとに計算する。 
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評 価 条 件 

使用条件 

選 定 理 由 居住性評価審査ガイドでの記載 
中央制御室 

使用済燃料の受入れ施設 

及び貯蔵施設の制御室 

放射線分解により発

生する水素による爆

発の主排気筒から大

気中への放射性物質

の実効放出継続時間 

１時間 同上 同上 

主排気筒から大気中

への放射性物質の放

出源及び放出源高さ 

約 150ｍ 

（主排気筒から大気中への放射性物質の

放出源の有効高さは方位により異な

る。） 

大気中へ放射性物質

を主排気筒より放出

するため，主排気筒か

ら大気中への放射性

物質の放出源高さは

主排気筒高さとする。 

４．３（４）ｂ．放出源高さは，４．１（２）ａ．で

選定した事故シーケンスに応じた放出口からの放出

を仮定する。４．１（２）ａ．で選定した事故シーケ

ンスのソースターム解析結果を基に，放出エネルギー

を考慮してもよい。 

累積出現頻度 97％ 

居住性評価審査ガイ

ドに示されたとおり

設定する。 

４．２（２）ｃ．評価点の相対濃度又は相対線量は，

毎時刻の相対濃度又は相対線量を年間について小さ

い方から累積した場合，その累積出現頻度が 97%に当

たる値とする。 
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評 価 条 件 

使用条件 

選 定 理 由 居住性評価審査ガイドでの記載 
中央制御室 

使用済燃料の受入れ施設 

及び貯蔵施設の制御室 

建屋の影響 考慮しない。 

再処理施設からの放

射性物質の大気中へ

の放出は主排気筒か

らであり，「放出点の

高さが建屋の高さの

2.5 倍に満たない場

合」に該当しないた

め，建屋による巻き込

みの影響を受けない。 

４．２（２）ａ．原子炉建屋の建屋後流での巻き込み

が生じる場合の条件については，放出点と巻き込みが

生じる建屋及び評価点との位置関係について，次に示

す条件すべてに該当した場合，放出点から放出された

放射性物質は建屋の風下側で巻き込みの影響を受け

拡散し，評価点に到達するものとする。 

一 放出点の高さが建屋の高さの 2.5 倍に満たない

場合 

巻き込みを生じる代

表建屋 
なし 同上 同上 

放射性物質濃度の評

価点 

制御建屋の 

外気取入口 

使用済燃料の受入れ施設 

及び貯蔵施設の制御室

の外気取入口 

（ただし、評価の結果が

厳しくなるよう、内的事

象の外気取入口とす

る。） 

非常時に外気の取入

れを行う場合である

ため、居住性評価手法

内規を参考に，制御室

の外気取込口を評価

点とする。 

居住性評価審査ガイドに記載なし 
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評 価 条 件 

使用条件 

選 定 理 由 居住性評価審査ガイドでの記載 
中央制御室 

使用済燃料の受入れ施設 

及び貯蔵施設の制御室 

着目方位 

ＥＮＥ又はＮ

Ｅ 

（風上方位） 

ＳＳＥ又はＳＥ 

（風上方位） 

居住性評価手法内規

を参考に，建屋による

巻き込みの影響を考

慮しないため１方位

とし，放射性物質の濃

度の評価点から見て，

大気中への放射性物

質の放出源である主

排気筒が存在する方

位とする。 

居住性評価審査ガイドに記載なし 

建屋投影面積 考慮しない。 

建屋による巻き込み

の影響を考慮しない

ため設定しない。 

４．２（２）ｂ．風向に垂直な代表建屋の投影面積を

求め，放射性物質の濃度を求めるために大気拡散式の

入力とする。 

評価距離 100ｍ 

主排気筒から大気中

への放射性物質の放

出源から評価点まで

の距離は，より厳しい

結果となるように水

平距離を設定する。 

４．２（２）ａ．ガウスプルームモデルを適用して計

算する場合には，水平及び垂直方向の拡散パラメータ

は，風下距離及び大気安定度に応じて，気象指針にお

ける相関式を用いて計算する。 
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第 44表 制御室の居住性に係る被ばく評価における地震を要因として発生が想定され

る事象の同時発生時の相対濃度及び相対線量の評価結果 

 

評価点 放出点 

大気中への 

放射性物質の実

効放出 

継続時間 

相対濃度χ／Ｑ 

（ｓ／ｍ３） 

相対線量Ｄ／Ｑ 

(Ｇｙ／Ｂｑ) 

中央制御室 主排気筒 １時間 9.9×10
－７

 4.7×10
－20

 

使用済燃料の受入れ施設 

及び貯蔵施設の制御室 
主排気筒 １時間 9.3×10

－７
 4.9×10

－20
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第 45 表 制御室の居住性に係る被ばく評価における放射性希ガス及び

放射性ヨウ素のガンマ線実効エネルギ 

 

核 種 
ガンマ線実効エネルギ 

（ＭｅＶ／ｄｉｓ） 

Ｋｒ－83ｍ 2.5×10－３ 

Ｋｒ－85ｍ 1.6×10－１ 

Ｋｒ－85 2.2×10－３ 

Ｋｒ－87 7.9×10－１ 

Ｋｒ－88 2.0×10０ 

Ｋｒ－89 2.1×10０ 

Ｘｅ－131ｍ 2.0×10－２ 

Ｘｅ－133ｍ 4.2×10－２ 

Ｘｅ－133 4.5×10－２ 

Ｘｅ－135ｍ 4.3×10－１ 

Ｘｅ－135 2.5×10－１ 

Ｘｅ－137 1.8×10－１ 

Ｘｅ－138 1.2×10０ 

Ｉ－129 2.4×10－２ 

Ｉ－131 3.8×10－１ 

Ｉ－132 2.3×10０ 

Ｉ－133 6.1×10－１ 

Ｉ－134 2.8×10０ 

Ｉ－135 1.6×10０ 
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第 46 表 制御室の居住性に係る被ばく評価における放射性エアロゾル

のガンマ線実効エネルギ 

 

核 種 
ガンマ線実効エネルギ 

（ＭｅＶ／ｄｉｓ） 

Ｓｒ－90 0.0×10０ 

Ｙ－90 1.7×10－６ 

Ｒｕ－106 0.0×10０ 

Ｒｈ－106 2.0×10－１ 

Ｃｓ－134 1.6×10０ 

Ｃｓ－137 0.0×10０ 

Ｂａ－137ｍ 6.0×10－１ 

Ｃｅ－144 2.1×10－２ 

Ｐｒ－144 3.2×10－２ 

Ｓｂ－125 4.3×10－１ 

Ｐｍ－147 4.4×10－６ 

Ｅｕ－154 1.2×10０ 

Ｐｕ－238 1.8×10－３ 

Ｐｕ－239 8.0×10－４ 

Ｐｕ－240 1.7×10－３ 

Ｐｕ－241 2.5×10－６ 

Ｐｕ－242 1.4×10－３ 

Ａｍ－241 3.2×10－２ 

Ａｍ－242 1.8×10－２ 

Ａｍ－243 5.6×10－２ 

Ｃｍ－242 1.8×10－３ 

Ｃｍ－243 1.3×10－１ 

Ｃｍ－244 1.7×10－３ 
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第 47 表 制御室の居住性に係る被ばく評価における放射性ヨウ素の地

表沈着換算係数 

 

核 種 
地表沈着換算係数 

（Ｓｖ／（Ｂｑ・ｓ／ｍ２）） 

Ｉ－129 2.6×10－17 

Ｉ－131 3.8×10－16 

Ｉ－132 2.2×10－15 

Ｉ－133 6.0×10－16 

Ｉ－134 2.5×10－15 

Ｉ－135 1.5×10－15 
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第 48 表 制御室の居住性に係る被ばく評価における放射性エアロゾル

の地表沈着換算係数 

 

核 種 
地表沈着換算係数 

（Ｓｖ／（Ｂｑ・ｓ／ｍ２）） 

Ｓｒ－90 2.8×10－19 

Ｙ－90 5.3×10－18 

Ｒｕ－106 0.0×10０ 

Ｒｈ－106 2.1×10－16 

Ｃｓ－134 1.5×10－15 

Ｃｓ－137 2.9×10－19 

Ｂａ－137ｍ 5.9×10－16 

Ｃｅ－144 2.0×10－17 

Ｐｒ－144 3.8×10－17 

Ｓｂ－125 4.3×10－16 

Ｐｍ－147 3.4×10－20 

Ｅｕ－154 1.2×10－15 

Ｐｕ－238 8.4×10－19 

Ｐｕ－239 3.7×10－19 

Ｐｕ－240 8.0×10－19 

Ｐｕ－241 1.9×10－21 

Ｐｕ－242 6.7×10－19 

Ａｍ－241 2.8×10－17 

Ａｍ－242 1.6×10－17 

Ａｍ－243 5.4×10－17 

Ｃｍ－242 9.6×10－19 

Ｃｍ－243 1.3×10－16 

Ｃｍ－244 8.8×10－19 
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第 49 表 制御室の居住性に係る被ばく評価における放射性希ガス及

び放射性ヨウ素の半減期 

 

核 種 
半減期 

（ｓ） 

Ｋｒ－83ｍ 6.6×10３ 

Ｋｒ－85ｍ 1.6×10４ 

Ｋｒ－85 3.4×10８ 

Ｋｒ－87 4.6×10３ 

Ｋｒ－88 1.0×10４ 

Ｋｒ－89 1.9×10２ 

Ｘｅ－131ｍ 1.0×10６ 

Ｘｅ－133ｍ 1.9×10５ 

Ｘｅ－133 4.6×10５ 

Ｘｅ－135ｍ 9.4×10２ 

Ｘｅ－135 3.3×10４ 

Ｘｅ－137 2.3×10２ 

Ｘｅ－138 8.5×10２ 

Ｉ－129 5.0×1014 

Ｉ－131 7.0×10５ 

Ｉ－132 8.2×10３ 

Ｉ－133 7.5×10４ 

Ｉ－134 3.2×10３ 

Ｉ－135 2.4×10４ 
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第 50 表 制御室の居住性に係る被ばく評価における放射性エアロゾル

の半減期 

 

核 種 
半減期 

（ｓ） 

Ｓｒ－90 9.1×10８ 

Ｙ－90 2.3×10５ 

Ｒｕ－106 3.2×10７ 

Ｒｈ－106 3.0×10１ 

Ｃｓ－134 6.5×10７ 

Ｃｓ－137 9.5×10８ 

Ｂａ－137ｍ 1.5×10２ 

Ｃｅ－144 2.5×10７ 

Ｐｒ－144 1.0×10３ 

Ｓｂ－125 8.6×10７ 

Ｐｍ－147 8.3×10７ 

Ｅｕ－154 2.7×10８ 

Ｐｕ－238 2.8×10９ 

Ｐｕ－239 7.6×1011 

Ｐｕ－240 2.1×1011 

Ｐｕ－241 4.5×10８ 

Ｐｕ－242 1.2×1013 

Ａｍ－241 1.4×1010 

Ａｍ－242 5.8×10４ 

Ａｍ－243 2.3×1011 

Ｃｍ－242 1.4×10７ 

Ｃｍ－243 9.0×10８ 

Ｃｍ－244 5.7×10８ 
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第 51 表 制御室の居住性に係る被ばく評価における放射性ヨウ素の吸

入摂取時の成人の実効線量への換算係数 

 

核 種 
吸入摂取換算係数 

（Ｓｖ／Ｂｑ） 

Ｉ－129 9.6×10－８ 

Ｉ－131 2.0×10－８ 

Ｉ－132 3.1×10－10 

Ｉ－133 4.0×10－９ 

Ｉ－134 1.5×10－10 

Ｉ－135 9.2×10－10 
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第 52 表 制御室の居住性に係る被ばく評価における放射性エアロゾル

の吸入摂取時の成人の実効線量への換算係数 

 

核 種 
吸入摂取換算係数 

（Ｓｖ／Ｂｑ） 

Ｓｒ－90 1.6×10－７ 

Ｙ－90 1.5×10－９ 

Ｒｕ－106 6.6×10－８ 

Ｒｈ－106 － 

Ｃｓ－134 6.6×10－９ 

Ｃｓ－137 4.6×10－９ 

Ｂａ－137ｍ － 

Ｃｅ－144 5.3×10－８ 

Ｐｒ－144 1.8×10－11 

Ｓｂ－125 4.8×10－９ 

Ｐｍ－147 5.0×10－９ 

Ｅｕ－154 5.3×10－８ 

Ｐｕ－238 4.6×10－５ 

Ｐｕ－239 5.0×10－５ 

Ｐｕ－240 5.0×10－５ 

Ｐｕ－241 9.0×10－７ 

Ｐｕ－242 4.8×10－５ 

Ａｍ－241 4.2×10－５ 

Ａｍ－242 1.7×10－８ 

Ａｍ－243 4.1×10－５ 

Ｃｍ－242 5.2×10－６ 

Ｃｍ－243 3.1×10－５ 

Ｃｍ－244 2.7×10－５ 
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添付資料２ 

事象の選定の考え方について 

 

制御室の居住性に係る被ばく評価の対象となる検討対象事象（以

下，「評価対象事象」という。）は，有効性評価を実施している各重

大事故のうち、制御室の実施組織要員の被ばくの観点から結果が最も

厳しくなる事故を想定するため，設計上定める条件より厳しい条件に

おける 内的 事象を要因として発生する検討対象事象及び設計上定め

る条件より厳しい条件における 外的 事象を要因として発生する検討

対象事象から，実効線量の評価の結果が最大となる事象をそれぞれ１

つ選定する。 

 ａ．内的 事象の評価対象事象 

設計上定める条件より厳しい 内的 事象の制御室の居住性評価の

対象事象は，想定される重大事故のうち，設計上定める条件より厳

しい 内的 事象でしか発生することが想定し得ない臨界事故，溶媒

火災及びＴＢＰ爆発のうち，高性能粒子フィルタにて捕集されない

希ガス及び高性能粒子フィルタにて捕集されがたい有機ヨウ素の

放出を伴い，臨界の核分裂により発生する中性子線及び二次ガンマ

線の強度の観点から被ばく線量の評価の条件の厳しい臨界事故と

する。 

具体的には臨界事故の重大事故対策の有効性評価で対象とした，

第１表に示す臨界事故とする。 

 ｂ．外的事象の評価対象事象 

設計上定める条件より厳しい 外的 事象の制御室の居住性評価の

対象事象は，想定される重大事故のうち，放出される放射性物質の
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放出量の観点から被ばく線量の評価の条件の厳しい，地震を要因と

して発生が想定される，冷却機能の喪失による蒸発乾固（以下，「蒸

発乾固」という。）及び放射線分解により発生する水素による爆発

（以下，「水素爆発」という。）の同時発生（以下，「地震を要因

として発生が想定される事象の同時発生」という。）とする。 

また，地震による事象の同時発生時においては，前処理建屋，分

離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋及び高レベ

ル廃液ガラス固化建屋において，同時に発災することを想定する。 

なお，地震を要因として発生が想定される事象の同時発生の居

住性評価の結果は，地震による機能喪失を起点として７日以内に

発生する各機器の蒸発乾固及び水素 爆発 による被ばく線量を重ね

合わせた実効線量としている。 

 

 

 

第１表 制御室の居住性に係る被ばく評価における 内

的 事象の評価対象事象 

※ Ａ系及びＢ系の機器が存在するが，同一の条件のためそれぞれ１つ

の機器で代表させる。 

Ｎ

ｏ． 
建 屋 臨界事故 

１ 前処理建屋 溶解槽における臨界事故 ※ 

２ 前処理建屋 エンド ピース酸洗浄槽における臨界事故 ※ 

３ 前処理建屋 ハル洗浄槽における臨界事故 ※ 

４ 精製建屋 第５一時貯留処理槽における臨界事故 

５ 精製建屋 第７一時貯留処理槽における臨界事故 
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添付資料３ 

重大事故時の居住性評価で用いる大気拡散の評価条件について 

 

制御室の居住性評価で用いる相対濃度及び相対線量は，実効放出継続

時間を基に計算した値を年間について小さい値から順に並べて整理し，

累積出現頻度 97％に当たる値としている。中央制御室並びに使用済燃

料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室における評価対象方位を第１図

及び第２図に，各評価点における相対濃度及び相対線量の評価結果を第

１表に示す。 
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第１図 中央制御室滞在時の評価対象方位（風向） 

（放出源：主排気筒，評価点：制御建屋 の外気取入口 ） 

図の最新化を実施済み  
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第２図 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室滞在時の

評価対象方位（風向） 

（放出源：主排気筒，評価点：使用済燃料受入れ・貯蔵建

屋 の外気取入口 ） 

  

図の最新化を実施済み  
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第１表 制御室の居住性に係る被ばく評価における重大事故時

の相対濃度及び相対線量の評価結果 

 

放出点 評価点 

大気中への 

放射性物質の 

実効放出 

継続時間 

相対濃度 

χ／Ｑ 

（ｓ／ｍ３） 

相対線量 

Ｄ／Ｑ 

(Ｇｙ／Ｂｑ) 

主排気筒 

中央制御室 １時間 9.9×10
－７

 4.7×10
－20

 

使用済燃料の受

入れ施設及び貯

蔵施設の制御室 

１時間 9.3×10
－７

 4.9×10
－20
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添付資料４ 

空気流入率測定試験結果について 

 

１．試験方法 

試験手順を第１図，中央制御室バウンダリを第２図に示す。 

試験方法は，制御建屋中央制御室換気設備の運転を平常運転から事故時

運転モードとした上で，微量のトレーサ ガスを，制御建屋中央制御室換気

設備の系統から注入し，中央制御室内のガス濃度が均一になるまで中央制

御室内の雰囲気を循環し攪拌を行い，その後数時間にわたりガス濃度を測

定する。これにより外気の流入率を求める。 

これは，中央制御室バウンダリ内の体積をＶ，中央制御室バウンダリ内

の時刻ｔにおけるトレーサ ガスの濃度をＣ�ｔ�，単位時間当たりに中央制

御室バウンダリ内へ注入されるトレーサ ガスの量をＳ�ｔ�，単位時間当た

りに中央制御室バウンダリ外へ出て行くガスの量をｆとすると，トレーサ 

ガスの質量バランスは，次式で表せる。 

Ｖ・
ｄＣ�ｔ�
ｄｔ

＝Ｓ�ｔ� −ｆ・Ｃ�ｔ� 

濃度減衰法では，トレーサ ガスの注入終了後に濃度変化を測定するので，

Ｓ�ｔ�＝０である。また，中央制御室内への空気流入率ＮはＮ＝ｆ／Ｖで

あるから，ｔ０を最初のサンプリング時刻とすると， 

ｌｎＣ�ｔ�＝ −Ｎ �ｔ −ｔ
０
� + ｌｎＣ �ｔ

０
� 

となり，トレーサ ガス濃度の対数をサンプリング時間に対してプロットす

ることで，その傾きとして空気流入率を得ることができる。 

Ｎ＝ − �ｌｎＣ�ｔ� −ｌｎＣ �ｔ
０
��／ �ｔ −ｔ

０
� 
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２．試験結果 

 試験結果は第１表，第３図及び第４図に示すとおり，空気流入率は換

気率換算で最大 0.0232 回／ｈ（±0.0061（95％信頼率））となった。 

したがって，中央制御室の居住性に係る被ばく評価で用いる高性能粒

子フィルタを経由せずに流入する放射性物質を含む空気の流入率は，よ

り厳しい結果となるように中央制御室換気率換算で 0.03 回／ｈとする。  
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第１図 中央制御室空気流入率測定試験の手順 

 

 

第２図 中央制御室バウンダリ 

 

事前準備
（中央制御室バウンダリの健全性確認他）

試験前準備
（天井，床への仮開口部設置，攪拌機の設置，
起動，トレーサ ガス バックグラウンド測定他）

試験条件の決定

予備試験を実施し，サンプリング時間・間隔，トレーサ ガス注
入方法（注入量，注入時間，注入箇所）を決定する。

トレーサ ガスの濃度の均一化の状況により，試験手順を選択
（均一化の目安を満足しない場合は試験手順(2)へ，満足する場
合は，試験手順(1)へ，ただし，試験手順(2)も許容）

(2)全サンプリング点による試験手順

制御建屋中央制御室換気設備切り替え
（平常運転→事故時運転モード）

トレーサ ガス注入

試験条件の決定で決めた
サンプリング間隔でサンプリング

各サンプルの濃度測定

測定結果全体から回帰法により
空気流入率とその誤差を算出

相関係数Ｒ（決定係数Ｒ２）を算出
（|Ｒ|≧0.95又はＲ２ ≧0.90）

トレーサ ガスのパージ

(1)基本的な試験手順

制御建屋中央制御室換気設備切り替え
（平常運転→事故時運転モード）

トレーサ ガス注入

試験条件の決定で決めた
サンプリング間隔でサンプリング

トレーサ ガス均一性の確認

空気流入率評価用のサンプリング

トレーサ ガスのパージ

トレーサ ガス均一性の再確認
（最終サンプリング時）

代表点測定結果から回帰法により
空気流入率とその誤差を算出
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第１表 中央制御室空気流入率測定試験の手順及び結果 

項 目 内   容 

試験日程 平成25年10月21日～平成25年10月25日 

空気流入率測

定試験におけ

る 

均一化の程度 

系統 （中央制御室換気系）  トレーサ ガス濃度測定値の場所によるバラツキ  （測定値－平均値）／平均値（％） 

Ａ系統 再循環 －1.69 ～ 0.81 

Ｂ系統 再循環 －2.16 ～ 1.44 

試験手法 

「原子力発電所中央制御室の居住性に係る被ばく手法について（内規）」（以下「ガイドライン」という。）に定める空気流入率測定

試験手法のうち 

「基本的な試験手順」にて実施 

ガイドライン

の適合性 

「基本的な   

試験手順」 

適用条件（ガイドラインより抜粋） 
Ａ系統 試

験 

Ｂ系統 試

験 

【2.6.4 試験手順 ④】 

各サンプリング点で得られたサンプルに対してトレーサ ガスの濃度測定を行い，中央制御室バウンダリ

内のトレーサ ガス濃度が均一化の目安（各サンプリング点濃度が平均値に対して10％の範囲内）を満足

していることを確認する。 

○ ○ 

【2.6.4 試験手順 ⑥】 

⑤におけるサンプリングのうち，最終サンプリングについては，全サンプリング点にてサンプリングを

実施し，④と同様に中央制御室バウンダリ内のトレーサ ガス濃度が均一化の目安を満足していることを

確認する。 

○ ○ 

【2.6.4 試験手順 ⑦】 

代表点測定結果の対数をサンプリング時間に対してプロットし，回帰分析により，回帰直線を求める。

回帰直線の傾きから空気流入率とその誤差を算出する。 

○ 

（値は下記

試験結果参

照） 

○ 

（値は下記

試験結果参

照） 

試験結果 

系統 （中央制御室換気系）  空気流入率 （±以下は95％信頼率） 

Ａ系統 再循環 0.0232 回／ｈ （ ±0.0061） 

Ｂ系統 再循環 0.0202 回／ｈ （ ±0.0031） 
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第３図 中央制御室空気流入率測定試験の結果（Ａ系統）  

中央制御室

換気系
Ａ系統 再循環

空気流入率

（±以下は

95％信頼率）

0.0232回／ｈ

（±0.0061）

均一性

空気流入率測定試験 全測定点グラフ 空気流入率測定試験 系統代表点グラフ
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第４図 中央制御室空気流入率測定試験の結果（Ｂ系統） 

中央制御室

換気系
Ｂ系統 再循環

空気流入率

（±以下は

95％信頼率）

0.0202回／ｈ

（±0.0031）

均一性

空気流入率測定試験 全測定点グラフ 空気流入率測定試験 系統代表点グラフ

各ステップの均一性
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添付資料５ 

グランドシャイン評価モデルについて 

 

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による外部被ばくに係

る実効線量は，居住性評価審査ガイドにおいて，地表面沈着濃度及びグ

ランドシャインに対する外部被ばく線量換算係数の積で計算すると示

されていることを考慮し，「発電用軽水型原子炉施設の安全審査におけ

る一般公衆の線量評価につ いて
（ １ ）

」における放射性物質の地表濃度の評

価式，地表沈着換算係数及びコンクリートの遮蔽効果から，以下の評価

式を用いて評価する。 

  Ｈ
ｇ𝛾𝛾＝∫ Ｋ

ｇ𝛾𝛾・�𝜒𝜒／Ｑ�・Ｑ �ｔ�・Ｖ
ｇ
・�ｆ

１
 ／  𝜆𝜆�・Ｔ

０
 

     �１−ｅｘｐ�−𝜆𝜆・�Ｔ−ｔ���・Ｂ・ｅｘｐ�−𝜇𝜇′・Ｘ
′
�ｄｔ 

 ここで， 

 Ｈ
ｇ𝛾𝛾  ： ガンマ線による外部被ばくに係る実効線量 

（Ｓｖ） 

 Ｋ
ｇ𝛾𝛾  ： 地表沈着換算係数（Ｓｖ／Ｂｑ／（ｓ／ｍ２）） 

地表沈着換算係数Ｋ ｇγ は，ＥＰＡ－402－Ｒ－

93－081
（ ２ ）

に基づき，添付資料１の第1-47表及び第

1-48表に示すとおりとする。 

 𝜒𝜒／Ｑ  ： 相対濃度（ｓ／ｍ３） 

 Ｑ �ｔ�  ： 主排気筒から大気中への時刻tにおける核種 

の放出率（Ｂｑ／ｓ） 

 Ｖ
ｇ
  ： 地表への沈着速度（ｍ／ｓ） 

 ｆ
１
  ： 沈着した放射性物質のうち残存する割合（－） 

沈着した放射性物質のうち残存する割合f１は，
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「発電用軽水型原子炉施設の安全審査における

一般公衆の線量評価について
（ １ ）

」に基づき，0.5と

する。 

 𝜆𝜆  ： 崩壊定数（ｓ－１） 

崩壊定数𝜆𝜆は，添付資料１の第1－49表及び第1－

50表に示すＴａｂｌｅ ｏｆ Ｉｓｏｔｏｐｅｓ

の７ｔｈ ＥＤＩＴＩＯＮ
（ ３ ）

及び「被ばく計算に用

いる放射線エネルギー等について
（ ４ ）

」に基づく半

減期を用いて算出する。 

 Ｂ  ： ビルドアップ係数（－） 

ビルドアップ係数Ｂは，「放射線施設のしゃ

へい計算実務マニュアル
（ ５ ）

」に基づき，コンクリ

ート厚さから18とする。 

  𝜇𝜇′  ： コンクリートに対するガンマ線の線減弱 

係数（ｍ－１） 

コンクリートに対するガンマ線の線減弱係数

𝜇𝜇′は，「放射線施設のしゃへい計算実務マニュ

アル
（ ５ ）

」に基づき，11ｍ－１とする。 

 Ｘ
′
  ： コンクリート厚さ（ｍ） 

 Ｔ  ： 居住性に係る被ばく評価期間（ｓ） 

地表面への放射性エアロゾルの乾性沈着速度は，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－

4551－Ｖｏｌ．２
（ ６ ）

において推奨されている0.3ｃｍ／ｓを用いる。 

また，降雨による放射性エアロゾルの湿性沈着速度は，「発電用軽水

型原子炉施設周辺の線量目標値に対する評価 指針
（ ７ ）

」に，降水時の沈着

率が乾燥時の沈着率の２から３倍大きい値となると示されていること
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を考慮し，居住性に係る被ばく評価で用いる地表への沈着速度は，より

厳しい結果となるように乾性沈着速度の４倍とし，1.2ｃｍ／ｓとする。  
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添付資料６ 

エアロゾルの乾性沈着速度について 

 

エアロゾルの乾性沈着速度は，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－4551※1に基づき

0.3ｃｍ／ｓと設定した。ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－4551 に記載されている

エアロゾルの乾性沈着速度は，郊外を対象としており，郊外とは道路，

芝生及び木々で構成されるとしている。再処理施設の敷地内も同様の

構成であるため，この沈着速度が適用できると考えられる。また，Ｎ

ＵＲＥＧ／ＣＲ－4551 では 0.5μｍ～５μｍの粒径に対して検討さ

れているが，大気中への放出に至るまでの除去過程で，相対的に粒子

径の大きなエアロゾルは十分捕集され，放出はされにくいものと考え

られる。 

また，Ｗ．Ｇ．Ｎ．Ｓｌｉｎｎの検討 ※2によると，草や水，小石

といった様々な材質に対する粒径に応じた乾性沈着速度を整理して

おり，これによると 0.1μｍ～５μｍの粒径では沈着速度は 0.3ｃｍ

／ｓ程度（第１図）である。以上のことから，重大事故時の線量影響

評価におけるエアロゾルの乾性沈着速度として 0.3ｃｍ／ｓを適用で

きると判断した。 

なお，重大事故時の制御室及び緊急時対策所における居住性に係る被ば

く評価では，「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に対する評価

指針」（昭和 51 年９月 28 日 原子力委員会決定，一部改定 平成 13

年３月 29 日）における解説（葉菜上の放射性よう素の沈着率を考慮す

る際に，降水時における沈着率は，乾燥時の２～３倍大きい値となると

している）を踏まえ，湿性沈着を考慮した沈着速度として，保守的に乾

性沈着速度の４倍の 1.2ｃｍ／ｓを使用している。 
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第１図 様々な粒径における地表沈着速度(Nuclear Safety Vol.19※２) 

 

※1 J.L. Sprung 等：Evaluation of severe accident risk：
quantification of major input parameters, ＮＵＲＥＧ/ＣＲ
-4451 Vol.2 Rev.1 Part 7, 1990 

※2 W.G.N. Slinn ：Environmental Effects, Parameterizations for 
Resuspension and for Wet and Dry Deposition of Particles and 
Gases for Use in Radiation Dose. Calculations, Nuclear Safety 
Vol.19 No.2, 1978 
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添付資料７ 

実効放出継続時間の設定について 

 

大気拡散の評価に用いる実効放出継続時間は，大気中への放射性物

質の放出が 24 時間以上継続する事象は 24 時間，それ以外の事象は１

時間に設定する。 

このため，制御室の居住性に係る被ばく評価では，臨界事故，冷却

機能の喪失による蒸発乾固及び放射線分解により発生する水素による

爆発の３事象の実効放出継続時間を全て１時間とした。 

これらの算出根拠として，各事象の大気中への放射性物質の放出開

始時間及び放出終了時間を以下に示す。 

 ａ．臨界事故における主排気筒から大気中への放射性物質の放出開

始時間及び主排気筒から大気中への放射性物質の放出終了時間 

臨界事故の主排気筒から大気中への放射性物質の放出開始時間

は，臨界の発生から1時間後とする。これは，臨界事故の対策とし

て，廃ガス処理設備から1時間にわたって気体を貯留するため，そ

の期間は外部への放出はなく，１時間後に廃ガス処理設備を復旧し

た場合にはじめて放出に至るためである。 

臨界事故の主排気筒から大気中への放射性物質の放出終了時間

は，放出開始から１秒後とする。これは，実際には廃ガス処理設備

から小さい流量で放出されていくモードになることが考えられる

が，同設備の放射性物質が完全に放出されるまでの時間は機器内の

換気率に依存すること，また放射能濃度も定まらないことから，保

守的に設定するものである。 

 ｂ．地震を要因として発生が想定される事象の同時発生における主排
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気筒から大気中への放射性物質の放出開始時間及び主排気筒から

大気中への放射性物質の放出終了時間 

 (ａ) 冷却機能の喪失による蒸発乾固 

冷却機能の喪失から機器に内蔵する溶液が沸騰に至ることで，主

排気筒から大気中への放射性物質の放出が開始され，対策である冷

却コイルへの通水が開始するまで主排気筒から大気中への放射性

物質の放出が継続するものとする。 

具体的に，冷却機能の喪失から機器に内蔵する溶液が沸騰に至る

までの時間は，分離建屋の最も早い機器で15時間後，精製建屋の最

も早い機器で11時間後，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の最も

早い機器で19時間後，及び高レベル廃液ガラス固化建屋の最も早い

機器で23時間後とする。 

 (ｂ) 放射線分解により発生する水素による爆発 

水素掃気機能の喪失から機器内の水素濃度が未然防止濃度に到

達した後に直ちに着火及び水素 爆発 に至ることで主排気筒から大

気中への放射性物質の放出が開始される。主排気筒から大気中への

放射性物質の放出は瞬時に行われるものとし，主排気筒から大気中

への放射性物質の放出継続時間は１秒とする。 

水素掃気機能の喪失から機器内の水素濃度が未然防止濃度に到

達するまでの時間は，前処理建屋の最も早い機器で 76時間後，分

離建屋の最も早い機器で 14時間後，精製建屋の最も早い機器で 17

時間後，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の最も早い機器で 21時

間後及び高レベル廃液ガラス固化建屋の最も早い機器で 24時間後

とする。 
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添付資料８ 

重大事故等の発生時における制御室の居住性に係る被ばく評価の 

審査ガイドへの対応について 

 

重大事故の発生時における実施組織要員を対象として実施した制御室の

居住性に係る被ばく評価のうち，最も厳しい被ばく評価の結果を与える ，

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室を対象とした臨界事故に係

る評価について，「実用発電用原子炉に係る重大事故時の制御室及び緊急

時対策所の居住性に係る被ばく評価に関する審査ガイド」（平成 25 年６月

19 日 原規技発第 13061918 号 原子力規制委員会決定）（以下「審査ガ

イド」という。）への対応を第１表に示す。 
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第１表 中央制御室の居住性に係る被ばく評価の審査ガイドへの対応 

実用発電用原子炉に係る重大事故時の制御室及び緊急時対策所の 

居住性に係る被ばく評価に関する審査ガイド（抜粋） 

制御室の居住性に係る被ばく評価の 

審査ガイドへの対応 

１．目的等 

実用発電用原子炉に係る重大事故時の制御室及び緊急時対策所の居住性に係

る被ばく評価に関する審査ガイド（以下「審査ガイド」という。）は、実用発

電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈（原規技発第

1306194 号（平成２５年６月１９日原子力規制委員会決定）。以下「解釈」と

いう。）第５３条、第７４条及び第７６条の規定のうち、評価項目を満足する

ことを確認するための手法の妥当性を審査官が判断する際に、参考とするもの

である。 

申請者の用いた手法が本審査ガイドに沿った手法であれば、妥当なものと判

断される。申請者が異なる手法を用いた場合は、本審査ガイドを参考に個別に

判断する必要がある。 

なお、本審査ガイドは、技術的知見及び審査経験等に応じて、適宜見直すこ

ととする。 

 

制御室の居住性に係る被ばく評価は，発電用軽水型原子炉施設と

再処理施設で異なる点については個別に判断し，審査ガイドを参考

に実施している。 
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実用発電用原子炉に係る重大事故時の制御室及び緊急時対策所の 

居住性に係る被ばく評価に関する審査ガイド（抜粋） 

制御室の居住性に係る被ばく評価の 

審査ガイドへの対応 

３．制御室及び緊急時対策所の居住性に係る被ばく評価 

 

（解釈より抜粋） 

 

（再処理施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈（以

下「事業指定基準規則の解釈」という。）より抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

→事業指定基準規則の解釈のとおりとする。ただし，重大事故等の

発生時における制御室の運転員は，重大事故等が発生した場合に

対処するために必要な体制へ移行するため，実施組織要員と表記

する。 

第４４条（制御室） 
二 重大事故が発生した場合の制御室の居住性について、以

下に掲げる要件を満たすものをいう。 
① 本規程第２８条に規定する重大事故対策のうち、制

御室の運転員の被ばくの観点から結果が最も厳しくな

る事故を想定すること。 
② 運転員はマスクの着用を考慮しても良い。ただし、

その場合は、実施のための体制を整備すること。 
③ 交代要員体制を考慮しても良い。ただし、その場合

は、実施のための体制を整備すること。 
④ 判断基準は、運転員の実効線量が７日間で１００mSv

を超えないこと。 

（つづき） 

第７４条（原子炉制御室） 

１ 第７４条に規定する「運転員がとどまるために必要な設備」とは、

以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行う

ための設備をいう。 
ｂ）炉心の著しい損傷が発生した場合の原子炉制御室の居住性につ

いて、次の要件を満たすものであること。 

① 設置許可基準規則解釈第３７条の想定する格納容器破損モー

ドのうち、原子炉制御室の運転員の被ばくの観点から結果が最

も厳しくなる事故収束に成功した事故シーケンス（例えば、炉

心の著しい損傷の後、格納容器圧力逃がし装置等の格納容器破

損防止対策が有効に機能した場合）を想定すること。 
② 運転員はマスクの着用を考慮してもよい。ただしその場合は、

実施のための体制を整備すること。 
③ 交代要員体制を考慮してもよい。ただしその場合は、実施の

ための体制を整備すること。 
④ 判断基準は、運転員の実効線量が 7日間で 100mSv を超えない

こと。 
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実用発電用原子炉に係る重大事故時の制御室及び緊急時対策所の 

居住性に係る被ばく評価に関する審査ガイド（抜粋） 

制御室の居住性に係る被ばく評価の 

審査ガイドへの対応 

①制御室の居住性に係る被ばく評価では，臨界事故を制御室の実施

組織要員の被ばくの観点から結果が最も厳しくなる事故として想

定している。 

 

②重大事故等の発生時における実施組織要員は，マスクを着用しな

いものとしている。 

 

③重大事故等の発生時における実施組織要員は，交代を行わないも

のとしている。 

 

④臨界事故時の制御室における居住性に係る被ばく評価の結果は，

最大で約 0.003ｍＳｖであり，制御室にとどまる実施組織要員の

実効線量は７日間で 100ｍＳｖを超えない。 

（つづき） 
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実用発電用原子炉に係る重大事故時の制御室及び緊急時対策所の 

居住性に係る被ばく評価に関する審査ガイド（抜粋） 

制御室の居住性に係る被ばく評価の 

審査ガイドへの対応 

４．居住性に係る被ばく評価の標準評価手法 

 

４．１ 居住性に係る被ばく評価の手法及び範囲 

① 居住性に係る被ばく評価にあたっては最適評価手法を適用し、「4.2 

居住性に係る被ばく評価の共通解析条件」を適用する。ただし、保守的

な仮定及び条件の適用を否定するものではない。 

 

 

② 実験等を基に検証され、適用範囲が適切なモデルを用いる。 

 

 

 

③ 不確かさが大きいモデルを使用する場合や検証されたモデルの適用範

囲を超える場合には、感度解析結果等を基にその影響を適切に考慮する

。 

 

 

（１）被ばく経路 

原子炉制御室／緊急時制御室／緊急時対策所の居住性に係る被ばく評価

では、次の被ばく経路による被ばく線量を評価する。図 1に、原子炉制御室

の居住性に係る被ばく経路を、図 2に、緊急時制御室又は緊急時対策所の居

 

 

 

４．１① → 審査ガイドのとおり 

制御室の居住性に係る被ばく評価は，最適評価手法及び「４．

２ 居住性に係る被ばく評価の共通解析条件」を適用し実施して

いる。 

 

４．１② → 審査ガイドのとおり 

制御室の居住性に係る被ばく評価は，これまでの許認可で使用

したモデルに基づき実施している。 

 

４．１③ → 審査ガイドのとおり 

制御室の居住性に係る被ばく評価は，不確かさが大きいモデル

を使用せず，また検証されたモデルの適用範囲を超えて実施して

いない。 

 

４．１（１） → 審査ガイドのとおり 

制御室の居住性に係る被ばく評価は，図１の①～③の被ばく経

路を対象に実施している。また重大事故等の発生時における実施

組織要員は交代を行わないものとして評価するため，図１の④及

（つづき） 
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実用発電用原子炉に係る重大事故時の制御室及び緊急時対策所の 

居住性に係る被ばく評価に関する審査ガイド（抜粋） 

制御室の居住性に係る被ばく評価の 

審査ガイドへの対応 

住性に係る被ばく経路をそれぞれ示す。 

ただし、合理的な理由がある場合は、この経路によらないことができる。 

び⑤の被ばく経路は対象としていない。 

（つづき） 
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実用発電用原子炉に係る重大事故時の制御室及び緊急時対策所の 

居住性に係る被ばく評価に関する審査ガイド（抜粋） 

制御室の居住性に係る被ばく評価の 

審査ガイドへの対応 

① 原子炉建屋内の放射性物質からのガンマ線による原子炉制御室／緊急時

制御室／緊急時対策所内での被ばく 

原子炉建屋（二次格納施設（BWR 型原子炉施設）又は原子炉格納容器及

びアニュラス部（PWR 型原子炉施設））内の放射性物質から放射されるガ

ンマ線による原子炉制御室／緊急時制御室／緊急時対策所内での被ばく線

量を、次の二つの経路を対象に計算する。 

一 原子炉建屋内の放射性物質からのスカイシャインガンマ線による外部

被ばく 

二 原子炉建屋内の放射性物質からの直接ガンマ線による外部被ばく 

 

② 大気中へ放出された放射性物質による原子炉制御室／緊急時制御室／緊

急時対策所内での被ばく 

大気中へ放出された放射性物質から放射されるガンマ線による外部被ば

く線量を、次の二つの経路を対象に計算する。 

一 放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による外部被ばく（クラウド

シャイン） 

二 地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による外部被ばく（グラ

ンドシャイン） 

４．１（１）① → 審査ガイドのとおり 

制御室の居住性に係る被ばく評価は，臨界事故が発生する建屋

内の放射性物質から放射されるガンマ線，並びに臨界事故が発生

する機器内の溶液の核分裂により発生する中性子線及びガンマ線

による制御室内での外部被ばく線量を，臨界事故が発生する建屋

からのスカイシャイン線による外部被ばく及び臨界事故が発生す

る建屋からの直接線による外部被ばくの２つの被ばく経路を対象

に計算している。 

 

 

４．１（１）② → 審査ガイドのとおり 

制御室の居住性に係る被ばく評価は，主排気筒から大気中へ放

出された放射性物質から放出されるガンマ線による制御室内での

被ばく線量を，放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による外

部被ばく（クラウドシャイン）及び地表面に沈着した放射性物質

からのガンマ線による外部被ばく（グランドシャイン）の２つの

被ばく経路を対象に計算している。 

（つづき） 
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実用発電用原子炉に係る重大事故時の制御室及び緊急時対策所の 

居住性に係る被ばく評価に関する審査ガイド（抜粋） 

制御室の居住性に係る被ばく評価の 

審査ガイドへの対応 

③ 外気から取り込まれた放射性物質による原子炉制御室／緊急時制御室／

緊急時対策所内での被ばく 

原子炉制御室／緊急時制御室／緊急時対策所内に取り込まれた放射

性物質による被ばく線量を、次の二つの被ばく経路を対象にして計算す

る。 

なお、原子炉制御室／緊急時制御室／緊急時対策所内に取り込まれた

放射性物質は、室内に沈着せずに浮遊しているものと仮定して評価する

。 

一 原子炉制御室／緊急時制御室／緊急時対策所内へ外気から取り込

まれた放射性物質の吸入摂取による内部被ばく 

二 原子炉制御室／緊急時制御室／緊急時対策所内へ外気から取り込

まれた放射性物質からのガンマ線による外部被ばく 

４．１（１）③ → 審査ガイドのとおり 

制御室の居住性に係る被ばく評価は，外気から取り込まれた放

射性物質による制御室内での被ばく線量を,室内へ外気から取り

込まれた放射性物質の吸入摂取による内部被ばく及び室内へ外気

から取り込まれた放射性物質からのガンマ線による外部被ばくの

２つの被ばく経路を対象に計算している。 

（つづき） 
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実用発電用原子炉に係る重大事故時の制御室及び緊急時対策所の 

居住性に係る被ばく評価に関する審査ガイド（抜粋） 

制御室の居住性に係る被ばく評価の 

審査ガイドへの対応 

④ 原子炉建屋内の放射性物質からのガンマ線による入退域での被ばく 

原子炉建屋内の放射性物質から放射されるガンマ線による入退域での

被ばく線量を、次の二つの経路を対象に計算する。 

一 原子炉建屋内の放射性物質からのスカイシャインガンマ線による外

部被ばく 

二 原子炉建屋内の放射性物質からの直接ガンマ線による外部被ばく 

 

⑤ 大気中へ放出された放射性物質による入退域での被ばく 

大気中へ放出された放射性物質による被ばく線量を、次の三つの経路

を対象に計算する。 

一 放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による外部被ばく（クラウ

ドシャイン） 

二 地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による外部被ばく（グ

ランドシャイン） 

三 放射性物質の吸入摂取による内部被ばく 

４．１（１）④ → 図１の④は対象としない。 

重大事故等の発生時における実施組織要員は交代を行わないも

のとして評価するため，図１の④の被ばく経路は対象としていな

い。 

 

 

 

４．１（１）⑤ → 図１の⑤は対象としない。 

重大事故等の発生時における実施組織要員は交代を行わないも

のとして評価するため，図１の⑤の被ばく経路は対象としていな

い。 

（つづき） 
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審査ガイドへの対応 

（２）評価の手順 

原子炉制御室／緊急時制御室／緊急時対策所の居住性に係る被ばく評価

の手順を図 3に示す。 

 

a．原子炉制御室／緊急時制御室／緊急時対策所の居住性に係る被ばく評

価に用いるソースタームを設定する。 

・原子炉制御室の居住性に係る被ばく評価では､格納容器破損防止対策

の有効性評価（参 2）で想定する格納容器破損モードのうち､原子炉制御

室の運転員又は対策要員の被ばくの観点から結果が最も厳しくなる事

故収束に成功した事故シーケンス（この場合、格納容器破損防止対策

が有効に働くため、格納容器は健全である）のソースターム解析を基

に、大気中への放射性物質放出量及び原子炉施設内の放射性物質存在

量分布を設定する。 

・緊急時制御室又は緊急時対策所の居住性に係る被ばく評価では､放射

性物質の大気中への放出割合が東京電力株式会社福島第一原子力発

電所事故と同等と仮定した事故に対して、放射性物質の大気中への放

出割合及び炉心内蔵量から大気中への放射性物質放出量を計算する。 

また、放射性物質の原子炉格納容器内への放出割合及び炉心内蔵量

から原子炉施設内の放射性物質存在量分布を設定する。 

４．１（２） → 審査ガイドのとおり 

制御室の居住性に係る被ばく評価は，図３の手順に基づいて評

価している。 

 

４．１（２）ａ． → 審査ガイドの趣旨に基づき設定 

制御室の居住性に係る被ばく評価に用いる主排気筒から大気中

への放射性物質の放出量は，重大事故等の対策の有効性評価に基

づいた主排気筒から大気中への放射性物質の放出量としている。 

 

（つづき） 
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制御室の居住性に係る被ばく評価の 

審査ガイドへの対応 

b．原子炉施設敷地内の年間の実気象データを用いて、大気拡散を計算し

て相対濃度及び相対線量を計算する。 

 

 

 

 

c．原子炉施設内の放射性物質存在量分布から原子炉建屋内の線源強度を

計算する。 

４．１（２）ｂ． → 審査ガイドのとおり 

制御室の居住性に係る被ばく評価に用いる相対濃度及び相対線

量は，再処理施設の敷地内における地上高 146ｍ（標高 205ｍ）

における平成25年４月から平成26年３月までの１年間の観測資

料を用いて計算している。 

 

４．１（２）ｃ． → 審査ガイドのとおり 

機器外に放出される可能性がある放射性物質の線源強度は，よ

り厳しい結果となるように，臨界事故が発生する建屋の制御室か

ら最も近い壁の内側に一点で接する体積線源として計算している。 

（つづき） 
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審査ガイドへの対応 

d．原子炉制御室／緊急時制御室／緊急時対策所内での運転員又は対策要

員の被ばく線量を計算する。 

・上記 cの結果を用いて、原子炉建屋内の放射性物質からのガンマ線（

スカイシャインガンマ線、直接ガンマ線）による被ばく線量を計算す

る。 

 

・上記 a及び bの結果を用いて、大気中へ放出された放射性物質及び地

表面に沈着した放射性物質のガンマ線による外部被ばく線量を計算す

る。 

 

・上記 a及び bの結果を用いて、原子炉制御室／緊急時制御室／緊急時

対策所内に外気から取り込まれた放射性物質による被ばく線量（ガン

マ線による外部被ばく及び吸入摂取による内部被ばく）を計算する。 

 

e．上記 dで計算した線量の合計値が、判断基準を満たしているかどうか

を確認する。 

４．１（２）ｄ． → 審査ガイドのとおり 

 

前項cの結果並びに核分裂により発生する中性子線及びガンマ

線の線源強度を用いて，臨界事故が発生する建屋からの放射線に

よる制御室内での被ばく線量を計算している。 

 

前項 a及び bの結果を用いて，主排気筒から大気中へ放出され

た放射性物質及び地表面に沈着した放射性物質のガンマ線による

外部被ばく線量を計算している。 

 

前項 a及び bの結果を用いて，制御室内に外気から取り込まれ

た放射性物質による被ばく線量（ガンマ線による外部被ばく及び

吸入摂取による内部被ばく）を計算している。 

 

４．１（２）ｅ． → 審査ガイドのとおり 

前項ｄで計算した被ばく線量の合計値が，判断基準（運転員の

実効線量が７日間で１００mSv を超えないこと）を満足している

ことを確認している。 

（つづき） 
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制御室の居住性に係る被ばく評価の 

審査ガイドへの対応 

４．２ 居住性に係る被ばく評価の共通解析条件 

（１）沈着・除去等 

a．原子炉制御室／緊急時制御室／緊急時対策所の非常用換気空調設備フ

ィルタ効率 

ヨウ素類及びエアロゾルのフィルタ効率は、使用条件での設計値を基

に設定する。 

なお、フィルタ効率の設定に際し、ヨウ素類の性状を適切に考慮する

。 

 

b．空気流入率 

既設の場合では、空気流入率は、空気流入率測定試験結果を基に設定

する。 

新設の場合では、空気流入率は、設計値を基に設定する。（なお、原

子炉制御室／緊急時制御室／緊急時対策所設置後、設定値の妥当性を空

気流入率測定試験によって確認する。） 

 

４．２（１）ａ． → 審査ガイドのとおり 

中央制御室並びに使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御

室のそれぞれの換気設備の高性能粒子フィルタの放射性エアロゾ

ルの除去効率は，設計上期待できる 99.9％を用いている。 

放射性ヨウ素の形態についてはより厳しい結果となるように無

機ヨウ素とし,高性能粒子フィルタによって除去されないことと

している。 

 

４．２（１）ｂ． → 審査ガイドのとおり 

外気との連絡口以外の経路から換気設備の高性能粒子フィルタ

を経由せずに制御室に流入する放射性物質を含む空気の流入率

は，「原子力発電所中央制御室の居住性に係る被ばく評価手法に

ついて（内規）」（平成 21・07・27 原院第１号）の「別添資料 

原子力発電所の中央制御室の空気流入率測定試験手法」に準拠し

実施した試験結果から，バウンダリ体積換気率換算で１回／ｈと

している。 

（つづき） 
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審査ガイドへの対応 

（２）大気拡散 

a．放射性物質の大気拡散 

・放射性物質の空気中濃度は、放出源高さ及び気象条件に応じて、空間

濃度分布が水平方向及び鉛直方向ともに正規分布になると仮定したガ

ウスプルームモデルを適用して計算する。 

なお、三次元拡散シミュレーションモデルを用いてもよい。 

 

・風向、風速、大気安定度及び降雨の観測項目を、現地において少なく

とも 1年間観測して得られた気象資料を大気拡散式に用いる。 

 

 

・ガウスプルームモデルを適用して計算する場合には、水平及び垂直方

向の拡散パラメータは、風下距離及び大気安定度に応じて、気象指針

（参 3）における相関式を用いて計算する。 

 

・原子炉制御室／緊急時制御室／緊急時対策所の居住性評価で特徴的な

放出点から近距離の建屋の影響を受ける場合には、建屋による巻き込

み現象を考慮した大気拡散による拡散パラメータを用いる。 

 

４．２（２）ａ． → 審査ガイドのとおり 

放射性物質の空気中濃度は，ガウスプルームモデルを適用して

計算している。 

 

 

 

再処理施設の敷地内における地上高 146ｍ（標高 205ｍ）にお

ける平成25年４月から平成26年３月までの１年間の観測資料を

大気拡散式に用いている。 

 

水平及び垂直方向の拡散パラメータは，風下距離及び大気安定

度に応じて，気象指針における相関式を用いて計算している。 

 

 

制御室の居住性に係る被ばく評価では，主排気筒から大気中へ

の放射性物質の特徴的な放出点から近距離の建屋の影響を受けな

いため，建屋による巻き込み現象を考慮していない。 

（つづき） 
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・原子炉建屋の建屋後流での巻き込みが生じる場合の条件については、

放出点と巻き込みが生じる建屋及び評価点との位置関係について、次

に示す条件すべてに該当した場合、放出点から放出された放射性物質

は建屋の風下側で巻き込みの影響を受け拡散し、評価点に到達するも

のとする。 

一 放出点の高さが建屋の高さの 2.5 倍に満たない場合 

二 放出点と評価点を結んだ直線と平行で放出点を風下とした風向n

について、放出点の位置が風向 nと建屋の投影形状に応じて定ま

る一定の範囲（図 4の領域 An）の中にある場合 

三 評価点が、巻き込みを生じる建屋の風下側にある場合 

上記の三つの条件のうちの一つでも該当しない場合には、建

屋の影響はないものとして大気拡散評価を行うものとする（参

4）。 

・原子炉制御室／緊急時制御室／緊急時対策所の居住性に係る被ばく評

価では、建屋の風下後流側での広範囲に及ぶ乱流混合域が顕著である

ことから、放射性物質濃度を計算する当該着目方位としては、放出源

と評価点とを結ぶラインが含まれる１方位のみを対象とするのではな

く、図 5に示すように、建屋の後流側の拡がりの影響が評価点に及ぶ

可能性のある複数の方位を対象とする。 

・放射性物質の大気拡散の詳細は、「原子力発電所中央制御室の居住性

に係る被ばく評価手法について（内規）」（参 1）による。 

制御室の居住性に係る被ばく評価における大気中への放射性物

質の放出点は主排気筒であり，条件一が該当しないことから建

屋による巻き込み現象を考慮していない。 

大気中への放射性物質の放出点となる主排気筒の高さが約150

ｍであることに対して，再処理工場の建屋高さは 30ｍ程度であ

り，大気中への放射性物質の放出点の高さは建屋の高さの 2.5 倍

を超える。 

（つづき） 
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b．建屋による巻き込みの評価条件 

・巻き込みを生じる代表建屋 

1) 原子炉建屋の近辺では、隣接する複数の建屋の風下側で広く巻

き込みによる拡散が生じているものとする。 

2) 巻き込みを生じる建屋として、原子炉格納容器、原子炉建屋、

原子炉補助建屋、タービン建屋、コントロ－ル建屋及び燃料取

り扱い建屋等、原則として放出源の近隣に存在するすべての建

屋が対象となるが、巻き込みの影響が最も大きいと考えられる

一つの建屋を代表建屋とすることは、保守的な結果を与える。 

・放射性物質濃度の評価点 

1) 原子炉制御室／緊急時制御室／緊急時対策所が属する建屋の

代表面の選定 

原子炉制御室／緊急時制御室／緊急時対策所内 には

、次の i)又はⅱ)によって、原子炉制御室／緊急時制御室／緊

急時対策所が属する建屋の表面から放射性物質が侵入するとす

る。 

i) 事故時に外気取入を行う場合は、主に給気口を介しての

外気取入及び室内への直接流入 

ⅱ) 事故時に外気の取入れを遮断する場合は、室内への直接

流入 

４．２（２）a．に記載のとおり，該当しない。 

（つづき） 
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2) 建屋による巻き込みの影響が生じる場合、原子炉制御室／緊急

時制御室／緊急時対策所が属する建屋の近辺ではほぼ全般にわ

たり、代表建屋による巻き込みによる拡散の効果が及んでいる

と考えられる。 

このため、原子炉制御室／緊急時制御室／緊急時対策所換

気空調設備の非常時の運転モードに応じて、次の i)又はⅱ)

によって、原子炉制御室／緊急時制御室／緊急時対策所が属

する建屋の表面の濃度を計算する。 

i) 評価期間中も給気口から外気を取入れることを前提とす

る場合は、給気口が設置されている原子炉制御室／緊急

時制御室／緊急時対策所が属する建屋の表面とする。 

ⅱ) 評価期間中は外気を遮断することを前提とする場合は、

原子炉制御室／緊急時制御室／緊急時対策所が属する建

屋の各表面（屋上面又は側面）のうちの代表面（代表評

価面）を選定する。 

４．２（２）a．に記載のとおり，該当しない。 

（つづき） 
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3) 代表面における評価点 

ⅰ) 建屋の巻き込みの影響を受ける場合には、原子炉制御室

／緊急時制御室／緊急時対策所の属する建屋表面での濃

度は風下距離の依存性は小さくほぼ一様と考えられるの

で、評価点は厳密に定める必要はない。 

屋上面を代表とする場合、例えば原子炉制御室／緊急時

制御室／緊急時対策所の中心点を評価点とするのは妥当で

ある。 

ⅱ) 代表評価面を、原子炉制御室／緊急時制御室／緊急時対策

所が属する建屋の屋上面とすることは適切な選定である。

また、原子炉制御室／緊急時制御室／緊急時対策所が屋上

面から離れている場合は、原子炉制御室／緊急時制御室／

緊急時対策所が属する建屋の側面を代表評価面として、そ

れに対応する高さでの濃度を対で適用することも適切であ

る。 

ⅲ) 屋上面を代表面とする場合は、評価点として原子炉制御室

／緊急時制御室／緊急時対策所の中心点を選定し、対応す

る風下距離から拡散パラメ－タを算出してもよい。 

またσy＝0及びσz＝0として、σy0、σz0 の値を適用

してもよい。 

４．２（２）a．に記載のとおり，該当しない。 

（つづき） 
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実用発電用原子炉に係る重大事故時の制御室及び緊急時対策所の 

居住性に係る被ばく評価に関する審査ガイド（抜粋） 

制御室の居住性に係る被ばく評価の 

審査ガイドへの対応 

・着目方位 

1) 原子炉制御室／緊急時制御室／緊急時対策所の被ばく評価の計算

では、代表建屋の風下後流側での広範囲に及ぶ乱流混合域が顕著であ

ることから、放射性物質濃度を計算する当該着目方位としては、放出

源と評価点とを結ぶラインが含まれる１方位のみを対象とするのでは

なく、図 5に示すように、代表建屋の後流側の拡がりの影響が評価点

に及ぶ可能性のある複数の方位を対象とする。 

評価対象とする方位は、放出された放射性物質が建屋の影響を受け

て拡散すること及び建屋の影響を受けて拡散された放射性物質が評価

点に届くことの両方に該当する方位とする。 

具体的には、全 16方位について以下の三つの条件に該当する方位

を選定し、すべての条件に該当する方位を評価対象とする。 

i）  放出点が評価点の風上にあること。 

ⅱ） 放出点から放出された放射性物質が、建屋の風下側に巻き込

まれるような範囲に、評価点が存在すること。この条件に該当す

る風向の方位ｍ１の選定には、図 6のような方法を用いること

ができる。図 6 の対象となる二つの風向の方位の範囲ｍ１Ａ、

ｍ１Ｂのうち、放出点が評価点の風上となるどちらか一方の

範囲が評価の対象となる。放出点が建屋に接近し、0.5Ｌの拡

散領域(図 6のハッチング部分)の内部にある場合は、風向の方

位ｍ１は放出点が評価点の風上となる 180°が対象となる。 

４．２（２）a．に記載のとおり，該当しない。 

（つづき） 



 

補 2-10-添 8-20 

実用発電用原子炉に係る重大事故時の制御室及び緊急時対策所の 

居住性に係る被ばく評価に関する審査ガイド（抜粋） 

制御室の居住性に係る被ばく評価の 

審査ガイドへの対応 

ⅲ） 建屋の風下側で巻き込まれた大気が評価点に到達すること。

この条件に該当する風向の方位ｍ２の選定には、図 7に示す

方法を用いることができる。評価点が建屋に接近し、0.5Ｌの

拡散領域(図 7のハッチング部分)の内部にある場合は、風向の

方位ｍ２は放出点が評価点の風上となる 180°が対象となる。 

図 6及び図 7は、断面が円筒形状の建屋を例として示しているが、

断面形状が矩形の建屋についても、同じ要領で評価対象の方位を決定

することができる。 

建屋の影響がある場合の評価対象方位選定手順を、図 8に示す。 

４．２（２）a．に記載のとおり，該当しない。 

（つづき） 
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実用発電用原子炉に係る重大事故時の制御室及び緊急時対策所の 

居住性に係る被ばく評価に関する審査ガイド（抜粋） 

制御室の居住性に係る被ばく評価の 

審査ガイドへの対応 

2) 具体的には、図 9のとおり、原子炉制御室／緊急時制御室／緊急時

対策所が属する建屋表面において定めた評価点から、原子炉施設の

代表建屋の水平断面を見込む範囲にあるすべての方位を定める。 

幾何学的に建屋群を見込む範囲に対して、気象評価上の方位との

ずれによって、評価すべき方位の数が増加することが考えられるが

、この場合、幾何学的な見込み範囲に相当する適切な見込み方位の

設定を行ってもよい。 

・建屋投影面積 

1) 図 10 に示すとおり、風向に垂直な代表建屋の投影面積を求め、放

射性物質の濃度を求めるために大気拡散式の入力とする。 

2) 建屋の影響がある場合の多くは複数の風向を対象に計算する必要が

あるので、風向の方位ごとに垂直な投影面積を求める。ただし

、対象となる複数の方位の投影面積の中で、最小面積を、すべての

方位の計算の入力として共通に適用することは、合理的であり保守

的である。 

3) 風下側の地表面から上側の投影面積を求め大気拡散式の入力とする

。方位によって風下側の地表面の高さが異なる場合は、方位

ごとに地表面高さから上側の面積を求める。また、方位によって、

代表建屋とは別の建屋が重なっている場合でも、原則地表面から上

側の代表建屋の投影面積を用いる。 

４．２（２）a．に記載のとおり，該当しない。 

（つづき） 
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実用発電用原子炉に係る重大事故時の制御室及び緊急時対策所の 

居住性に係る被ばく評価に関する審査ガイド（抜粋） 

制御室の居住性に係る被ばく評価の 

審査ガイドへの対応 

c．相対濃度及び相対線量 

・相対濃度は、短時間放出又は長時間放出に応じて、毎時刻の気象項

目と実効的な放出継続時間を基に評価点ごとに計算する。 

 

 

 

 

 

 

・相対線量は、放射性物質の空間濃度分布を算出し、これをガンマ線

量計算モデルに適用して評価点ごとに計算する。 

 

 

・評価点の相対濃度又は相対線量は、毎時刻の相対濃度又は相対線量

を年間について小さい方から累積した場合、その累積出現頻度が 97%

に当たる値とする。 

 

 

・相対濃度及び相対線量の詳細は、「原子力発電所中央制御室の居住

性に係る被ばく評価手法について（内規）」（参 1）による。 

 

４．２（２）c． → 審査ガイドのとおり 

制御室の居住性に係る被ばく評価に用いる相対濃度は，毎時刻

の気象項目（風向，風速及び大気安定度）及び主排気筒から大気

中への放射性物質の実効放出継続時間を基に，主排気筒から大気

中への放射性物質の短時間放出の式を適用し，評価している｡ 

主排気筒から大気中への放射性物質の実効放出継続時間は，大

気中への放射性物質の放出が 24 時間以上継続する事象は 24時

間,それ以外の事象は１時間とし，臨界事故は１時間とする。 

 

制御室の居住性に係る被ばく評価に用いる相対線量は，放射性

物質の空間濃度分布を算出し，これをガンマ線量計算モデルに適

用して計算している。 

 

制御室の居住性に係る被ばく評価に用いる相対濃度及び相対線

量は，毎時刻の相対濃度又は相対線量を年間について小さい方か

ら累積した場合，その累積出現頻度が 97％に当たる値としてい

る。 

 

制御室の居住性に係る被ばく評価に用いる相対濃度及び相対線

量の詳細は，「原子力発電所中央制御室の居住性に係る被ばく評

価手法について（内規）」に基づいて評価している。 

（つづき） 
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実用発電用原子炉に係る重大事故時の制御室及び緊急時対策所の 

居住性に係る被ばく評価に関する審査ガイド（抜粋） 

制御室の居住性に係る被ばく評価の 

審査ガイドへの対応 

 

d．地表面への沈着 

放射性物質の地表面への沈着評価では、地表面への乾性沈着及び降雨

による湿性沈着を考慮して地表面沈着濃度を計算する。 

 

４．２（２）ｄ． → 審査ガイドのとおり 

地表面への放射性エアロゾルの乾性沈着速度は，ＮＵＲＥＧ／

ＣＲ－4551－Ｖｏｌ．２において推奨されている 0.3ｃｍ／ｓを

用いる。 

また，降雨による放射性エアロゾルの湿性沈着速度は，「発電

用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に対する評価指針」に，降

水時の沈着率が乾燥時の沈着率の２から３倍大きい値となると示

されていることを考慮し，居住性に係る被ばく評価で用いる地表

への沈着速度は，より厳しい結果となるように乾性沈着速度の４

倍とし，1.2ｃｍ／ｓとしている。 

（つづき） 
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実用発電用原子炉に係る重大事故時の制御室及び緊急時対策所の 

居住性に係る被ばく評価に関する審査ガイド（抜粋） 

制御室の居住性に係る被ばく評価の 

審査ガイドへの対応 

e．原子炉制御室／緊急時制御室／緊急時対策所内の放射性物質濃度 

・原子炉制御室／緊急時制御室／緊急時対策所の建屋の表面空気中か

ら、次の二つの経路で放射性物質が外気から取り込まれることを仮定

する。 

一 原子炉制御室／緊急時制御室／緊急時対策所の非常用換気空

調設備によって室内に取り入れること（外気取入） 

二 原子炉制御室／緊急時制御室／緊急時対策所内に直接流入す

ること（空気流入） 

 

・原子炉制御室／緊急時制御室／緊急時対策所内の雰囲気中で放射性

物質は、一様混合すると仮定する。 

なお、原子炉制御室／緊急時制御室／緊急時対策所内に取り込まれ

た放射性物質は、室内に沈着せずに浮遊しているものと仮定する｡ 

 

・原子炉制御室／緊急時制御室／緊急時対策所内への外気取入による

放射性物質の取り込みについては、非常用換気空調設備の設計及び

運転条件に従って計算する。 

 

・原子炉制御室／緊急時制御室／緊急時対策所内に取り込まれる放射

性物質の空気流入量は、空気流入率及び原子炉制御室／緊急時制御

室／緊急時対策所バウンダリ体積（容積）を用いて計算する。 

４．２（２）ｅ． → 審査ガイドの趣旨に基づいて設定 

制御室の居住性に係る被ばく評価の評価期間中は，換気設備の

平常運転時の運転モードを継続することとし，一及び二の経路で

放射性物質が外気から取り込まれることを仮定する。 

 

 

 

 

 

制御室の居住性に係る被ばく評価では，制御室内では放射性物

質は一様混合するものとし，制御室内での放射性物質は沈着せず

に浮遊しているものと仮定している。 

 

 

制御室の居住性に係る被ばく評価では，換気設備の平常運転に

よる放射性物質の取り込みについては，換気空調設備の設計及び

運転条件に従って計算している。 

 

制御室の居住性に係る被ばく評価に用いる空気流入量は，空気

流入率及びバウンダリ体積を用いて計算している。 

（つづき） 
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実用発電用原子炉に係る重大事故時の制御室及び緊急時対策所の 

居住性に係る被ばく評価に関する審査ガイド（抜粋） 

制御室の居住性に係る被ばく評価の 

審査ガイドへの対応 

（３）線量評価 

a．放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による原子炉制御室／緊急時

制御室／緊急時対策所内での外部被ばく（クラウドシャイン） 

・放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による外部被ばく線量は、空

気中時間積分濃度及びクラウドシャインに対する外部被ばく線量換算

係数の積で計算する。 

 

 

・原子炉制御室／緊急時制御室／緊急時対策所内にいる運転員又は対策

要員に対しては、原子炉制御室／緊急時制御室／緊急時対策所の建屋

によって放射線が遮へいされる低減効果を考慮する。 

 

b．地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による原子炉制御室／緊

急時制御室／緊急時対策所内での外部被ばく（グランドシャイン） 

・地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による外部被ばく線量は

、地表面沈着濃度及びグランドシャインに対する外部被ばく線量換算

係数の積で計算する。 

 

４．２（３）ａ． → 審査ガイドのとおり 

 

制御室の居住性に係る被ばく評価における放射性雲中の放射性

物質からのガンマ線による外部被ばく線量は，空気中濃度及びク

ラウドシャインに対する外部被ばく線量換算係数の積で計算した

線量率を積分して計算している。 

 

制御室にとどまる実施組織要員に対しては，遮蔽効果として外

壁は厚さ１ｍのコンクリートを考慮している｡ 

 

 

４．２（３）ｂ． → 審査ガイドのとおり 

 

制御室の居住性に係る被ばく評価における地表面に沈着した放

射性物質からのガンマ線による外部被ばく線量は，地表面沈着濃

度及びグランドシャインに対する外部被ばく線量換算係数の積で

計算している。 

（つづき） 
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実用発電用原子炉に係る重大事故時の制御室及び緊急時対策所の 

居住性に係る被ばく評価に関する審査ガイド（抜粋） 

制御室の居住性に係る被ばく評価の 

審査ガイドへの対応 

・原子炉制御室／緊急時制御室／緊急時対策所内にいる運転員又は対策要

員に対しては、原子炉制御室／緊急時制御室／緊急時対策所の建屋によ

って放射線が遮へいされる低減効果を考慮する。 

 

c．原子炉制御室／緊急時制御室／緊急時対策所内へ外気から取り込まれ

た放射性物質の吸入摂取による原子炉制御室／緊急時制御室／緊急時

対策所内での内部被ばく 

・原子炉制御室／緊急時制御室／緊急時対策所内へ外気から取り込まれ

た放射性物質の吸入摂取による内部被ばく線量は、室内の空気中時間

積分濃度、呼吸率及び吸入による内部被ばく線量換算係数の積で計算

する。 

 

・なお、原子炉制御室／緊急時制御室／緊急時対策所内に取り込まれた

放射性物質は、室内に沈着せずに浮遊しているものと仮定する。 

 

 

・原子炉制御室／緊急時制御室／緊急時対策所内でマスク着用を考慮す

る。その場合は、マスク着用を考慮しない場合の評価結果も提出を求

める。 

制御室にとどまる実施組織要員に対しては，遮蔽効果として外

壁は厚さ１ｍのコンクリートを考慮している｡ 

 

 

４．２（３）ｃ． → 審査ガイドのとおり 

 

 

制御室の居住性に係る被ばく評価における室内へ外気から取り

込まれた放射性物質の吸入摂取による内部被ばく線量は，制御室

内の空気中時間積分濃度，呼吸率及び吸入による内部被ばく線量

換算係数の積で計算している｡ 

 

制御室の居住性に係る被ばく評価では，制御室内では放射性物

質は一様混合するものとし，制御室内での放射性物質は沈着せず

浮遊しているものとしている。 

 

重大事故等の発生時における実施組織要員は，マスクを着用し

ないものとしている。 

（つづき） 
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実用発電用原子炉に係る重大事故時の制御室及び緊急時対策所の 

居住性に係る被ばく評価に関する審査ガイド（抜粋） 

制御室の居住性に係る被ばく評価の 

審査ガイドへの対応 

d．原子炉制御室／緊急時制御室／緊急時対策所内へ外気から取り込まれ

た放射性物質のガンマ線による外部被ばく 

・原子炉制御室／緊急時制御室／緊急時対策所内へ外気から取り込まれ

た放射性物質からのガンマ線による外部被ばく線量は、室内の空気中

時間積分濃度及びクラウドシャインに対する外部被ばく線量換算係数

の積で計算する。 

・なお、原子炉制御室／緊急時制御室／緊急時対策所内に取り込まれた

放射性物質は、c項の内部被ばく同様、室内に沈着せずに浮遊してい

るものと仮定する。 

 

e．放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による入退域での外部被ばく

（クラウドシャイン） 

・放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による外部被ばく線量は、空

気中時間積分濃度及びクラウドシャインに対する外部被ばく線量換算

係数の積で計算する。 

 

f．地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による入退域での外部被

ばく（グランドシャイン） 

・地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による外部被ばく線量は、

地表面沈着濃度及びグランドシャインに対する外部被ばく線量換算係

数の積で計算する。 

４．２（３）ｄ． → 審査ガイドのとおり 

 

制御室の居住性に係る被ばく評価における室内へ外気から取り

込まれた放射性物質からのガンマ線による外部被ばく線量は，制

御室内の空気中時間積分濃度及びクラウドシャインに対する外部

被ばく線量換算係数の積で計算している。 

制御室の居住性に係る被ばく評価では，制御室内では放射性物

質は一様混合するものとし，制御室内での放射性物質は沈着せず

浮遊しているものとしている。 

 

４．２（３）ｅ． → 評価の対象としない。 

重大事故等の発生時における実施組織要員は交代を行わないも

のとして評価するため，ｅ．の被ばく経路は対象としていない｡ 

 

 

 

４．２（３）ｆ． → 評価の対象としない。 

重大事故等の発生時における実施組織要員は交代を行わないも

のとして評価するため，ｆ．の被ばく経路は対象としていない｡ 

（つづき） 
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g．放射性物質の吸入摂取による入退域での内部被ばく 

・放射性物質の吸入摂取による内部被ばく線量は、入退域での空気中時

間積分濃度、呼吸率及び吸入による内部被ばく線量換算係数の積で計

算する。 

・入退域での放射線防護による被ばく低減効果を考慮してもよい。 

 

h.被ばく線量の重ね合わせ 

・同じ敷地内に複数の原子炉施設が設置されている場合、全原子炉施設

について同時に事故が起きたと想定して評価を行うが、各原子炉施設

から被ばく経路別に個別に評価を実施して、その結果を合算すること

は保守的な結果を与える。原子炉施設敷地内の地形や、原子炉施設と

評価対象位置の関係等を考慮した、より現実的な被ばく線量の重ね合

わせ評価を実施する場合はその妥当性を説明した資料の提出を求める

。 

４．２（３）ｇ． → 評価の対象としない。 

重大事故等の発生時における実施組織要員は交代を行わないも

のとして評価するため，ｇ．の被ばく経路は対象としていない｡ 

 

 

 

４．２（３）ｈ． → 審査ガイドの趣旨に基づき設定 

臨界事故は設計上定める条件より厳しい条件における 内的 事

象を起因とするため，複数の機器が同時に臨界となることは想定

しない。 

（つづき） 
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４．３ 原子炉制御室の居住性に係る被ばく評価の主要解析条件等 

（１）ソースターム 

a．原子炉格納容器内への放出割合 

・原子炉格納容器内への放射性物質の放出割合は、4.1（2）a で選定し

た事故シーケンスのソースターム解析結果を基に設定する。 

・希ガス類、ヨウ素類、Cs 類、Te類、Ba類、Ru類、Ce類及び La 類を

考慮する。 

・なお、原子炉格納容器内への放出割合の設定に際し、ヨウ素類の性状

を適切に考慮する。 

b．原子炉格納容器内への放出率 

・原子炉格納容器内への放射性物質の放出率は､4.1（2）a で選定した

事故シーケンスのソースターム解析結果を基に設定する｡ 

 

（２）非常用電源 

非常用電源の作動については、4.1（2）aで選定した事故シーケンスの事

故進展解析条件を基に設定する。ただし、代替交流電源からの給電を考慮す

る場合は、給電までに要する余裕時間を見込むこと。 

 

４．３（１） → 審査ガイドの趣旨に基づき設定 

制御室の居住性に係る被ばく評価に用いる主排気筒から大気中

への放射性物質の放出量は，重大事故等の対策の有効性評価に基

づいた主排気筒から大気中への放射性物質の放出量としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．３（２） → 審査ガイドのとおり 

臨界事故時の制御室の居住性に係る被ばく評価では，臨界事故は

設計上定める条件より厳しい条件における内的事象を起因とし，

電源の喪失は想定しないことから非常用電源の作動は考慮しない。 

（つづき） 
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（３）沈着・除去等 

a．非常用ガス処理系（BWR）又はアニュラス空気浄化設備（PWR） 

非常用ガス処理系（BWR）又はアニュラス空気浄化設備（PWR）の作動

については、4.1（2）a で選定した事故シーケンスの事故進展解析条件

を基に設定する。 

b．非常用ガス処理系（BWR）又はアニュラス空気浄化設備（PWR）フィル

タ効率 

ヨウ素類及びエアロゾルのフィルタ効率は、使用条件での設計値を基

に設定する。 

なお、フィルタ効率の設定に際し、ヨウ素類の性状を適切に考慮する

。 

c．原子炉格納容器スプレイ 

原子炉格納容器スプレイの作動については、4.1（2）aで選定した事

故シーケンスの事故進展解析条件を基に設定する。 

d．原子炉格納容器内の自然沈着 

原子炉格納容器内の自然沈着率については、実験等から得られた適切

なモデルを基に設定する。 

e．原子炉格納容器漏えい率 

原子炉格納容器漏えい率は、4.1（2）aで選定した事故シーケンスの

事故進展解析結果を基に設定する。 

４．３（３）ａ．～ｅ． → 審査ガイドの趣旨に基づき設定 

臨界事故時の制御室の居住性に係る被ばく評価では，臨界事故

が発生する建屋の換気系統のフィルタ効率及び配管経路における

慣性沈着割合は，臨界事故の対策に対する有効性評価における評

価条件を用いている。 

（つづき） 
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審査ガイドへの対応 

f．原子炉制御室の非常用換気空調設備 

原子炉制御室の非常用換気空調設備の作動については、非常用電源の

作動状態を基に設定する。 

４．３（３）ｆ． → 審査ガイドのとおり 

臨界事故時の制御室の居住性に係る被ばく評価では，より厳しい

結果となるように，事故時の運転モードは考慮せず，平常運転時

の運転モードが継続するものとしている。 

（つづき） 
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（４）大気拡散 

a．放出開始時刻及び放出継続時間 

放射性物質の大気中への放出開始時刻及び放出継続時間は、4.1（2）

a で選定した事故シーケンスのソースターム解析結果を基に設定する。 

 

 

b．放出源高さ 

放出源高さは、4.1（2）aで選定した事故シーケンスに応じた放出口

からの放出を仮定する。4.1（2）a で選定した事故シーケンスのソース

ターム解析結果を基に、放出エネルギーを考慮してもよい。 

 

４．３（４）ａ． → 審査ガイドのとおり 

放射性物質の主排気筒から大気中への放出開始時間及び放射性

物質の主排気筒から大気中への放出継続時間は，臨界事故の対策

に対する有効性評価における評価条件を基に設定している。 

 

４．３（４）ｂ． → 審査ガイドのとおり 

制御室の居住性に係る被ばく評価における大気中への放射性物

質の放出源は，主排気筒（約 150ｍ）としている。 

（つづき） 
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（５）線量評価 

a．原子炉建屋内の放射性物質からのガンマ線による原子炉制御室内での

外部被ばく 

・4.1（2）a で選定した事故シーケンスのソースターム解析結果を基に

、想定事故時に原子炉格納容器から原子炉建屋内に放出された放射性

物質を設定する。この原子炉建屋内の放射性物質をスカイシャインガ

ンマ線及び直接ガンマ線の線源とする。 

・原子炉建屋内の放射性物質は、自由空間容積に均一に分布するものと

して、事故後 7日間の積算線源強度を計算する。 

・原子炉建屋内の放射性物質からのスカイシャインガンマ線及び直接ガ

ンマ線による外部被ばく線量は、積算線源強度、施設の位置、遮へい

構造及び地形条件から計算する。 

 

b．原子炉建屋内の放射性物質からのガンマ線による入退域での外部被ば

く 

・スカイシャインガンマ線及び直接ガンマ線の線源は、上記 aと同様に

設定する。 

・積算線源強度、原子炉建屋内の放射性物質からのスカイシャインガン

マ線及び直接ガンマ線による外部被ばく線量は、上記 aと同様の条件

で計算する。 

 

４．３（５）ａ． → 審査ガイドのとおり 

機器外に放出される可能性がある放射性物質の線源強度は，よ

り厳しい結果となるように臨界事故が発生する建屋の制御室から

最も近い壁の内側に一点で接する体積線源として計算している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．３（５）ｂ． → 評価の対象としない。 

 

重大事故等の発生時における実施組織要員は交代を行わないも

のとして評価するため，ｂ．の被ばく経路は対象としていない｡ 

（つづき） 
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図１ → 審査ガイドのとおり 

（つづき） 
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図３ → 審査ガイドのとおり 

（つづき） 
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図４ → ４．２（２）a．に記載のとおり，該当しない。 

（つづき） 
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図５ → ４．２（２）a．に記載のとおり，該当しない。 

（つづき） 
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図６ → ４．２（２）a．に記載のとおり，該当しない。 

（つづき） 



 

補 2-10-添 8-39 

実用発電用原子炉に係る重大事故時の制御室及び緊急時対策所の 

居住性に係る被ばく評価に関する審査ガイド（抜粋） 

制御室の居住性に係る被ばく評価の 

審査ガイドへの対応 

 

図７ → ４．２（２）a．に記載のとおり，該当しない。 

（つづき） 
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図８ → ４．２（２）a．に記載のとおり，該当しない。 

（つづき） 
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図９ → ４．２（２）a．に記載のとおり，該当しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 → ４．２（２）a．に記載のとおり，該当しない。 

（つづき） 
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